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第 1 章 序 章

世界的な競争の激化と情報技術や通信 ･輸送手段のめざましい発展に伴い､地

球全体を念頭 において事業を展開するグローバル企業 (I)が注目を集めている｡国

際経営学の分野では､早 くか ら多国籍企業論 とい う領域のなかでグローバル企業

の経営行動が研究 されてきたDそこでは､明確に区別される2つの研究の流れが

ある｡1つは､Hymer[1960]の不完全競争モデルに始まり､Vernon[1966]のプロダ

ク ト･ライフサイクル論､内部化理論､Dunning[19771の折衷理論にいたる経済学

的研究であり､いま1つは､Perllnutter[1969]やStopfordandWells[1972]らに

代表 される経営学的研究である｡そもそも企業はなぜ国境を越え多国籍化するの

かという疑問､すなわち企業の多国籍化の現象を説明 しようとするのが前者の立

場である｡そ うして多国籍化 した企業が戦略や組織､経営管理 とのかかわ りでい

かなる行動をとるのかに注目するのが後者の立場である｡

管理会計の分野におけるこれまでの関連研究は､1965年頃か ら主 として国際振

替価格や業績評価 システムの問題を中心に展開されてきた く2)｡これ らの研究は､

上記 2つの分類か ら言えば､後者の経営学的研究の領域に属 していることは言 う

まで もない｡ しか し､従来の管理会計研究に共通 しているのは､グローバル企業

の戦略や組織要因の影響を明確には考慮 していないことである｡会計 フロンティ

ア研究会[1994,146頁]において も､この点を意識 した次のような記述が見 られる｡

rグロー/TJt′管理会p-aLJとは､屈原企業i=b'ける官署会計のことで'ある.啓かにこれまでにも､

Lg際&曹併存や膚舛子会社の業冴昏啓周超カ{､r屈原宮野会計Jという名のもとで併発が行bれ

てきている.それIi評好できるものであるものの､b九b九は少なかJSず不潜を持っている.

そのi,つとも大き7?原囲は､屈僚企業の行MG牙や超ガ席澄.さらにli超井辞任を分析梓超A

にEFク遥Lだ研究がほとLど存存L,7?いことである｡多<の屈原昏蜜会計併発は､･･･伝鮒

7?官署会計蘇芳を､LFGを超iT棚 している企二者にEjgLているにすぎ7?い｡伝爵呼官署会計

研究の厚.･5gと男房のギヤツフ1,.大きいが､この鍔櫛のギャップ●はきJSi=大きい｡L,たがって,A
九われii,#弟のr併 営埋会計 Jの名DTTとLi決RVL･､rグローノfJt,皆野会計Jという粛々77/名

静の下で併発を虎男LJうとJ郎 1.立ったのである｡

このように､グローバル管理会計の研究は､伝統的な管理会計研究をグローバ
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ル企業に応用する外延拡張型ではなく､グローバル企業固有の戦略や組織特性と

管理会計システムとのインターラクションに注目するパラダイム ･シフ ト型の研

究を志向している｡近年､この新たな流れに沿った管理会計研究が徐々にではあ

るが現れつつあり､グローバル組織を対象とする管理会計研究は活性化の兆 しを

呈 している｡本研究では､ ｢グローバル組織の管理会計｣､あるいは略称として

の ｢グローバル管理会計｣という名称を用いることにより､本研究がこの新たな

研究の流れを受け継いでいることを強調している｡

ところで､PetersandWateman[1982]は､エクセレント･カンパニーの特徴の

1つとして小さな本社を挙げているが､そのような指摘は少なくとも日本企業に

対 してはそのまま当てはまるものではない｡欧米の企業の本社に比べ､日本企業

の本社規模は著しく大きいことが知 られているからである(3)O日本と欧米の企業

の問で本社規模に差があるということは､本社の役割､さらには子会社の役割に

も何らかの相違があるということを間接的に示唆するものである｡そこで､世界

的なグローバル企業を射程に入れた ｢グローバル管理会計｣研究の1つの切 り口

として､本社と子会社の役割とそれらの役割から導かれる本社 ･子会社関係のタ

イプに注目することの意義は大きいといえよう｡

本社 ･子会社関係のタイプが異なれば､本社の海外子会社に対するマネジメン

ト･コントロールのあり方にも違いが生 じることが推測されるD また､組織特性

としての本社 ･子会社関係は環境や戦略によってかなりの程度規定されよう｡こ

うした因果関係をコンティンジェンシー ･モデルに依拠 し検証 していくことによ

って､グローバル組織のコントロール ･システムは環境や戦略､組織要因との関

連の中で形づくられ､かつ械能 しているものであるという命題を導き出したいと

考えている｡この種のアプローチは､既述 した会計フロンティア研究会[1994]の

問題意識をかなりの程度反映するものといえる｡そして､具体的な研究方法とし

ては､郵送質問票調査に依拠した｡海外に2つ以上の子会社を保有 し､そのうち

少なくとも1つ以上が製造子会社である上場会社をグローバル企業とみなし､質

問票を発送することで､仮説検証のために必要なデータを入手することができた｡

本研究は､後述するように､国際経営学の研究成果と従来の管理会計の研究成

果をともに取 り込みながら､これまでに両者の辺境とみなされていた広い意味で

のマネジメント･コントロールの問題に注目することによって､新たな研究領域
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を切 り開くという意味合いも併せ持っていることを確認 しておきたい0

以上の研究目的を達成すべく､本研究の全休構成は次のとおりとなっている｡

第 2章 ｢既存研究のレビュー｣では､本社と子会社の役割､ナショナ リティー､

インダストリーなどに注目した既存研究をレビューする｡とりわけナショナリテ

ィーについては､グローバル企業の戦略とも深 く関わっているため､戦略変数の

サロゲー トとして位置づけられるD

第3章 ｢研究のフレームワーク｣では､コンティンジェンシー ･アプローチを

べ-スにした本研究のフレームワークが提示 されるOその際､第 2章でのレビュ

-がフレームワークの構築に反映されるo研究フレームワークにおいて設定され

た主な因果関係は､環境や戦略から本社 ･子会社関係への影響､本社 ･子会社関

係からマネジメント･コントロール ･システムへの影響､環境や戦略からマネジ

メント･コントロール ･システム-の影響などである0

第4章 ｢グローバル組織のコントロール ･システムに関する仮説｣では､本研

究のフレームワークおよび既存研究から導かれる変数間関係が仮説という形で提

示される｡前章で設定 した変数間の因果関係に沿 って､4つの基本仮説 とその各

々の下に複数のサブ仮説が導かれる｡

第 5章 ｢リサーチ ･デザインおよび調査企業の状況｣では､上記の仮説を実証

するために行われた郵送質問票調査について概観 し､調査対象企業のデモグラフ

ィックな特徴をっかむとともに､第 6章の分析につなぐための本社 ･子会社関係

のタイプ分けを行う｡日本のグローバル企業の場合､概念的に考えられる4つの

本社 ･子会社関係のタイプのうち､インプリメンター型 とローカルイノベーター

型の割合がもっとも高いことが示される｡

第 6章 ｢日本のグローバル組織におけるコントロール ･システムの分析｣では､

第4章で設定 した仮説を検証するために､調査データに対する単純集計と多変量

解析を行っている｡また､調査結果の要約と結果に対するいくつかの解釈 も同時

に述べられる｡

最終章である ｢終章｣では､仮説検証結果を総括すると同時に､本研究の結論

と貢献を述べる｡さらに､グローバル組織を対象とする管理会計研究における今

後の研究課題のいくつかを提示する｡
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症

(1)本研究で用いられる ｢グローバル企業｣あるいは ｢グローバル組織｣とい

う用語は､BartlettandGhosbal[1989]のそれとは異なるものである｡彼ら

は世界的企業を､①グローバル企業 (狭義)､②インターナショナル企業､

③マルチナショナル企業､⑥ トランスナショナル企業に4分類 しているが､

本研究でいう ｢グローバル企業 (広義)｣は､これら下位分類をすべて包括

した世界的企業 という意味で使われている｡すなわち､グローバル企業とは､

クロス ･ボーダーないしトランスナショナルで活動を展開 している企業に対

する総称である (MAFNEG研究会[1991,101頁]) ｡そこで､混同を避け

るために､BartlettandGhoshalの下位分類としてのグローバル企業 (ある

いは､グローバル戦略)を引用する場合には､ ｢狭義の｣グローバル企業

(あるいは､ ｢狭義の｣グローバル戦略)と表記することにする｡

(2)国際事業に関わる経営管理システムに関する最初の研究成果は､Havkins

[1965]であるといわれる (宮本[1989,40貢]) 0

(3)本社の規模に関する研究のレビューは､Ease[1994]に詳 しい｡彼は､情報

処理パラダイムに基づき､日本企業が相対的に大きな本社を維持する理由を

解明しようとした｡
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第 2 章 既 存 研 究 の レ ビ ュ -

第 1茸i 本社の役割に注目した研究

本社の役割をめぐる研究は､主として多角化企業を対象に行われてきた｡その

なかでもとくに重要 と思われるのは､Chandler[1962]とWilliamson[1975]であるo

これらの研究をベースに概念的モデルづくりを試みたのがGooldandCaTmpbell[1

987]である｡本節では､多角化企業を対象にした上記3つの代表的な研究 と､グ

ローバル企業を対象に本社の役割を議論するBartlettandGhoshal[1989]の研究

を順にレビューしていく｡

I)Chandlerl1962]の研究

Chandler[1962]は､主要アメリカ企業 4杜 (1)を対象にした経営史的な研究の中

で､これらの企業がいかにして職能別組織から事業部制組織へと組織変更を行 っ

たかを記述 し､ ｢組織は戦略に従う｣という命題を提示 している｡彼によれば､

事業部制組織の本社は結果的に3つの職務をもつことになったという (邦訳290頁)｡

第 1の基本的役割は､各事業ユニットの業務水準を市場需要や噂好の変化に合わ

せて調節 しかみ合わせることであるDこれには事業ユニット相互間の製品の流れ

の調整が含まれる｡第 2は､本社の補助 ･サービス部門が､多数の専門業務を引

き継 ぐことによって､各事業ユニットの管理上の負担を軽減することである｡第

3は､市場変動に業務を合わせることや､専門業務の確立のほかに､企業の資源

に関 し現在の業務執行状態を評価することはもちろん､今後の運用のために経営

資源を配分することである｡こうした本社の3つの役割は各々､プラニング､サ

ービス､コン トロールという機能に集約できる｡

2)Tillial$Om【1975]の研究

Willianson[1975]は､事業部制組織が職能別組織よりも有効であると主張する

Chandler[1962]の見解を支持する一方､事業部制組織の本社は資源の配分におい
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て資本市場よりも効率的でありうると主張する (邦訳243貢)｡さらに､最適な事

業部制は本社の機能 と関連 し次の要件を満たさなければならないとしている (邦

訳244頁)｡すなわち､①企業内の分離可能な経済活動を識別すること､②各々に

準自律的な地位を与えること､⑧各事業部の効率性の面での成果を監視すること､

⑥誘因を与えること､⑤収益性の高い用途にキャッシュ ･フローを配分すること､

⑥その他の面で戦略的計画の立案を行 うことである｡このうち､⑧ と⑥はコン ト

ロール機能､⑤と⑥ はプラニング機能 とそれぞれ対応している｡

要するに､Chandler[1962】とWilliaTnSOnl1975]の両者は､多様なビジネスのポ

ー トフォリオを管理する際に､事業部制組織が職能別組織や資本市場よりも有効

であることを主張 しており､事業部制組織における本社の役割を概ね次のように

捉えている｡

①プラニングと資源の配分

② コントロールと業績の評価

⑧本社サー ビスの提供

3)GooldandCalpbell【1987]の研究

GooldandCampbell[1987]は､上記3つの本社機能のうち､プラニングとコン

トロールに特に注目し､イギリスの多角化企業16社を対象にした研究から3つの

図2-1 マネジメント･スタイルの位置づけ

(出所 :GooldandCampbell[1987,p.36])

愚

7̀ぅニンク■

-の影響力

低

ス トラテ ジ ッ ク

プ ラニ ング

(SP)

ストラテシー7ク･Tロクーラミンクー

ス トラテジック
コントロール

(SC)
フ ァ イナンシャ ル

コ ン トロー ル

(FC)

フレキ〃一ル･ストラテン■･Jク タイトストラテシ'･)ク
コントロールへの影響力
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代表的なマネジメント･スタイルを導き出している｡具体的には､事業ユニット

の戦略計画に本社がいかに影響力を行使するか (プラニングへの影響力)という

次元と､事業ユニットの成果に対 して本社がいかに反応するか (コントロールへ

の影響力)という2つの次元から8つのマネジメント･スタイルを類型化し､図

2-1に見るように､とりわけストラテジック･プラニング･スタイル (以下､

spスタイルと略称する)､ス トラテジック･コントロール･スタイル (以下､

scスタイルと略称する)､ファイナンシャル ･コントロール ･スタイル (以下､

FCスタイルと略称する)という3つのスタイルをもっとも代表的なマネジメン

ト･スタイルとして認識 している(2)O

以上のCbandler､Williamson､GooldandCampbellの研究はいずれもその対象

が多角化した企業となっており､グローバル化 した企業がその対象になっている

わけではない｡ しかし､多角化企業は事業の多角化､グローバル企業は地域の多

角化を各々特徴としていることから､多角化企業のマネジメント･ロジックをグ

ローバル企業に援用 しようとする試み､あるいは両者を平行的に捉えようとする

見方も存在する(a)｡

4)BartlettandGhoshall1989]の研究

一方､グローバル企業を対象にしたBartlettandGhosha■t[1989]は､グローバ

ル組縦における本社の役割を次のように定義 している｡

①狭義のグローバル企業の本社の役割

･世界各地の事業単位に対して戦略方針と行動方針を指令 し､本部の専門

スタ･yフの支援を提供すること

②マルチナショナル企業の本社の役割

･海外事業を監視 し統制すること

③ トランスナショナル企業の本社の役割

･世界各地の事業単位に対する戦略方針の指令､支援

･海外事業の統制

･複雑な連結をつくり維持するための調整機能 :

一戦略目的と業務政策の調整
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一企業全体の原材料､コンポーネント､資金の流れの調整

一過去に蓄積 された知識､情報､経験の集約 ･貯蔵 ･再配分

このように､グローバル企業の本社の役割の中では､特に トランスナショナル

企業のように､子会社間の調整という機能が重視されるOこの調整機能をも含ん

だ広い意味でのプラニング概念を導入することで､上記のGooldandCampbell[1

987]のモデルは次のように概念化しなおすことができる｡

図2-2 プラニングとコントロールのウェー ト

(Anthony[1988,p.29]を参考に作成)

SPスタイル SCスタル FCスタ仙

本社によるプラニングへの影響力が非常に重視されるスタイルはSPスタイル､

タイ トな財務的コントロールを特徴とするスタイルはFCスタイルと各々対応 し

ている｡その中間にあって､戦略的コントロールと財務的コントロールがともに

重視 されるマネジメント･スタイルは､SCスタイルと対応している｡

要するに､本社の役割は一律ではな く､当社がいかなるマネジメント･スタイ

ルをとっているのかによって､本社の役割にも養いが生 じることが示唆される｡
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第 2希 子会社の役割に注目した研究

本社の役割はさらに､子会社の役割との関連でも決まってくる｡子会社にどん

な役割が与えられているのかによって､本社の子会社に対するマネジメント行動

が異なることが予想されるからである｡子会社の役割に注目した研究としては､

Bartlett andGhoshall1986,19891とGuptaandGovindarajan[1991]が代表的で

あるo

1)BartlettandGhosha】[1986.1989]の研究

BartlettandGhosbal[1986.1989]は､戦略軸と組織軸の交わりによって海外子

会社が果たす4つのタイプの役割を次のように分類 している｡戦略軸は､グロー

バルな戦略にとっての各国の環境の重要性である｡組織軸は､海外子会社の技術､

生産､市場開発､その他の分野における能力を表 している｡両軸の大小によって､

各海外子会社は戦略 リーダー､貢献者､実行者､ブラック･ホールとしての役割

が与えられる｡

図2-3 海外子会社の役割 (1)
(出所 :BartlettandGhoshal[1989]､邦訳142頁)

riii-r司

現地環境の
戦略的
重要性

低

ブラック.ホール 戦略 リーダー

低 高
現地組織の能力のレベル

戦略 リーダーは､強い競争力を持ち､戦略上重要な市場にある海外子会社であ
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る｡本社が幅広い戦略を開発 し実行するうえで､戦略 リーダーは本社のパー トナ

ーとして認められる｡フィリップスのテレテキス ト･テレビ事業を例にとると､

第 1人者としての同社の立場をさらに発展させるうえで､イギリス子会社は重要

な役割を果たしている｡

貢献者は､高い能力を持 っているが市場戦略における重要性に欠ける子会社で

ある｡エリクソンのオース トラリア子会社はこの貢献者の役割の好例である｡

海外子会社の中には､戦略的に重要でない市場で現地の事業を維持する以上の

余剰能力がない実行者たるものもある｡親会社による経営資源の投入量は､その

市場の可能性の程度に見合っている｡ほとんどの企業では､大多数の海外子会社

がこの役割を演 じており､南米､アフリカ､アジアの子会社をはじめとして､カ

ナダやヨーロッパの小国の現地子会社 もこうした特徴を備えている｡

戦略上重要な市場でありながら､その海外子会社の能力が弱小な場合があるC

このブラック･ホールの立場にある海外子会社の例としては､E]本市場のフィリ

ップス､アメリカ市場のエリクソン､ヨーロッパ市場の松下などが挙げられる｡

この3つの市場では､強力な現地子会社を持つことがグローバルな地位を維持す

るための基本となる｡

2)GuptaandGoyindarajan[1991】の研究

BartlettandGhosbal[1986,1989]が戦略軸と組織軸によって子会社の役割を細

分化 したのに対 し､GuptaandGovindarajan[1991]は本社と子会社､さらには子

会社間の ｢知識の流れ｣によって子会社の役割を､グローバルイノベーター､統

合プレイヤー､ローカルイノベーター､インプリメンターの4つに分頬 しているC

特定の子会社から企業の他の部分 (すなわち､本社および他の子会社)へ流れ

る知識が多 く､その逆方向の知識フローは少ない子会社にはグローバルイノベー

ターの役割が期待される｡反面､企業の他の部分から特定の子会社へ流れる知識

は多いが､当該子会社から他の部分-の知識フローは少ない場合､そのような子

会社はインプリメンターと呼ばれるOさらに､両方向の知識フローがともに多い

子会社は統合プレイヤーと呼ばれ､逆に両方向の知識フローがともに少ない子会

社にはローカルイノベーターと呼ばれる役割が与えられる｡
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図2-4 海外子会社の役割 (2)
(出所 :GuptaandGovindarajan[1991.p.774])

l笥

特定の子会社

から企業の他の

部分に流れる
知識の
フロー

低

グローバルイノベーター 統合プレイヤー

低 高

企業の他の部分から特定の

子会社へ流れる知識のフロー

第 3節 ナショナリティーに注目した研究

ナショナリティーの違いが戦略､組織､マネジメント･システムの相違をもた

らすという認識を示 した研究は数多く存在 している｡本節では､そうした研究の

うち､経営学分野の代表的研究として加護野他[1983]およびcampbell,Gooldand

Rase[1990]を､管理会計分野の代表的研究として浅田[1989]および上埜[1992]を

取り上げる｡さらに､グローバル企業を対象にしたEgelhoff[1984]の研究にも触

れる｡

1)加護野地 [1983]の研究

加護野他 [1983]による日米企業の経営比較はこの領域における代表的な研究

の1つとなっている｡そこでは､日米企業の環境適応方法の違いを､戦略に関 し

てはオペレーション志向とプロダクト志向､組織編成に関 してはグループ ･ダイ

ナミクスとビ ュロクラティツク ･ダイナミクスという2つの包括的次元で対比 し､

両国間の一般的違いとして､日本企業はオペレーション志向戦略とグループ ･ダ
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イナ ミクス-の依存度が高 く､アメリカ企業は一般的にプロダク ト志向戦略とビ

ュロクラティツク･ダイナ ミクスへの依存度が高いことを指摘 している｡また､

コントロールに関しても日米間でかなりの差が認められる｡日本では ｢価値と情

報の共有｣によるコントロールがより多く用いられているのに対 し､アメリカで

は､ ｢アウ トプット･コントロール｣と ｢自律性｣によるコントロールがより多

用されている｡

2)CaJpbell,Gooldandtasel1990]の研究

Campbell,GooldandXase[1990】においてら､同様に日本と欧米の経営比較がな

されており､組織構造､計画のレビュー､経営哲学 ･ビジョン､全社的戦略目標､

相互依存の管理､資源配分､目標の設定､結果のモニタリング､プレッシャーと

インセンティブの各次元で､日本と欧米の経営実務は非常に異なることを明確に

している｡さらに､欧米のストラテジック･プラニング企業とは明らかに区別さ

れる日本のス トラテジック･プラニング企業の主要特性として､ネットワーク的

な組絞､能力創造型のリーダーシップ､献身的なサラリーマン､インクリメンタ

ルな計画とコントロールの4つを抽出するに至っている｡

3)浅田[1989】の研究

浅田【198g]は､日米両国の大企業における予算管理実践を比較 ･分析 し､日本

企業に比べアメリカ企業は予算編成により多 くの日数を割き､かつ､全社レベル

の予算委員会をより頻繁に開催 しているという｡また､日本企業の事業部長に比

べアメリカ企業の事業部長は全社レベルの予算委員会に対 してより強い影響力を

有 している｡他方､アメリカ企業の全社レベルの管理者に比べ日本企業の全社レ

ベルの管理者は､事業部予算の変更を事業部に要求することによって､上司とし

ての意向を部門管理者に伝達するという指揮監督行動をより頻繁にとっている｡

さらに､業績評価の基準についていえば､アメリカ企業は資本利益率や統制可能

利益を重視 し､日本企業は売上高や本社費配賦後利益を重視 していること､およ

び日本企業に比べアメリカ企業は事業部長の報酬額の決定の際に予算の達成度を

より重視していることなどを明らかにしている｡
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4)上埜[1992]の研究

上埜[1992]では､日米の予算統制実務の相違を文化という説明変数によって究

明しようとした｡文化のいかなる次元が予算管理実践に対 し影響を及ぼ している

のかを調べるために､Hofstede[1980.1983]の研究をベースに､日米間でもっとも

顕著な違いを見せている2つの文化の次元､すなわち個人主義一集団主義の次元

と不確実性回避の次元を取 り上げ､これらの文化次元と予算統制実務の6つの側

面との相関を分析 した｡その結果､個人主義一集団主義の文化次元から導出され

た4つの仮説が支持され､日本企業に比べアメリカ企業は､予算編成過程におい

て公式のコミュニケーションやコーディネーション､予算スラック､予算に対す

る統制可能性などを広 く活用するが､その一方で､長期の業績尺度をあまり利用

していないことが裏付けられた｡

5)Egelhoff[1984]の研究

上記のような国家間のマネジメン ト･スタイルの違いは､異なるナショナ リテ

ィーを持つ国内企業が国際化のプロセスを経てグローバル企業へと進化 していく

際に､世界本社の海外子会社に対するマネジメント･スタイルの相違 という形で

現れてこよう｡アメリカとイギリス､そしてヨーロッパの多国籍企業を対象にコ

ントロール ･パターンの相違を調査 したEgelhoff[1984]は､多国籍企業のナショ

ナリティーが､海外子会社に対するコントロールのタイプに強い影響を及ぼして

いると主張する｡すなわち､アメリカの多国籍企業は子会社アウトプットのモニ

ターと業績データの頻繁な報告を重視する (アウトプットコントロール)のに対

し､ヨーロッパの多国籍企業は海外子会社の主要ポストに親会社国籍の者をより

多く充てている｡また､ヨーロッパの多国籍企業のほうがアメリカの多国籍企業

に比べ､分権化の程度が高 くなっている｡

第4茸 インダストリ-に注目した研究

企業の属する産業が異なれば､タスク環境は自ずと異なるはずだから､戦略､

組織､マネジメント･システムなどにも違いが生 じるだろうと推察される｡本節
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では､多角化企業を対象にしたChandlerl1991]およびHungenberg[1993]の研究と､

グローバル企業を対象にしたBartlettandGhoshall1989]の研究を代表的な研究

として取 り上げる｡

I)Chandlerl1991]の研究

Chandler[1991]は､イギ リス企業を対象とした上記のGooldandCampbell[198

7]の研究枠組みをアメリカ企業に援用 し､その妥当性を再確認 している｡さらに､

多角化企業の本社積能は､当該企業の属する産業の特性によって異なっているこ

とを指摘 した｡例えば､新製品開発が企業間競争の主要な要因となっており､R

&D支出が大きく､マーケテイングに専門技術を必要とするような産業において

は､本社は企業家的 (価値創造的)機能に集中し､戦略計画プロセスにおいて強

力な役割を果たす必要がある｡このようなマネジメント･スタイルはSPスタイ

ルに該当する｡

一方､最終製品の属性が安定 しており､R&D支出は相変わらず必須だがそれ

が基本的には製品の改良やプロセスのコス ト削減のために充てられ､設備が高価

でマーケテイングも複雑だが､要求される設備と技術がすでに確立されているよ

うなより成熟 した産業においては､本社は現業部門に戦略計画をより容易に委譲

することができる｡そして､企業全体としての長期目的を設定 し､ターゲットを

設定することで戦略的コン トロールを維持することができる｡このようなマネジ

メント･スタイルはSCスタイルに対応している｡

また､製品が大同小異で生産の技術が複雑でなく設備 も高価でない､競争が生

産やR&Dよりも流通やマーケテイングに左右されるような成熟 した製造業やサ

ービス産業では､財務的コントロールだけで十分であるという｡このようなマネ

ジメント･スタイルはFCスタイルに該当する｡

2)Euqenberg【1993]の研究

Hungenberg[1993]は､多角化企業の本社の役割を議論するなかで､水平的調整

と垂直的調整の必要性に注目し､本社がとりうるマネジメント･スタイルと

してオペレーショナル ･ホールディング (以下､oHと略称する)､マネジメン

ト･ホールディング (以下､MHと略称する)､ファイナンシャル ･ホールディ
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図2-5 水平 ･垂直的調整とマネジメント･スタイル

(出所 :rlungenberg[1993,p.69])
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垂直的調整

の貢献度

低

低 高

水平的調整の貢献度

ング (以下､FHと略称する)の3つのスタイルをとりあげている｡図 2- 5に

見るように､OHスタイルとは､垂直的調整 (事業ユニットレベルの意思決定プ

ロセスへの本社の介入)および水平的調整 (本社による事業ユニット問の調整)

の潜在的貢献がともに高いマネジメント･スタイルのことであり､FHスタイル

とは､両者がともに低いマネジメン ト･スタイルのことである｡

Hungenberg[1993]はさらに､産業とこれらマネジメント･スタイルとの適合関

係にも触れ､OHスタイルは科学技術､コンピュータ､テレコミュニケーション､

航空産業に､MHスタイルは電子､自動車､その他製造業に､そしてFHスタイ

ルは異質の事業単位を抱える多角化企業にそれぞれ適 していると主張 している｡

3)BartlettandGhosha】[1989]の研究

グローバル企業を対象にしたBartlettandGboshal[1989]においても､日用雑

貨､家電､通信機 といった業界を例にとり､日用雑貨産業では適応性､家電産業

では効率､通信積産業では知識の移転が戦略課題であると述べている｡すなわち､

日用雑貨事業では各国ごとで事業活動を展開するほうが適 しており (マルチナシ

ョナル戦略)､例 としてユニリーバをあげることができる｡同社は現地のニーズ

やチャンスに敏感な力のある子会社を各国につくり､本社からの指揮は最小限に

して現地子会社に経営の自由を与えている｡また､家電産業ではグローバルな規

模で効率を高めることが成功の鍵となっており (狭義のグローバル戦略)､松下
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図2-6 業界の必要条件 と企業能力

(出所 :BartlettandGboshal[1989]､邦訳28貢)
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が代表的な例である｡通信機産業では知識の移転が戦略課題となっており (イン

ターナショナル戦略)､例 としてはエリクソンが代表的である｡エリクソンは自

社の革新的製品や加工技術を国際市場に移転 させたり適応させたりする能力を中

心に戦略を立てている｡本国で開発された革新的技術を次々に普及させていく同

社の戦略はこの業界によく適合している｡図2-6はこのような適合関係を表 し

ている｡

このようなBartlettandGhoshal[1989]のロジックによれば､産業特性が戦略

を規定することになるが､現実のグローバル企業は必ず しも産業特性によって戦

略が規定 されるとはいえない｡なぜなら､適応性が要求される日用雑貨産業にお

いて､花王 (狭義のグローバル戦略)やプロククー&ギャンブル (インターナシ

ョナル戦略)はマルチナショナル戦略をとっておらず､効率が戦略課題 とされる

家電産業においても､フィリップス (マルチナショナル戦略)とゼネラル ･エレ

ク トリック (インターナショナル戦略)は狭義のグローバル戦略以外の戦略を採

用 しているからである｡む しろ､ナショナ リティーの相違が戦略を大 きく規定 し

ているといえよう (安室[1992]) a
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4)その他の研究

インダス トリーに注目したこのほかの研究としては､PrabaladandDoz[1987]､

GhosbalandNohria[1993]､Egelhoff[1984]などが代表的だが､これらについて

は後述することにするO

第5節 本研究の位置づけ

1)組積構造とコントロール

組織構造とコントロールは異なるものであるから､研究においても両者は区別

されなければならない｡ところが､従来の組織研究では､組織構造とコントロー

ルは明確に区別されずに取り扱われてきた｡Ouchi[1977]はこのことに注意を促 し､

組織構造とコントロールの関係を検証 しようとした｡彼の調査結果によると､コ

ントロールは環境特性と組織構造特性によって3割強が説明できるというo組織

構造とコントロールは明確に区別される別のものであり､そのコントロールを規

定する代表的なものは環境と組織構造であるとする彼の主張は､本研究のベース

にもなっている｡

2)マクロとミクロ

ところで､グローバル組織に関する従来の研究は､研究対象をめぐって2つの

アプローチがとられてきた｡1つは､組織全体を1つの分析単位とする伝統的な

アプローチであり､いま1つは､-企業内の子会社を分析単位とする比較的新 し

いアプローチであるo前者をマクロ･アプローチ､後者を ミクロ･アプローチと

称するならば､本研究は､アプローチ的には､子会社の役割差別化に注目すると

同時に､その役割差別化から導かれる企業全体としての子会社ポー トフォリオの

パターンにも注目することで､ ミクロとマクロの両方を視野に入れた統合的アプ

ローチをとっていることになる｡

3)因果関係

本研究では､グローバル組紙の本社と子会社の役割に注目しながら､本社 ･子
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会社関係がマネジメント･コントロール ･システムの設計にどのように関わって

くるのかを考察する｡とりわけ､ナショナリティーがグローバル組織の戦略アー

キタイプと密接に関連することから､ナショナリティー (戦略)/インダス トリ

ー (環境)から本社 ･子会社関係､本社 ･子会社関係からマネジメント･コント

ロール ･システムへの因果関係をそれぞれ想定 している｡このような適合関係は､

インダストリー (環境)からマネジメント･コントロール ･システム-の因果関

係によって も影響 されるはずだが､後者の影響はあくまでもマイナーなものと解

釈 している｡要するに､本社 ･子会社関係によってマネジメント･コントロール

･システムのプロ トタイプが決まり､インダス トリーによってそのプロ トタイプ

からのバリエーションが説明できるというのが本研究の基本的スタンスである｡

注

(1)研究対象となったのは､デュポン､GM､スタンダー ド石油､シアーズ ･

ローバ ックの4社である｡

(2)その他のスタイルとしては､本社集権化､ス トラテジック ･ベンチャリン

グ､ホールディング ･カンパニー､ス トラテジック ･プログラミング､ファ

イナンシャル ･プログラミングの5つがある｡

(3)このような見方については､GuptaandGovindarajan[1991]やGhoshal

andNobria[1993]を参照されたい｡
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第 3 章 研 究 の フ ー - ム ワ - ク

第 1奇 問題の提起

BartlettandGhoshal[1989]は､組織を人体にたとえ､組織の解剖学的変化は､

組織生理学および組級心理学の助けを借りなければならないと主張する(I)｡組織

の解剖学では､組織構造があっかわれる.従来の研究の多 くはこの組織の解剖学

に属するといえる｡これに対 して､第2の組織生理学は､企業内の情報の流れや

計画とコントロールのシステムなどをあつかう｡第 3の組織心理学のテーマは､

企業の価値観や規範である｡グローバル企業がその戦略を実行 して戦略の持っポ

テンシャルを実現するためには､戦略に適合的な組織構造を設計 して採用するだ

けでは十分でなく､戦略に適合的なマネジメント･システムや価値観を発展させ

浸透させることも重要である (Bartlett[1986])｡そこで､これまで焦点の外に

おかれてきた後者の側面をもっと重視 しなければならない (吉原[1985,34頁])｡

その具体的な取 り組みとして､グローバル企業のマネジメント･コントロール

･システムに焦点を合わせた研究が考えられる｡マネジメント･コントロールの

問題は､それが経営学､組織論､管理会計さらには経済学の境界領域に位置 して

いたため､理論的な真空地帯になってしまったといわれる (加護野[1987]) ｡グ

ローバリゼーションのコンテクストにおいてもそれは例外ではない｡グローバル

企業のマネジメント･コントロールに注目した本格的な研究は､これまでにほと

んど見あたらない｡従来の研究の焦点は常に戦略と組織の問題におかれていたの

である｡

もっとも､国際経営学や多国籍企業論とは流れを異にする領域から､国際管理

会計あるいは多国籍企業管理会計というタイ トルのもと､海外子会社の予算管理

プロセスや業績評価システムに関する研究が早 くも1965年頃から始まっている｡

しかしこの種の研究は､グローバル企業のマネジメント･コントロールの全貌を

把撞するには不十分なものであり､それに加えて､戦略や組織とこれら予算管理

プロセスや業績評価システムとの関連がほとんど考慮されていないという限界を
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併せ持っている｡要するに､国際経営学の分野においてはマネジメント･コント

ロールが注目されず､他方の管理会計研究においては､業績評価システムなどの

マネジメント･コントロール ･システムと戦略や組織とのインターラクションが

考慮されてこなかったのであるO

以上の反省を踏まえて､本研究は､予算管理や業績評価を含むより広い意味で

のマネジメント･コントロール ･システムに注目しながら､戦略や組織の影響を

も分析の枠組みに織 り込んだかなり包括的な研究を志向している｡議論を先に進

める前に､まずマネジメント･コントロール ･システムとは何かを簡単にレビュ

ーしてみよう｡

伊丹[1986,52-57貢]によれば､マネジメント･コントロール ･システムは､(a)

責任 システム､(b)業績測定 システム､(C)目棲設定システム､(d)インセンティブ

･システム､(e)モニタリング･システム､(∫)人事評価システム､(g)コミュニケ

-ション･システム､(h)教育システム､の8つのサブシステムからなるものと考

えることができる｡これらサブシステムの中身は以下のとおりである｡

(a)責任 システムとは､下位者各人が組織全体の成果を構成するさまざまな要素

のうち､どの部分について責任をもっているかを規定するシステムである｡たと

えば､ある部門の長の責任がその部門のあげる利益にあるのか､あるいは売上高

にあるのか､人材育成といったような事柄にも明示的に責任を持たせるのか､と

いったような点を規定するシステムである｡

(a)で定められた下位者の責任パフォーマンス変数の測定を行うのが､(b)業績

測定システムの役割である｡内部会計システムがその典型であろうが､下位者に

与えられた責任変数のうちには､直接的に計量的測定を行うことが難 しいものも

あろう｡たとえば､人材育成という責任変数はその例である｡その場合には､上

位者による観察という非計量的プロセスによって責任の達成度の確認の努力を行

うことが考えられる｡業績測定 システムは､さまざまな意味でマネジメント･コ

ントロール活動の基盤となる重要な情報を供給する中心的かつ基礎的なシステム

である｡

(C)目標設定 システムは､下位者の行動目標 (たとえば年度あるいは月次の業績

目標)の設定を行うシステムのことである｡目標による管理制度における自己申

告による目標設定 システムや､経営計画制度の中で､部門間の調整や組織全体の
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目標との調整を行いながら各組織単位や下位者の行動目標を設定していくシステ

ムなどが､この目標設定 システムの例である｡各人の目標の相互整合性､上位者

による下位者の目標設定への方向付け､自己の目標設定への下位者の参加と動機

づけなどがこの目標設定システムの設計の際に考えなければならないポイントで

ある｡

(d)インセンティブ ･システムとは､組織が下位者に与えるさまざまな形での胡

償のシステムのことである｡金銭的報酬だけでなく､昇進といった地位に関する

報償等々､広範囲に考える必要があろう｡賃金の形態 (たとえば､時間給か能率

給か)､ボーナス制度､人事昇進の制度等はこのインセンティブ ･システムの具

体例である｡

モニタリングとは､文字どおり下位者の行動､意思決定､そのやり方､適性､

パフォーマンス､あるいは下位者の置かれた環境の状態などをモニターすること

である｡そのためのシステムが(e)モニタリング･システムである｡このモニタリ

ングのためには(b)業績測定 システムから出てくる業績情報が大きな役割を果たす

が､しかしそれはモニタリングの一部にすぎないOたとえば､部下が上司に自分

の決定を説明する会議などは､部下の意思決定の仕方､決定にいたる思考のプロ

セスのモニタリングを上司が説明を聞きながら行っている機会に使われることも

ある｡モニタリングの機会あるいは場の具体例はきわめて多種多様である｡

そのモニタリングの結果を総合して行われるのが､人事評価である｡その評価

のシステム全体を､(∫)人事評価システムとよぼう｡このサブシステムは､評価の

結果が下位者に与えられるインセンティブのタイプと大きさを左右するという意

味で､インセンティブ ･システムと深い関係をもつ｡おそらく多 くの下位者にと

って､もっとも関心の深い､したがって上位者の設計の巧拙が重大な影響をもた

らすマネジメント･コントロールのサブシステムであろう｡

(g)コミュニケーション･システムは､モニタリング･システムとならんで組織

の中の情報伝達システムの全体を構成しているものであるo組織内の情報伝達の

方向を､①下位者から上位者-､②上位者から下位者へ､⑧下位者相互間､の3

つに分けて考えるとき､①下位者から上位者-の情報伝達 システムが､すでに述

べたモニタリング･システムである｡②上位者から下位者-の情報伝達システム

と③下位者相互間の情報伝達システムを合わせて､ここでは(g)コミュニケーショ

ー21-



ン･システムと呼ぶことにする｡

(h)教育 システムもマネジメント･コントロール活動の一翼を担 う重要なシステ

ムである｡ここでいう教育は､フォーマルな教育訓練､自己啓発､オンザジョブ

の教育､いずれも含むと考えてよい｡あるいは､さらに広 く考えれば､形の上で

は職場を離れた個人的交際のプロセスを通 して行われるさまざまな形での感化と

いう現象も教育 システムの一部を事実上形成 している｡

以上､伊丹[1986]によるマネジメント･コントロール ･システムの8つのサブ

システムの内容を簡単にレビューしたが､このうち､グローバル企業の経営学的

研究でカバーされてきたとおもわれるサブシステムは､人事 ･報酬制度と関わり

のある人事評価 システムとインセンティブ ･システムである｡また､管理会計研

究で注目されてきたのは責任システム､目標設定 システム､業績測定 システムな

どである｡そこで､グローバル組畝のマネジメント･コントロール ･システムと

いう研究領域に注目し､両者の収敦を試みることの意義は大きい｡そこでは､マ

ネジメント･コントロール ･システムの一部分にのみ注目するのではなく､8つ

のサブシステム全体を念頭におく研究になることが望ましい｡

これまで､グローバル企業のマネジメント行動は一様ではないことがさまざま

な研究によって示唆されてきたが､それでは企業のマネジメント行動を決定する

要因は何であろうかO既存研究からは､グローバル企業本社のナショナリティー

とインダス トリー特性がマネジメント行動に差異をもたらす有力な影響要因とし

て認識されたが､その背後にあるロジックを究明することが依然として課題とし

て残 されている｡

本研究では､コンティンジェンシー ･アプローチに基づきながら､グローバル

企業のナショナリティーとインダス トリー特性が本社 ･子会社関係への影響を通

じていかにマネジメント･コン トロール ･システムを規定 しているのかを明らか

にしようとする｡これまでにも､管理会計の領域において､業績管理会計システ

ムの研究 (谷[1990a])や原価企画の研究 (谷他[1993])等にコンティンジェンシ

ー理論が応用 され､興味ある結果を導き出している｡ したがって､整然とした体

系化が立ち遅れているグローバル組織のマネジメント･コントロールを研究する

際にも､コンティンジェンシー ･アプローチは有力な方法論を提供するものと考

えられる｡

- 2 2 -



第2節 コンティンジェンシー ･アプローチ

コンティンジェンシー理論は2つの独立 したルーツを持つ｡1つは､Lawrence

andLorscb[1967]に代表されるように､環境と組織の適合関係に注目した研究で

あり､いま1つは､Chandler[1962]に代表されるような戦略と組織の適合関係に

注目した研究である｡コンティンジェンシー理論に関するその後の研究は､これ

ら2つの見方のうちの1つ､あるいは両方の見方をともに取 り入れた研究となっ

ている (GbosbalandNohria【1993,p.34])｡谷[1990a]や谷他[1993]､および本

研究のモデルはいずれも環境と戦略がともに考慮の対象 となっていることから､

結果的に後者の立場をとることになる｡

I)コンティンジェンシー理論と管理会計研究

谷[1987,199Da,1993]の一連の研究はコンテインジェンシ-理論をベースにして

いるD谷[1987]および谷[1990a]において設定 されたコンティンジェンシー ･モデ

ルでは､変数間に下図のような関係を想定 している｡環境や戦略に組織構造が適

合し､その組織構造に業績管理会計 システムが適合するという関係である｡そし

て環境や戦略が業績管理会計システムに直接影響するという関係 も含まれている｡

ただし､谷[1990a]の場合は､業績管理会計システムと経営戦略との双方向的な関

係 (戦略実施の業績管理会計および戦略促進の業績管理会計)のうち､主として

戦略実施の側面から下図のようなコンティンジェンシー関係を想定 しているので

ある(2)0

図3-1 業績管理会計のコンティンジェンシー ･モデル

(出所 :谷[1990a.69貢]から部分抜粋)
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また､業績管理会計システムの具体的なサブシステムとして､谷[1987]では､

本社費 ･共通費の配賦､社内金利制度､社内資本金制度､事業部長の業績測定と

業績評価との結びつきの4つを取り上げており､谷[1990a]では､主として本社費

配賦システムと振替価格設定システムに注目している｡

また､谷他[1993]においても類似のモデルが想定されている｡すなわち､環境

や戦略が組織構造に影響 し､組積構造が原価企画システムを規定するという因果

関係である｡また､環境/戦略から原価企画システムへの直接的な影響 も考慮さ

れている｡･具体的な原価企画システムのなかみとしては､原価企画活動の範囲､

原価企画の目的､原価企画の組織､目標原価の設定､目標原価達成のフォローア

ップ､原価企画のツールなどが取り上げられている｡

図3-2 原価企画のコンティンジェンシー ･モデル

(出所 :谷他[1993,76頁])

要するに､原価企画システムは経営環境 ･経営戦略およびこれによって規定さ

れる組綴構造に依存 していると考えられる｡このように､コンティンジェンシー

･モデルは原価企画システムの設計をポジティブに説明するフレームワークとし

て有効であり､この種の研究に対する期待は大きい (原価企画特別委員会[1994])｡

2)本研究のフレームワーク

本研究は､基本的には谷[1987,1990a]や谷他[1993]において設定された変数間

の関係をペースにしている｡ただ､環境/戦略変数のなかみとしてナショナリテ

ィー (戦略)とインダストリー (環境)特性に注目するOさらに､組織構造の代

わりに新たに定義 した本社 ･子会社関係を組織変数として導入する｡そして､こ

れらの変数のマネジメント･コントロール ･システムへの影響を分析することに

焦点がおかれ､全体的な研究フレームワークは下図のようになる｡すなわち､環
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境や戦略が本社 ･子会社関係を規定 し､その本社 ･子会社関係がマネジメント･

コントロール ･システムを規定するという関係である｡また､環境や戦略が直接

マネジメント･コントロール ･システムに働きかける側面も考えられるが､この

側面はとりあえずマイナーな影響として解釈 しているO

図3-3 研究のフレームワーク

1 環境

伝統的なコンティンジェンシー理論における環境変数は､環境の不確実性と複

雑性という概念で議論されてきた｡そこでは､環境の不確実性と複雑性が高いほ

ど有機的組織が適合的であり､環境の不確実性と複雑性の程度が低い場合には機

械的組紙が適合的であるという結論を導き出している.

ところで､地球規模で事業を展開するグローバル組織を念頭におく場合には､

環境の不確実性や複雑性という次元よりも､グローバル統合への圧力/ローカル

適応への圧力という環境特性が重要となる (PrabaladandDoz[1987])｡業界の

違いによって､グローバルな観点からの調整と統合が事業の成功にとって不可欠

となる業界がある反面､進出した現地国のニーズにきめ細かく反応していくこと

が事業の成功を左右するような業界も存在する｡したがって､グローバル企業の

属するタスク環境の特性如何によってその経営行動に違いが生 じる可能性は高い｡

PrahaladandDoz[1987]らの提唱するグローバル統合への圧力､ローカル適応

への圧力という2つの環境特性をベースに､GhoshalandNohrial1993]はグロー

バル組織の直面する環境を次のように4分類 している｡

すなわち､グローバル統合-の圧力が高 くローカル適応への圧力が低い環境を

グローバル環境と呼び､グローバル統合-の圧力が低くローカル適応への圧力が

高い環境をマルチナショナル環境と呼んでいる｡また､グローバル統合-の圧力
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図3-4 グローバル企業の環境

(出所 :GhoshalandNohria[1993.p.27])

低

グローバル トランスナシ31A,

環境(狭義) 環境

インターナシ3+ル マルチナショナル

低 高

ローカル適応への圧力

とローカル適応への圧力がともに高い環境 は トランスナショナル環境 と名づけて

いるが､いずれの圧力も低い環境はインターナショナル環境と呼んでいる｡

2 戦略

グローバル企業の戦略に関 しては､これまでさまざまな類型化がなされてきて

おり､各々の論者問で用語法が統一 されているわけでもない｡代表的な戦略類型

としては､BartlettandGhoshal[1989]､安室[1992]等の研究があげられる(a)o

BartlettandGhosbal[1989]は､グローバル企業のとりうる戦略 として4つの

戦略タイプを認識 している｡情報や権限の中央集中化を基本 とする狭義のグロー

バル戦略､情報と組織力の分散を特徴 とするマルチナショナル戦略､調整型連合

体を特徴 とするインターナショナル戦略､統合ネットワークを志向する トランス

ナショナル戦略の4つであるD彼 らは､グローバル企業はいずれ､狭義のグロー

バル戦略､マルチナショナル戦略､インターナショナル戦略か らトランスナショ

ナル戦略-移行すべきだと主張する｡その意味では､ トランスナショナル戦略を

グローバル企業のとりうる理想的な戦略として認識 している｡

安室[1992]においてら､理想型を含む4つの戦略タイプが認諾ほ れているO用

語法は先のBartlettandGhosbal[1989]とやや異なっているものの､全体的なイ

メージとしては類似 したものがあるo各戦略の特徴は以下の通 りであるOマルチ

ドメスティック (MD)戦略は､ヨーロッパ系のグローバル企業に代表 される戦
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略タイプである｡親会社は各国の子会社をほぼ独立 した法人組織として扱い､現

地に大幅な意思決定権限を委ねている｡親会社は人的交流や財務関連を中心 とし

た緩やかな連帯を維持するにとどめ､あからさまなコントロール行使を避ける傾

向にある｡それぞれの国の市場に適合した会社の緩やかな集合体という意味で､

マルチ (複数) ドメスティック (国内企業)という名称で呼ばれている (安室【1

992,38頁])0

マルチナショナル (MN)戦略は､アメリカのグローバル企業に代表される戦

略タイプである｡本社による集権的コントロールを重視するために､本社は世界

的視野にたって戦略計画を立案 し､各国子会社に実施計画を示 し､詳細な業務報

告を要求し､細部にわたってコントロールを行う存在と考えられる｡

グローバルサプライ (GS)戦略は､日本のグローバル企業に代表される戟略

タイプである｡グローバルサプライ戦略では､某見会社本社は世界各地の市場情報

を収集 ･分析 し､タイムリーな作戦行動を立案する中枢センターとして機能する｡

本社の中央指令に基づいて輸出部ないし海外事業部が海外事業を管理 しつつ､製

品の市場浸透を図る｡海外に展開する子会社は､親会社の意図を実現すべく手足

となって働 くO一糸乱れぬ統一行動と機動性､親会社の統率力がもたらす集中攻

撃力がグローバルサプライ戦略の特徴である｡

図3-5 グローバル戦略への発展パタ-ン
(出所 :安室[1992,53頁])

マーケテインク■
標準化製品

差別化製品

生産システム
大量生産

少量多品種

分権化 集権化
(自律性) (統合性)

(*原著ではGlobal企業となっているが､ここではあえてGlobal戦略とした)
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以上の3つの戦略アーキタイプは､それぞれ独特の国際市場条件に適応して発

展 してきたが､その環境条件は急速に変化 している｡そのため､どの戦略アーキ

タイプも環境 ミスマッチを起こしているというOそこで､理想型としてのグロー

バル戦略への進化が必要となるのである (安室[1992,52貢])｡図3-5はそれぞ

れの戦略アーキタイプが進むべき発展方向を示 している｡

この安室[1992]の戦略類型では､3つの戦略とナショナリティーとの関係を明

確な形で前面に押 し出している点に特徴がある｡すなわち､日本企業はグローバ

ルサプライ戦略､アメリカ企業はマルチナショナル戦略､ヨーロッパ企業はマル

チ ドメスティック戦略をそれぞれアーキタイプとして採用しているという｡もち

ろん､各々の国において例外的な企業もありうるが､平均的には上記のようなこ

とが言えるだろう｡

前述のBartlettandGhoshal[1989]においても､組織モデルく4)とナショナリテ

ィーとの関連について触れている｡それによると､ ｢マルチナショナル型組織モ

デル｣は､戦前に海外拡張をした多くのヨーロッパの企業の経営規範にうまく適

合しており､ ｢インターナショナル型組織モデル｣は､アメリカに本拠をおく企

業の経営文化によく適合する｡そして､ ｢狭義のグローバル型組織モデル｣は､

日本の経営規範や経営方法によく適合している｡

3 本社 ･子会社関係

グローバル企業の組織研究においては､大きく3つの流れが見受けられる｡組

織構造研究､組織のプロセスに注目する研究､そして子会社の役割差別化を想定

する研究がそれである｡以下､前者の2つについては簡単に､後者についてはよ

り具体的に考察してみたい｡

企業のグローバル化に伴って､グローバルな事業展開を支援すべく組織構造は

変化 しなければならない｡StopfordandWells[1972]によるアメリカの多国籍企

業 187社の組織構造研究はこの分野において代表的なものとなっている｡

彼らが提案する国際的組織の ｢段階モデル｣が示すのは､一般的にグローバル

企業はそれぞれ違った組織機構を採用し､別々の段階を踏んで国際的拡張を図っ

ているということである｡彼らの研究によれば､海外拡張の初期段階では国際事

業部で国際経営を行うが､そこでは海外売上高も製品多角化度 も低い｡次の段階
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図3-6 国際的組織構造の段階モデル

低

低 総売上高に占める海外販売の割合 高

(出所 :StopfordandWells[1972]､Bartlett[1986,p.368])

で､海外向け製品数をあまり増やさずに販売を伸ばした企業は､概 して地域別事

業部制を採用する｡一方､海外向け製品数を実質的に増やした企業は､世界的製

品別事業部制を採用する傾向にある｡そして最終的に売上高も製品数 も多くなれ

ば､企業はグローバル ･マ トリックスに達することになる｡

一方､GbosbalandNobria[1989.1993]は､組織の構造的な側面に注目するそれ

までの研究の限界を指摘 し､組織のプロセスに注目した新たなアプローチをとっ

ている.具体的には､LaurenceandLorsch[1967]による組織の分化と統合という

概念を用い､グローバル企業の組織タイプを次のように類型化 しているO

図3-7 グローバル企業の組織タイプ
(出所 :GhoshalandNohria[1993.p.31])

低

構造的 統合された
ユニフォー ミティ バラエティー

ア ドホック. 差別的

低 高

構造的分化
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すなわち､構造的分化の程度は低いが､構造的統合の程度は高いタイプを ｢構

造的ユニフォー ミティ｣と呼び､構造的分化の程度は高いが､構造的統合の程度

は低い組織タイプを ｢差別的フイット｣と定義している｡また､分化と統合の両

方が高いタイプを ｢統合されたバラエティー｣とし､両方がともに低い組織タイ

プを ｢ア ドホック ･バリエーション｣と定義 したのである｡彼らはさらに､4つ

の環境類型 とこれら組織類型との適合関係 (S)を確認 している.環境の複雑性に見

合う組織の複雑性が要求される､ということが彼 らの研究結果からうかがえるO

グローバル組織の研究領域では分析単位をめぐって2つの観点が見受けられる｡

1つは､グローバル企業全体を分析単位とする伝統的立場であり､いま1つは同

一企業内の子会社間に役割の差別化を仮定する立場であるoStopfordandWells

[1972]とGhoshalandNobria[1989,1993]の研究はいずれも前者の立場をとってい

る｡反面､後者の立場に立って子会社の役割をタイプ分けした代表的な研究とし

ては､前述 したとおり､GuptaandGovindarajan[199]]とBartlettandGbosbal

[1986,1989]があげられる｡

子会社の役割差別化という考え方は､さらに子会社ポー トフォリオ ･マネジメ

ント(SubsidiaryPortfolioManagement･,SPM)という概念-と発展 していく｡

すなわち､グローバル企業は複数の子会社のポー トフォリオから構成されており､

それら各々の子会社は ｢知識の流れ｣という観点 (GuptaandGovindarajan[199

1])から4つの役割のいずれかが与えられる｡それらをSPMマ トリックスにプ

ロットすることによってグローバル組織全体の特性が明確になるであろうoただ

し､GuptaandGovindarajan[1991]では､本社と子会社間のみならず､子会社と

他の子会社間の知識フローにも注目しているが､実証研究を行う際の測定の困難

性から､本研究では､本社と子会社間の知識フローだけに焦点を合わせている(6)a

その結果､子会社同士の活発な知識移転とネットワーク的な調整をも念頭におい

た統合プレイヤーという子会社役割の名称は､本社と子会社間の知識フローだけ

を反映する新たな名称に改められる必要がある｡そこで以下においては､これま

での統合プレイヤーのところに ｢ツーウェイプレイヤー｣という新たな役割名を

あてることにする(I)0
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①インプリメンター型

子̀会社の多 くがインプリメンターの役割を果たしている企業の本社 ･子会社関

係は概ね下図のように表すことができる.下図は､Bartlettl1986]が ｢集中管理

モデル｣と呼ぶものであり､彼はこのモデルが日本企業の組織配置と管理パター

ンをもっともうまく代弁 しているという｡ここでは､本社が中心的な役割を担い､

子会社はあくまでも実行部隊として機能する｡知識や情報 も本社が掌握 し､子会

社は必要に応 じて本社に知識や情報を仰いでいる｡下図に見るように､すべてが

本社から子会社に一方的に流れる､いわゆるワンウェイ ･モデルである (吉原 ･

バー トレット[1987]) 0

図3-8 集中管理モデル (出所 :Bartlett【1986,p.375])

本社が集権的に意思決定を行い､海外の子会社にはそれほど意思決定の裁量が

許されない上記のようなグローバル企業は､本社からの知識アウトフローと子会

社による知識の吸収 (知識インフロー)によって特徴づけられ､概ね図3-9の

ような子会社ポー トフォリオを構成することになるO

このマ トリックスでは､子会社の大部分がインプリメンターの役割を付与され

ていることから､このような組織を ｢インプリメンター型｣企業と定義する｡イ

ンプリメンター型企業では､本社自らはグローバルイノベーターとして機能 し､

GooldandCampbell[1987]のモデル (図2-2)では､とりわけ本社の計画 ･調

整の役割がクローズアップされる｡
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図3-9 SPMマ トリックス (インプリメンター型)

愚

子会社から

本社に流れる
知識のフロー

低

グローバルイノベーター ツーウェイプレイヤー

低 高

本社から子会社に

流れる知識のフロー

(注 :図中の○は子会社､○の大きさは各子会社の戦略的重要度を表す)

⑧ローカルイノベーター璽

子会社の多 くがローカルイノベーターの役割を果たしている企業の本社 ･子会

社関係は下図のように表すことができる｡これは､Bartlett[1986]が ｢分権的連

合モデル｣と呼ぶものであり､彼はこのモデルがヨーロッパ多国籍企業の組紙お

よび管理パターンをもっともうまく捉えているという｡ここでは､子会社は自立

的に現地適応を図り､本社 と子会社のリンケージもそれほど強 くない｡知識 も子

ゆるやかで単純な統制｡
戦略決定は分権化される｡

主として資金の流れ
(出資と配当受領)

図3-10 分権的連合モデル (出所 :Bartlett【1986.p.374])
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会社が自ら開発 し､本社にはあまり依存 しないO本社は子会社に対 して緩やかな

調整機能を果たすのみである｡その結果､現地の国内市場に努力を集中する独立

した子会社の緩やかな連合という形をとるのである｡

このような関係は､SPMマ トリックス上では図3-12のように図示できる｡

本社の子会社に対する大幅な権限委譲によって､子会社は自立的な経営が可能 と

なり､本社と子会社間の知識移転もあまり期待できない｡ したがって､概ね以下

のような子会社ポー トフォリオを構成することになろう｡

図3-ll SPMマ トリックス (ローカルイノベーター型)

琶覇

子会社から

本社に流れる
知誌のフロー

低

○

iLロ-カルイノベ-タ-喜 ○ ○ インプリメンター○○○ ○○ ○

低 高
本社から子会社に
流れる知識のフロー

子会社の多 くがローカルイノベーターのセルに集中している､上図のようなポ

ー トフォリオを構成する組織を ｢ローカルイノベーター型｣企業と定義する｡ロ

ーカルイノベーター型企業では､GooldandCanpbell[1987]のモデルでいう､本

社のコントロール権能が相対的に重視されよう｡

同様にして､ ｢グローバルイノベーター型｣企業と ｢ツーウェイプレイヤー型｣

企業の定義も概念的には可能である｡
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4 マネジメン ト･コントロール ･システム

グローバル組織におけるマネジメント行動は国内企業のそれとは異なることが

予想される｡ しか しこれまでの研究では､グローバル組織を対象とするマネジメ

ント･コントロールに関 して十分な検討がなされてきたとはいえない｡本研究は､

伊丹[1986]の提唱するマネジメン ト･コン トロールの理論に基づき､マネジメン

ト･コントロールの8つのサブシステムに焦点を合わせている｡8つのサブシス

テムは次のように操作化された｡

責任 システムとしては､経営管理の現地化 とヒトの現地化を取り上げた｡前者

は､子会社経営管理の責任が本社にあるのか､それとも現地にあるのかを把撞す

るための良い指標 となる｡後者は､子会社経営の責任を日本人に持たせるのか､

あるいは現地人に持たせるのかについての方針と関わっている｡次に､教育シス

テムとしては､価値 ･理念の共有化を取り上げた｡本社の価値や理念を子会社マ

ネジャーに浸透させることは､広い意味での教育と考えられるからである｡目標

設定 システムとしては､予算達成圧力と予算原案作成権限を取 り上げることによ

って､とりわけ予算目標設定におけるパワー関係と設定 した予算目標の重要性に

注目したOインセンティブ ･システムについては､ボーナス決定のベースおよび

ボーナス決定の公式度を取 り上げた｡モニタリング ･システムについては､アウ

トプット･コントロールとビ-イビア ･コントロールに注目した｡前者は､アウ

トプットのモニターを重視するコントロール ･モー ドであり､後者は､意思決定

や行動のモニターを重視するコントロール ･モー ドである｡業績測定 システムに

ついては､既述 したGooldandCampbell[1987]のマネジメント･スタイルに注目

した｡測定する業績のうち､予算業績を重視するのか､それとも戦略目標の達成

を重視するのかによってマネジメント･スタイルが異なってくるからである｡コ

ミュニケーション ･システムとしては､本社 と子会社間の垂直的コミュ羊ケーシ

ョンおよびコミュニケーション専門職能の設置を取 り上げた｡最後に､人事評価

システムについては､業績測定と人事考課 システムとの結びつき､および業績測

定 とボーナスシステムとの結びっきに注目した｡これらサブシステムの詳細は以

下のとおりである｡
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①責任システム (経営の現地化)

経営の現地化には､経営管理に当たるヒトの現地化という側面と､経営管理方

式の現地化という2つの側面がある｡この2つの現地化は深 く関連 しており､ヒ

トの現地化が進めば経営管理方式の現地化がそれだけ促進されるであろうし､ま

た経営管理方式の現地化のためにはヒトの現地化が重要な条件となってくる (守

本他[1990])｡経営の現地化が進むほど､海外子会社に対する本社の直接的なコ

ントロールは軽減されるはずである｡経営の現地化は本社のコントロール負荷と

負の関係にある｡

②教育システム (価値 ･理念の共有化)

本社の価値や理念を海外子会社に共有させることは､ときとして強力なコント

ロール ･メカニズムとして機能する｡本社が海外子会社に対 し､直接的なコント

ロールを行使 しない場合でも､海外子会社は共有された価値や理念に沿った意思

決定ならびに経営行動をとることが予想されるからである｡

③目標設定 システム (予算管理システム)

予算目標を設定する際に､目標設定の裁量が子会社にどの程度与えられるのか

によって､当該予算がコントロール機能を果たす程度も異なってくる｡仮に､予

算目標設定の権限が子会社に大幅に委譲されているとしたら､予算はコントロー

ル機能をほとんど果たせなくなる｡また､本社が海外子会社の予算目標と予算以

外の目標のどちらを重視するかによって子会社マネジャーの行動は異なってくる｡

予算目標をより重視する場合には､子会社マネジャーは強い予算達成圧力を感 じ

ることになり､長期的な目標よりも短期的な予算目標の達成のために全力を尽 く

すであろうD

⑥インセンティブ ･システム (ボーナス決定のベースおよび公式度)

ボーナスを何と連動させるかによって､海外子会社マネジャーの行動は影響を

受ける｡たとえば､当該子会社の業績のみに基づいて子会社マネジャーのボーナ

スが決まるとしたら､子会社マネジャーはグローバルな全社利益を犠牲にしてで

も自分の子会社の業績を伸ばそうとするだろう｡また､当該子会社の業績のみに
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基づいてボーナスが決まってくる場合でも､業績評価の対象が予算業績なのか､

それとも戦略目標に対する業績なのかによって､同様にマネジャーの行動は変わ

ってこよう｡ボーナスとの関連でもう1つ考慮すべきものは､ボーナス決定の公

式度である｡公式化の程度によってマネジャーの行動が影響されるからである｡

⑤モニタTJング ･システム (コン トロール ･モー ド)

グローバル組織を対象にしたEgelhoff[19841の研究では､Oucbi[1977]が2つの

コントロール ･モー ドとして指摘 した ｢ど-イビア ･コン トロール｣と ｢アウ ト

プット･コントロール｣をグローバル組織のコンテクス トに拡張 している｡ ど-

イビア ･コントロールを行 う場合と､アウ トプット･コントロールを行 う場合と

では子会社マネジャーへの影響は異なる｡また､アウトプット･コン トロールの

方が本社のコントロール負荷の軽減につながる｡

吉原他[1988]では､グローバル組織のマネジメント･コントロールをダイナミ

ックなプロセスとして捉えており､企業のグローバル化が進むにつれて､人を媒

介にした行動的コン トロールから組織階層による公式的コントロールへ､さらに

はコーポレー ト･カルチャ-による内発的コントロールへとコントロール ･モー

ドが変わって行 くべきであると主張する｡

⑧コミュニケーション･システム (垂直的コミュニケーションおよび専門職能)

グローバル組織内のコミュニケーションは､本社と子会社間､子会社相互間と

いう2つのチャネルが考えられ､前者は垂直的コミュニケーション､後者は水平

的コミュニケーションと呼ぶことができる｡企業がグローバルな統合を促進する

には､いずれのチャネルにおいても密度の濃いコミュニケーションが要求される｡

またそのために､子会社内にコミュニケーション専門職能を設置することもあり

うるD

⑳業漬潤定 システム (マネジメント･スタイル)

本社のマネジメン ト･スタイルは､ある意味では総合指標としての性格を持つ｡

ここでは､GooldandCampbell【1987]の3つのマネジメント･スタイルを想定 し

ているが､SPスタイルをとる場合とFCスタイルをとる場合とでは､海外子会
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社マネジャーへの影響力も異なれば､本社のコントロール負荷も異なるはずであ

るO仮に､本社がFCスタイルをとるグローバル企業では､経営の現地化が進み､

分権化が進み､予算目標を重視 し､アウトプット･コントロールの程度が高まる

であろう｡

⑧人事評価 システム (業損測定と業境評価の結びっき)

業績測定と業績評価のリンケージが直接的か否かによって､子会社マネジャー

の行動は異なってくるoたとえば､予算業績と人事考課 システムやボーナス･シ

ステムとの結びっきの程度が強いほど､マネジャーは予算目標の達成を他よりも

重視するであろう｡一般に､業績測定と業績評価の結びっさは､日本企業と欧米

企業の間でかなり違いがあるとされている｡
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注

(1)Bartlett[1986]にも同様の主張が見られる｡

(2)業績管理会計の戦略促進の側面については､図の矢印とは逆方向の矢印で

表されるが､ここでは考慮外とする｡

(3)グローバル企業を対象にしたその他の戦略類型としては､まずPerlmutter

[1969]を挙げることができるOそこでは､グローバル企業の戦略志向として､

国内志向､現地志向､地域志向､世界志向の4分頬が提唱されている｡

porterl1986]もまた､類似の戦略論を展開しているO彼によれば､グローバ

ル企業の戦略は､輸出中心戦略､国中心戦略､単純グローバル戦略､複雑グ

ローバル戦略の4つに大別できるという｡

(4)BartlettandGbosbal[1989]では､ ｢戦略｣と ｢組織｣は明確に区別され

ずに使われている傾向がある｡

(5)具体的には､狭義のグローバル環境と構造的ユニフォー ミティ､マルチナ

ショナル環境 と差別的フイット､インターナショナル環境とア ドホック･バ

リエーション､ トランスナショナル環境と統合されたバラエティーとの適合

を指す｡

(6)本研究では､基本的に知識と情報を区別している｡両者の具体的な操作化

については第5章と第 6章を参照せよ｡

(7)実際に､統合プレイヤーまで到達している子会社はほとんどないといわれ

ている｡
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第 4 章 グ ロ - ノヾノレ組 織 の =コ ン ト ロ - ノレ

ー シ ス テ ム iこ 関 す る ゼ支説

環境/戦略によって本社 ･子会社関係が規定 され､さらにはマネジメン ト･コ

ントロール ･システムが規定 される｡あるいは､より直接的に環境/戦略はマネ

ジメント･コン トロール ･システムに働きかける､という関係を実証するために､

本研究では以下の仮説を設定 した｡

第 1茸i 環境/戦略と本社 ･子会社関係の仮説

グローバ リゼーションのコンテクス トで､環境/戦略が組織を規定するという

関係を実証 しようとした研究としては､Egelhoff[1988]やGhoshalandNohria[1

993]がある｡前者は､製品多様性や海外売上高の比率とStopfordandWells[197

2]の組織構造タイプとの適合を検討の対象としており､後者はグローバル (狭義)､

マルチナショナル､インターナショナル､ トランスナショナルという4つのグロ

ーバル組織のタスク環境 と構造的ユニフォー ミティ､差別的フイット､統合され

たバラエティー､ア ドホック ･バ リエーションという組織類型 との適合関係を検

証 している｡

本研究では､環境/戦略変数としてナショナリティーとインダス トリー特性を

取り上げ､これらと子会社ポー トフォリオによって認識 した本社 ･子会社関係の

タイプとの対応を検討の対象 とする｡

1)軸略と本社 ･子会社関係

BaTtlettandGhosbal[1989]は､4つの組簸モデルを識別 し､各々のモデルに

は組織機構､管理方法､経営精神について明確な特徴があるとしている｡これ ら

4つの組織特性を要約 したのが表4-1である｡

このうち､ ｢権力分散型連合体｣としての ｢マルチナショナル型組織モデル｣

は多 くのヨーロッパの企業の経営規範にうまく適合 しており､ ｢調整型連合体｣
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仮説 1:グローバル企業のナショナリティーは､本社 ･子会社関係に_影響を与

える(1)0

ナショナリティーによる組織モデルや戦略のこのような違いは､子会社ポー ト

フォリオにどのように反映されてくるのだろうか｡ヨーロッパ企業の ｢マルチナ

ショナル型組織モデル｣ (BartlettandGhosbal[1989])あるいは ｢マルチ ドメ

スティック戦略｣ (安室[1992])は､海外子会社の自律性を前提としており､知

識は各子会社内で創造され保有される｡子会社の知識が本社や他の子会社に移転

されることは少なく､逆に本社や他の子会社の知識が当該子会社に移転されるこ

とも少ないo したがって､SPMマ トリックス上ではローカルイ/ベーターのセ

ルにほとんどの子会社が集中し､全体としてローカルイノベーター聖企業になる

ことが予想される｡そこで､次のサブ仮説が成り立っ｡

仮説 1-1 ヨーロッパ企業の本社 ･子会社関係は､ローカルイノベ

ーター型が支配的であるO

日本企業の ｢グローバル型 (狭義)組織モデル｣あるいは ｢グローバルサプラ

イ戦略｣は､表4- 1にみるように､能力､権限､意思決定の中央集中を特徴と

しており､知識に関 しても中央で開発 し､保有するというパターンがとられる｡

BartlettandGhosbal[1989]や安室[1992]以外にも､たとえば､Bartlett[1986]

は､ ｢集中管理モデル｣が日本企業の組織配置と管理パターンをもっともうまく

描写 しているという｡また､吉原 ･バー トレット[1987】は､日本のグローバル企

業は､すべてが本社から子会社に一方的に流れる､ワンウェイ ･モデルによって

代表されるとしている｡ したがって､SPMマ トリックス上ではインプリメンタ

ーのセルに子会社が集中し､全体としてインプリメンター型企業になることが予

想される｡そこで､次のサブ仮説が成 り立つ｡

仮説 1-2 日本企業の本社 ･子会社関係は､インプリメンター型が

支配的である｡
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アメリカ企業の ｢インターナショナル型組織モデル｣あるいは ｢マルチナショ

ナル戦略｣は､調整型連合体を特徴としているo多 くの能力や権限､意思決定権

が分散 しているが､経営支配権は依然 として本社が撞っており､ トップマネジメ

ントは独立 した子会社が自由に行っている経営を管理し､子会社が目指すべき方

向を指導することができる｡このモデルの長所は組織全体のユニティーを保ち､

本社による統合的調整を重視する点である｡本社に権限が集中するが､ヨーロッ

パ型のような過度の分権化 も日本型のような過度の集権化も避けられる｡また､

知識や情報の移転についてもヨーロッパ型よりは本社に多く依存 している｡この

ように､アメリカ型は分権化に関していえばヨーロッパ型と日本型の中間に位置

しており､SPMマ トリックス上でもローカルイノベーター型とインプリメンタ

ー型の間に位置する中間型になることが予想される｡そこで､次のサブ仮説が成

り立つ｡

仮説 1-3 アメリカ企業の本社 ･子会社関係は､中間型が支配的で

ある｡

2)環境と本社 ･子会社関係

本社 ･子会社関係を規定するもう1つの有力な環境/戦略変数はインダストリ

ーであるO前述のように､GhoshalandNohria[1993]は､グローバル組織の直面

する環境を､グローバル統合への圧力とローカル適応への圧力という2つの軸

(prabaladandDoz[1987])によってグローバル環境 (狭義)､マルチナショナ

ル環境､ トランスナショナル環境､インターナショナル環境の4つに分類 し､産

業によって直面する環境の類型が異なると主張したoここで､グローバ.･1.,統合へ

の圧力とは､グローバルな観点から企業活動を調整 ･統合するよう促す圧力のこ

とであり､この圧力が強い産業はとりわけ本社と子会社間の垂直的な調整のみな

らず､子会社間の水平的調整の重要性 も高まることが予想される｡したがって､

意思決定は集権化 し､子会社の自律性は制限される｡その結果､本社から子会社

への知識フローは増大 し､子会社にはインプリメンターの役割が求められる.逆

に､ローカル適応-の圧力が高い場合には､グローバルな観点からの調整 ･統合

の必要性は低下 し､意思決定権限の委譲が促進される｡子会社には自律性が求め
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られ､本社から子会社への知識フローも制限される｡一方､グローバル統合への

圧力とローカル適応への圧力がともに中程度に高い産業 (トランスナショナル環

境の一部とインターナショナル環境の一部)では調整 ･統合の必要性 も中間的な

ものとなる(之)｡そこで､インダストリー特性と本社 .子会社関係は次のような仮

説によって整理することができよう｡

仮説2 グローバル企業の属する環境特性は､本社 ･子会社関係に影響を与え

る(3)｡

仮説2-1 グローバル統合への圧力が高いほど､本社から子会社へ

移転される知識の量は多い｡

仮説2-2 ローカル適応への圧力が高いほど､本社から子会社へ移

転される知識の量は少ない｡

第 2茸i 本社 ･子会社関係とマネジメント･コントロールの仮説

これまで､環境/戦略変数としてナショナリティーとインダス トリーを取 り上

げ､この両者が本社 ･子会社関係を規定するという側面に注目してきた｡仮説 1

と仮説2の関係から導かれる本社 ･子会社関係のタイプは､ ｢インプリメンター

聖｣､ ｢ローカルイノベーター型｣､ ｢中間型｣に大別できる｡これら本社 ･子

会社関係のタイプの相連によって､マネジメント･コントロール ･システムが影

響を受ける可能性は大きいOそこで､次の仮説が導かれるO

仮説計:グローバル企業の本社 ･子会社関係は､マネジメント･コントロール_

･システムを規定する(4)｡

1)責任システム (軽官の現地化)

海外子会社の トップマネジメント･チームは､現地国籍者､本社出向者､第三

国籍者から成るいかなる組み合わせも可能である｡これまでの諸研究では､国籍

のバックグランドがマネジメント･パースペクティブを大きく左右することが指

摘されてきた｡具体的には､本社出向者に比べて現地国籍者はローカル環境によ
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り馴染んでおり､ローカルマネジャーとより強い結びっさを築いており､親会社

よりも現地の子会社により強いコミットメントと一体感を示している｡このよう

な結果はアメリカの企業のみならず日本やヨーロッパのグローバル企業について

も報告 されている (ZeiraandEararil1979])oTung[1982]の調査からは､欧米

のグローバル企業は､開発途上国よりも先進国で現地人採用が多いこと､また､

日本のグローバル企業はミドル ･マネジメント以上のレベルで､欧米企業より本

国出向者が多いことが明らかになった｡Zeira[1976]の調査では､エスノセントリ

ックなグローバル企業では､子会社マネジャーはほとんど本国出向者であるとい

う結果が出ている｡

前述 したヨ-ロッパ型のローカルイノベーター型企業においては､分権化が進

んでおり､海外の子会社は自己充足的に経営を営むことが期待されているため､

現地の子会社に強いコミットメントを示す現地国籍者が好まれることが予想され

る｡また､日本型のインプリメンター型企業では逆に親会社に強いコミットメン

トを示す本国出身者が好まれるだろう｡同様に､海外子会社の経営管理方式につ

いても､ローカルイノベーター型企業の現地化度は高いことが推察されるDそこ

で､以下の仮説が導かれる｡

仮説3-1 海外子会社の トップマネジメント層の現地人化は､ロ

ーカルイノベーター型のほうがインプリメンター型より

進んでいる｡

仮説3-2 海外子会社の経営管理方式の現地化は､ローカルイノベ

ーター型のほうがインプリメンター型より進んでいる｡

2)教育 システム (価値 ･理念の共有化)

価値 ･理念の共有化の一環としての組織社会化は､ ｢どんな行動とパースペク

ティブが組織内において習慣的であり､かつ望ましいのか｣について個人が学習

するプロセスである｡言い換えれば､子会社マネジャーの価借と規範を親会社の

それに近づけるプロセスといえようDそのためマネジャーの組織社会化は､全体

としての組織に対 してコミットメントと一体感を築き上げる強力なメカニズムに

なりうる｡このような組織社会化の手段としては､事業単位間のジョブローテ一
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ション､マネジメント開発プログラムなどが挙げられる(EdstromandGalbraith

[1977〕)O

親会社へのコミットメントを重視する日本型のインプリメンター型企業と､子

会社-の'=ミットメントを重視するヨーロッパ型のローカルイノベーター型企業

とは､組織社会化においても相違が予想される｡そこで､次の仮説が導かれる｡

仮説3-3 海外子会社マネジャーの組織社会化の程度は､ローカル

イノベーター型よりインプリメンター型のほうが高い｡

3)目標設定システム (予芳管理システム)

Otley[1978]はタスク相互依存性を予算管理のコンティンジェンシー変数として

取り上げ､強い予算圧力は相互依存的なユニットよりも独立的なユニットに対 し

て適 しているという｡また､Brovnell【1982]は､自律性に注目し､強い予算圧力

は高い自律性を持っ状況でより有効であり､自律性が低い場合には有効でなくな

ると主張する｡Govindarajan[1984〕は､環境の不確実性が高いときには高い予算

圧力は負の結果と関連があるとし､不確実性が低いときにはこの関係は逆になる

ことを示している｡以上のことから､予算管理のタイトネスは､マネジャーが業

績をどの程度コントロールできるかに大きく左右されるといえよう｡

したがって､ヨーロッパ型のローカルイノベーター型企業では､各子会社は組

織内の他の子会社との相互依存性が低く自律性が高いことから､強い予算圧力が

適している｡逆に､日本型のインプリメンター型企業は､本社-の依存度が高 く

自律性が低いことから､強い予算圧力は適さない｡同様に､予算原案の決定権限

についても両者間で相違が見られるはずである｡他の子会社との相互依存性が低

く､自律性の高い子会社には予算原秦の作成権限も大幅に委譲 されると見られ､

その逆の場合には､予算原案作成の段階から本社によるかなりの調整が予想され

る｡そこで､次のような仮説が成り立つ｡

仮説3-4 子会社の予算達成への圧力は､インプリメンター型より

ローカルイノベーター型のほうが高い｡

仮説3-5 予算原案の作成権限が子会社に委譲される程度は､イン
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プリメンター型よりローカルイノベーター型のほうが高

い｡

4)インセンティブ ･システム (ボーナス決定のベースおよび公式度)

①ボーナス決定のベース

子会社マネジャーへのボーナスの決定方法は理論的に3通りの代替案が考えら

れる｡具体的には､当該子会社の業績に100%依存する方法､クラスター (い

くつかの子会社からなる地域的クラスター､あるいは企業全体)の業績に100

%依存する方法､そしてこの両者を組み合わせる方法である｡この分野の研究

(GuptaandGovindarajan[1986])によれば､ユニット間の資源の共有の程度が

高いほどユニットマネジャーのボーナスを複数のユニットからなるクラスターの

業績に結び付ける必要性が高 くなるというOなぜなら､マネジャーのボーナスが

クラスターの業績に依存する程度が高いほど､意思決定や経営行動においてマネ

ジャーはクラスターワイ ドな観点をとるだろうと推測されるからである｡Salter

[1973]も同様の見解を示 しており､本社の影響力を増大させる必要がある場合に

は､ボーナス･プールとして子会社利益よりも全社利益が望ましいとしている｡

また､Pitts[1974]は､部門の自律性が高いときには部門業績のみにボーナスをリ

ンクさせ､自律性の低いときには部門､グループ､全社業績にボーナスをリンク

させるべきであると主張する｡

本社 ･子会社関係との関連からすれば､ヨーロッパ型のローカルイノベーター

型企業は後述するように非常に分権化されていて､企業内の他の部分とのインタ

ーラクションの必要性が少ないため､マネジャーのボーナスは当該子会社の業績

のみに依存 した方がもっとも合理的である｡一方､日本型のインプリメンター型

企業においては､あくまでも本社が中心であり､海外の子会社は本社のパイプラ

インとして機能 していることから､全社的あるいは地域クラスターの業績を念頭

におくボーナス体系が合理的といえる｡子会社マネジャーのボーナスをクラスタ

ーの業績とリンクさせることによって､マネジャーの行動や意思決定に影響を与

えられるからであるOこれは一種の影響システムとして解釈できよう.また､ア

メリカ型の中間型企業においては､当該子会社の業績とクラスターの業績の両者
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がともにボーナス決定の主要ファクターとなることが予想される｡そこで､以下

の仮説が導かれる｡

'仮説3-6 ローカルイノベーター型においては､当該子会社の業績

と子会社マネジャーのボーナスとの結びつきが襲い｡

仮説 3-7 インプリメンター型においては､クラスターの業績と子

会社マネジャーのボーナスとの結びつきが強い｡

②ボーナス決定の公式度

また､ボーナスの決定方式については､上司の判断による場合と公式による場

合とが考えられるが､Salter[1973]によれば､子会社間の協働を促すときや トッ

プが子会社の意思決定に直接的影響を行使 したいときなどは上司の判断に依存 し

た方が望ましく､逆に本社が子会社の経営に干渉 しないときには公式に依存 した

方がよいことになっている｡GuptaandGovindarajan[1986]は､SBU間の資源

の共有度が高いときには､ボーナスの決定は上司の判断による方がよいとしてい

る｡また､Pitts[1974]は､ボーナスは部門の自律性が高いときには公式により､

自律性の低いときには公式と上司の判断によるべきであるとしている｡以上から

次の仮説が導かれる｡

仮説3-8 インプリメンター型においては､子会社マネジャーのボ

ーナスが本社の判断に依拠する程度が高い｡

仮説3-9 ローカルイ/ベーター型においては､子会社マネジャー

のボーナスが公式に依拠する程度が高い｡

5)モニタT)ング･システム (コントロール ･モー ド)

OuchiandMaguirel1975]やOuchil1977,1979]では､2つのコントロール ･モー

ドとして ｢アウトプット･コントロール｣と ｢ど-イビア ･コントロール｣を区

別している.アウトプ･yト･コントロールとは､子会社マネジャーの業績を評価

するのに概ね最終結果だけに依存するコントロールの仕方であり､ど-イビア ･

コントロールとは､マネジャーの意思決定や経営行動をモニターすることによる
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コントロールの仕方である｡この両者は必ず しも代替的な関係にあるわけではな

い｡Egelboff[1984]は､アメリカとヨーロッパのグローバル企業のコントロール

･モー ドを比較し､アメリカ企業の方がより ｢アウ トプット･コントロール｣依

存的であると主張 しているoまた､Ouchil1977]では､コントロール変数の3割強

が環境特性 と組織構造特性によって説明可能であるという｡

ヨーロッパ型のローカルイノベーター型企業は､分権化された自律性の高い子

会社を特徴としているため､子会社マネジャーの意思決定や経営行動をモニター

する必要は少なく､そのような意思決定や行動によって事後的に現れてくる結果

(アウトプット)だけに注目すればよい｡逆に､日本型のインプリメンター型企

業は､子会社の本社に対する依存度が高 く､本社の戦略が各子会社レベルで意図

通 りに実行されているかどうかをモニターする必要がある｡ある意味では､結果

よりもプロセスが重要視される｡日本のグローバル企業の本社は､外見上は海外

の子会社に権限を委譲 しているが､実際には膨大な情報網を通 じて子会社の行動

を綿密にモニターしているとよく言われているのもそのゆえんであろう｡そこで､

以下の仮説が導かれるO

仮説3-10 ローカルイノベーター型は､インプリメンター型より

アウトプット･コントロールへの依存度が高い｡

仮説3- 11 インプリメンター型は､ローカルイノベーター型より

ビヘイビア ･コントロール-の依存度が高い.

6)コミュニケーション･システム (垂直的コミュニケーションと専門境能)

既述 したように､グローバル組織内のコミュニケーションは､本社と海外子会

社間の垂直的コミュニケーションと海外子会社同士の水平的コミュニケーション

という2つのコミュニケーション･チャネルに大別できるD企業のグローバルな

統合と調整のためには､いずれのコミュニケーション･チャネルも必要であるが､

グローバルな統合と調整の性格によってその相対的な重要度は異なる｡本社中心

の集権的な企業においては､グローバルな統合と調整のために垂直的コミュニケ

ーションがより重視されるだろうが､ネットワーク型組織においては､水平的コ

ミュニケーションの重要性 もまた大きくなるであろう｡本研究では､主として垂
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直的コミュニケーションに焦点を合わせている｡

インプリメンター型企業とローカルイノベーター型企業とでは､グローバルな

統合と調整の必要性が異なるために､自ずと垂直的コミュニケーションの程度 も

異なってこよう｡また､本社 ･子会社間の垂直的コミュニケーションの頻度 と密

度を高めるために､インプリメンター型企業の海外子会社は本社とのコミュニケ

ーションを専門とするような職能を設置することも考えられる｡そこで､以下の

仮説が導かれる｡

仮説 3-12 インプリメンター型のほうが､ローカルイノベーター

型より本社 ･子会社間の情報伝達は活発であるO

仮説 3-13 インプリメンター型のほうが､ローカルイノベーター

型より海外子会社にコミュニケーションの専門職能を

設置する程度が高い｡

7)業麓測定システム (マネジメント･スタイル)

本研究で取 り上げるマネジメント･コントロール変数の中でも､このマネジメ

ント･スタイルはある意味で総合指標として位置づけられよう｡前述のように､

GooldandCanpbell[1987]は､プラニングへの影響とコントロール-の影響とい

う多角化企業の本社の役割に注目し､本社のマネジメント･スタイルをSPスタ

表4-2 マネジメント･スタイルの基本的仮定

!A 競争的成功の源泉
長期的な競争優位 短期的な結果重視

戦略の定義とマネシ'メント動機付けへのへ'スト77●ローチ 協働的､共同の､共有の目的 SP -

(出所 :GooldandCampbell[1987.p.298])
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イル､SCスタイル､FCスタイルの3つに分類 している｡コントロール-の影

響に関 しては､戦略目標の達成を重視する戦略的コントロールと予算業績を重視

する財務的コントロールの相対的ウェー トに関心がおかれるため､業績測定の問

題とも密接に関わっている｡上記3つのスタイルは表4-2のような仮定に基づ

いている｡

類似 した分類はFungenberg[1993]にも見 られ､全社業績にとIiての ｢調整(C0-

0rdinatiom)｣の潜在的価値により､本社の採 りうるマネジメント･スタイルが異

なることを主張 している｡具体的には､インテンシブな垂直的 ･水平的調整が大

きな価値をもたらす場合には､本社にとって有効な役割はオペレーショナル ･ホ

ールディングであり､逆に調整が価値をもたらさない場合にはファイナンシャル

･ホールディングが本社にとっての有効な役割であるD そして潜在的な価値が中

間的なものである場合にはマネジメント･ホールディングのスタイルが有効であ

るという｡

Ease[1994]は､このHungenberg[1993]のスタイル分類とGooldandCampbell[1

987]の分類を リンクさせた結合モデルを図4- 1のように提示 し､垂直的調整 ･

水平的調整の大きさとGooldandCampbell[1987]のマネジメント･スタイルとを

直接関連づけたD

ここで､子会社の自律性が高 く､子会社同士あるいは本社と子会社間の調整が

それほど必要でないヨーロッパ型のローカルイノベーター型企業においては､F

図4- 1 マネジメント･スタイルの結合モデル

低

低
水平的調整
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Cスタイルが適 している｡これに対 して､本社の権限が大 きく､子会社は本社の

パイプラインとして機能することが期待されている日本型のインプリメンター型

企業では､本社と子会社間あるいは子会社同士の調整の必要性がクローズアップ

される｡GooldandCampbell[1987]は､日本企業のマネジメン ト･スタイルとし

てSPスタイルがもっとも支配的であろうと推測 している｡以上から､下記の仮

説が導かれる｡

仮説 3-14 ローカルイノベーター型は､インプリメンター型より

FCスタイルへの依存度が高い｡

仮説3-15 インプリメンタ-型は､ローカルイノベーター型より

SPスタイル-の依存度が高い｡

8)人事評価 システム (業蔑測定と業最評価の結びっき)

業績測定の結果は業績評価のベースとなる｡本研究では､とくに予算業績 と人

事考課 システムの結びっきおよび予算業績とボーナス･システムの結びっさに注

目する｡日本企業 と欧米企業の問で､業績測定と業績評価の結びっさの強さに相

違があることはこれまでにも指摘されてきただけに､日本型のインプリメンター

聖とヨーロッパ型のローカルイノベーター型の問にもある程度の相違は予想 され

る｡一般に､日本企業より欧米企業のほうが結びっきがより直接的であるとされ

ている｡そこで､以下の仮説が導かれる｡

仮説3-16 ローカルイノベーター型のほうが､業績測定 と業績評

価の結びつきが強い｡

9)マネジメン ト･コントロールの差別化

以上､グローバル組織におけるマネジメント･コントロールのサブシステムを

考察 してきたが､ここでもう1つ興味深いのは､SPMマ トリックスの異なるセ

ルに位置する子会社 (すなわち､役割の異なる子会社)､あるいは子会社群に対

して同一企業内で異なるマネジメント･コントロール ･システムが適用されてい

るか否かである｡このことは､子会社の役割差別化に伴 うマネジメント･コント
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ロールの差別化を意味するoGooldandCatnpbelll1987]の研究では､対象となっ

た多角化企業はいずれも1つのマネジメント･スタイルを全事業単位に適用 して

おり､性格の異なる事業単位に対して異なるマネジメント･スタイルが適用され

ることは非常に稀だったという｡さらに､スタイルが変更されることもほとんど

なかったと主張する｡彼 らは､その理由として､単純性と一貫性をあげている

(GooldandCampbell[1987.p.244])｡

このロジックがグローバル企業のマネジメント･コントロ-ル ･システムに対

しても実際に成り立っとすれば､グローバル企業は子会社の役割差別化にも関わ

らず同様のマネジメント･コントロール ･システムを適用しているはずである｡

しかしながら､GuptaandGovindarajan[1991]は､経営の合理性のもとでは､本

社は役割の異なる子会社に対して異なるコントロール･メカニズムを用いるだろ

うと推測している｡

GooldandCampbell[1987]の研究が､多国籍企業ではなく多角化企業を対象と

していること､GuptaandGovindarajan[1991]の研究が理論的な規範論の領域に

とどまっていることなどから､相反する両者の主張のいずれがグローバル企業の

実態をよりうまく捉えているかは少なくとも現時点では明らかでない｡しかし､

国内企業ならともかく､グローバル企業が国ごとのカルチャーの違いや経済イン

フラの格差にも関わらず､同一のマネジメント･コントロール ･システムを全子

会社に適用するとは考えにくい｡そこで､以下の仮説が導かれる｡

仮説3-17 グローバル企業では､子会社の役割差別化に伴ってマ

ネジメント･コントロール･システムは差別化される｡

第 3茸 環境とマネジメント･コントロールの仮説

前述のごとく､Chandler【1991]は､GooldandCampbell[1987]の研究枠組みを

アメリカ企業に援用 し､多角化企業の本社の機能は当該企業の属する産業の特性

によって異なっていることを指摘 している｡BartlettandGhosbal[1989】は､日

用雑貨､家電､通信機といった業界を例にとり､日用雑貨産業では適応性､家電
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産業では効率､通信機産業では知識の移転が戦略課題であると述べている｡また､

nungenberg[1993]は､産業とマネジメント･スタイルとの適合関係に触れ､ オペ

レーショナル ･ホールディング ･スタイルは科学技術､コンピュータ､テレコミ

ュニケーション､航空産業に､マネジメント･ホールディング ･スタイルは電子､

自動車､その他製造業に､そしてファイナンシャル ･ホールディング ･スタイル

は異質の事業単位を抱える多角化企業にそれぞれ適 していると主張 している｡ さ

らに､PrahaladandDoz[1987]やGhoshalandNohria[1993]は､グローバル統合

とローカル適応をx軸 とy軸とする2次元平面の異なるところには異なる産業が

位置すると主張している｡

要するに､インダス トリーの特性によって直面する環境 (狭義のグローバル環

境､マルチナショナル環境､ トランスナショナル環境､インターナショナル環境)

が異なり､この環境の相違がマネジメント･コントロールのあり方に影響を与え

うるという因果関係が想定されるのである｡すでに､グローバル企業のナショナ

リティーとインダス トリーによって本社 ･子会社関係が規定され､この本社 ･子

会社関係の相違がマネジメント･コントロール ･システムを規定するという関係

が検討されており､インダストリーによる環境の相違がマネジメント･コントロ

ール ･システムに与える影響は二次的なものといえようDところで､狭義のグロ

ーバル環境は､グローバル統合-の圧力が高 く､ローカル適応への圧力が低い環

境である｡そのため､この環境に属する企業は､本社から子会社へ移転 される知

識量の多いインプリメンター型の色彩が強い くS)｡一方､マルチナショナル環境は､

グローバル統合-の圧力が低 く､ローカル適応への圧力が高い環境である｡その

ため､この環境に属する企業は､本社から子会社へ移転される知識量が少ないロ

ーカルイノベーター型の色彩が強い(A)Oそこで､以下の仮説が導かれるD

仮説4 グローバル企業の属する環境の特性は､マネジメント･コントロール

･システムに影響を与える(7)0

仮説4-1 グローバル統合への圧力が高いほど､価値 ･理念の共有

化､垂直的コミュニケーション､ボーナスとクラスター

業績のリンケージ､ ビヘイビア ･コントロールなどの程
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度は高い｡

仮説4-2 ローカル適応-の圧力が高いほど､経営の現地化､予算

達成圧力､予算原集作成権限の委譲､ボーナス決定の公

式度､アウトプット･コントロール､業績測定と業績評

価の結びっきなどの程度は高い｡

第4希 その他の関係

Egelboff[1984]は､米 ･英 ･欧の多国籍企業におけるコントロールのパターン

を調査する際に､コントロールの尺度以外にも子会社所在国､子会社規模､子会

社の歴史､子会社の数､本社の海外進出の歴史､インダストリーといった6つの

要因とコントロール ･パターンとの相関をも測定 し､6つの要因がともに何らか

の形でコントロール ･パターンに影響を与えていることを検証 している｡

谷[1987,75貢]の実証研究においても､業績管理会計 システムの環境適応を検討

する際に､事業部制導入後の経過年数をその他の説明変数として考慮 している｡

その理由としては､組織構造にしても､またマネジメント･コントロール ･シス

テムにしても､経験をフィー ドバックしながら徐々に整備されてゆくと考えられ

るからである｡

本研究においても､副次的に､子会社の数､海外進出の歴史､子会社所在国と

マネジメント･コントロール ･システムとの相関関係を分析 している｡ただし､

インダストリーの影響については､すでに研究フレームワークの中に組み込まれ

ているので､ここでは考慮 しない｡要するに､Egelhoffl1984]の研究と本研究の

大きな違いの1つは､インダス トリー変数を主変数としてモデルに取り込むか否

かであるといってもよい｡なお､以下の関係は仮説検証型ではなく仮説の発見を

狙いとしていることから､具体的な仮説の提示までには至っていない0

1)子会社の数

子会社の数との関連では2つの相関関係に興味がある｡1つは､子会社の数が

多いグローバル企業とそうでないグローバル企業とでは､本社 ･子会社関係に遵
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いがあるか否かであり､いま1つは､子会社数の多い企業とそうでない企業 とで

は､マネジメント･コントロール ･システムに違いがあるか否かというものであ

る｡子会社の数が増えるほど､本社の情報処理負荷は大きくなり､本社による集

権的な管理は困難となる｡ したがって､子会社の数が多い企業ほどローカルイノ

ベーター型企業になりやす く､マネジメント･コントロールにおいても現地化､

分権化の色彩が濃 くなることが予想される｡GooldandCampbell[1987.p.224]の

多角化企業を対象にした研究においても､ポー トフォリオを構成するビジネス単

位の数が増えるほど､本社が強いプラニングの影響を行使することがますます困

難になり､厳格なファイナンシャル ･コントロールがより重要になると主張 して

いる｡ したがって､子会社の数が多 くなるほど､本社のマネジメント･スタイル

は分権化を強調するFCスタイルに近づくことが予想される｡

2)海外事業の歴史

海外事業の歴史と関連 して､同様に2つの相関関係に興味がある｡海外進出の

歴史が古い企業とそうでない企業とでは､本社 ･子会社関係に相違があるだろう

か｡また､マネジメント･コントロール ･システムについてはどうなのか｡吉原

他[1988,77-85頁]は､既述のように､グローバル企業のコントロール様式 として

3つの形態を認識 している｡第 1は､上位管理者が直接的な人的接触を通 じて､

下位者を指導 ･監督する行動的コントロールである｡第 2は､上位管理者が組織

の公式的秩序を通 じて､下位者を管理する階層的コントロールである｡そして第

3は､組織構成員が価値 と情報を共有化することによって自己管理を志向する､

コーポレー ト･カルチャーによる内発的コントロールである｡海外事業の初期段

階におけるコントロールの様式としては､行動的コントロールが取られるが､や

がて子会社の経営が軌道に乗り子会社組織の公式化が進むと､階層的コントロー

ルが行われる｡しか し､階層的コントロールに内在する官僚主義の弊害を避ける

ために､最終的には内発的コントロールが不可欠になるという｡

したがって､海外進出の歴史が古い企業ほど企業のグローバル化が進んでおり､

子会社の自律性が高いことが予想されるO換言すれば､早い時期に海外進出を果

たしている企業はどローカルイノベーター型の色彩が強 く､マネジメント･コン

トロールにおいても現地化､分権化の傾向が強いであろう｡
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3)進出地域

ここでの関心事の1つは､子会社の進出している地域ないし国家の違いが子会

社の役割の違いとして現れてくるか否かである｡本研究では､アジア､北米､ヨ

ーロッパの3地域にのみ焦点を合わせているので､この3つの地域に進出してい

る子会社の役割の違いに興味がある｡既存研究において､戦略 リーダー的存在と

して桟能 している子会社は概ね先進国に所在する子会社である(i)ことを踏まえる

と､とりあえず開発途上地域としてのアジアと先進地域としての北米 ･ヨーロッ

パとでは､子会社の役割に相違があることが予想されるO潜在的な1つの仮説と

して､開発途上国の子会社はインプリメンターの役割､先進諸国に進出している

子会社はローカルイノベーター､グローバルイノベーター､あるいはツーウェイ

プレイヤーの役割を担うことが考えられる｡マネジメント･コントロールについ

ても､前者は集権化の傾向が､後者は現地化､分権化の傾向が強いだろうと推測

される｡

4)企業サイズ

売上高や従業員数で定義される企業サイズと本社 ･子会社関係およびマネジメ

ント･コントロールの関連 も考察に値する｡一般的に､企業サイズが大きくなる

ほど分権化が進むことが知 られているD 同L:ロジックがグローバ リゼーションの

コンテクス トでも成 り立っとすれば､企業サイズが大きい企業ほど､子会社の分

権化､現地化が進んでいるはずである｡

5)出資比率

出資比率が高いほど海外子会社に対する本社のコントロールは厳しくなるのだ

ろうか｡あるいは本社 ･子会社関係はどうなのか｡この種の疑問に答えるために

は､出資比率と本社 ･子会社関係および出資比率とマネジメント･コントロール

･システムの関係を考察する必要があるOもっとも､本研究では､質問票の回答

にあたっての注意事項として､ ｢出資比率51%以上の子会社｣または ｢本社が実

質的な経営権を有する子会社｣に対象を絞っているので､調査結果の解釈におい

ては特に注意を要する(B).
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症

(1)ナショナリティーを真正面から取 り上げ､国家間の相違を比較する研究が

一般的だが､本研究ではそうしたナショナリティーの取り上げ方をしていな

いDすなわち､より大きな概念フレームワークから演揮的に日本企業の特徴

を導き､その妥当性を日本企業だけを対象にした質問票調査から確認すると

いう方法を採択 している｡なお､この仮説は､研究フレームワーク (図3-

3)上のⅠの関係に対応している｡

(2)この中間的な性格を有する環境は､PrahaladandDoz[1987]の表現を借り

ればマルチフォーカル環境 ということができる｡

(3)この仮説は､研究フレームワ-ク上のⅠの関係に対応 しているC

(4)この仮説は､研究フレームワーク上のⅡの関係に対応している｡

(5)仮説2-1を参照せよ｡

(6)仮説2-2を参照せよ｡

(7)この仮説は､研究フレームワーク上のⅢの関係に対応 している｡

(8)たとえば､ゼロックスの日本子会社 (吉原[1989])､フィリップスのイギ

リス子会社 (BartlettandGbosbal[1989])､エリクソンのイタリア子会社

(GuptaandGovindarajan[1991])などが挙げられる｡

(9)付録Aの郵送質問票の 【ご回答にあたって】欄を参照せよ｡
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第 5 章 リ サ - チ ー デ ザ イ ン お よ こ方

調 査 企 業 の 状 況

第 1節 質問票調査の概要

前章の仮説を検証するために､本研究では郵送質問票調査という研究方法を採

択 した｡質問票の構成､送付､調査期間等は以下のとおりである｡なお､パイロ

ット･テス トは7つの企業に依頼 し行われたD

l)郵送質問票の設計 (1)

質問票は全部で 10項目から成っている｡具体的には､経営環境､現地化とコ

ミュニケーション､価値 ･理念の共有化､本社 ･子会社間の知識移転､インセン

ティブ ･ボーナス､業績管理 システム､マネジメント･スタイル､分権化､コン

トロールのあり方､一般情報 ･その他の順に複数の設問を設け､主として7点 リ

ッカー ト･スケールで回答を求めている｡基本的に､アジア､北米､ヨーロッパ

の各子会社別に同一の設問が与えられた｡

2)質問票の送付

調査対象企業の選別のために､次の3つの基準が設けられた｡下記 3つの基準

をすべて満たす日本企業は575社にのぼる｡

①東洋経済新報社 『海外進出企業総覧 95 〔会社別編〕』に掲載の上場会社

②海外子会社を2社以上保有 し､そのうち少なくとも1社以上が製造子会社

であること

③建設､鉱業を除く製造業であること

質問票は､本社の海外事業統括部署の責任者宛てに個人名で送 られた｡企業に

よっては必ず しも該当部署が明確でないところが多数見受けられたので､優先順

位を次のように設定 した｡なお､海外事業統括部署の責任者を特定するに当たっ
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ては､ダイヤモンド社 『会社職貞録95 〔上場会社編〕』に依拠 している｡

①海外 (国際)事業関連部署の長

②経営企画関連部署 (経営企画本部､経営企画室)の長

③管理本部長

⑥社長

このうち､(9海外 (国際)事業関連部署の名称については企業間でかなりのバ

リエーションが存在 したが､名称の養いはある程度社内でのパワー関係を反映し

ているのではない中と推測されるO主な名称を列挙 してみると､海外部､海外本

部､海外事業部､海外事業本部､海外事業総括部､国際部､国際本部､国際事業

部､国際事業推進本部､国際事業統括センター､外国部などがある｡なお､営業

にウエー トがおかれると思われる海外営業本部等は基本的に対象外としたD

3)調査期間

郵送質問票は､1995年 9月30日を回収期限とし､8月30日に発送された｡回収

期限が過ぎた10月にはいってからもかなりの回答が寄せられ､実際には10月20日

分までを有効データとして含めている｡なお､質問票の再送付などの質問票回収

率を高めるための作業は実施 していない｡

第 2節 調査対象企業の特後

1)質問票の回収状況

質問票は､全調査対象企業575社のうち183社から回収された (回収率3

2%)｡このうち海外製造子会社を保有 していないと答えた16社を除 くと､最

終的には167社からの回答が有効となる (有効回収率29%)O表5-1は､

業種別の回収率を示 したものである｡

回答企業が母集団を代表 しているか否かを確認するために､売上高と従業員数

について回答企業と母集団の両分布の同一性を検定 した結果､分布の同一性に関

する帰無仮説を棄却することはできなかった (2㌦

-59-



表5-1 業種別回収状況

発送数 回収数 回収率

食 品

繊 維

紙 ･ パルプ

化 学

石油 ･ゴム ･窯業
鉄 鋼

非鉄 ･ 金属製品
機 械

電 機
輸 送 用 機器

精 密 機 器

その他 製造

2
8
3
1
6
只
一

八U
OO
3
9
2
5

3
2
1
9
3
1
4
7
…
5
2
3

1

00
7
4
ー
0
tY'
5
1
0
00
4
0

3
1

1
2
3
1

1

25.OO篤
25.00
30.77
40.66
27.78
16.67
37.50
26.92
24.39
30.50
18.18
28.57

合 計 575 167 29.04

さらに､ノンレスポンス ･バイアスをテス トするために､回答企業群と非回答

企業群の問で売上高と従業員数の平均値の差の検定を行ったところ､表5-2の

ように売上高と従業員数のいずれについても両グループ間で有意な差は認められ

なかった｡

表5-2 ノンレスポンス･バイアスの検定

注)売上高の単位は億円､従業員数の単位は名である｡

以上から､回答企業は母集団をうまく代表 しているといえるoLかも､表5-

1からも分かるように､回答率における業種別のばらつきは非常に小さい｡ただ

し､化学と非鉄 ･金属産業の回答率は相対的に高 くなっている｡

回答企業は､海外進出 (I)においても多様なパターンを見せているO衰5-3は､

業種別､進出地域パターン別の回収状況を表 している｡
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表 5-3 業種別 ･進出地域パターン別回収状況

2地域進出

3地域進出 亜･北米 亜･欧 北米･欧 1地域進出 合計

食 品
繊 維

紙 ･ パルプ
化 学
石油･ゴム･窯業

鉄 鋼
非鉄 ･金属製品
機 械

電 機

輸 送 用 機 器

精 密 機 器

そ の 他 製 造

2

3

0

1

15

1

5

0
0

5

5

2

4

=

HH
り

0

1

0

1

0

0

0

2

2

0

0

1

o

0

n
U

3

0

0

1

1

0

…

0

1

1

2

3

3

4
一

0

5

ー

9

6

2

3

1

8

7

4

7

0

3

5

1

0

0
0

4

0

3

1

1

2

3

1

1

合 計 6 1(36.5) 36 ( 2 1.6) 7(4.2) 8(4.8) 55(32.9)167(loo濫)

アジア､北米､ヨーロッパの3地域にすべて製造子会社を持っ企業は､全回答

企業の36.5%を占めている｡そのあとを1地域進出企業が32.9%､2地域進出企

業が30.6%と続いている｡ちなみに､ 1地域進出企業はアジア地域へ進出してい

るケースが目立っており､2地域進出企業についてもアジア ･北米の組み合わせ

が圧倒的に多い｡

2)単純集計に見る日本のグローJ<ル企業の特覆

①企業サイズ

仮説検証に入る前に､単純集計の結果に基づき日本のグローバル企業の全体像

を眺めてみたい｡表5-4は､回答企業の売上高と従業員数の分布を表 している｡

売上高に関しては､4割を超える企業が1000億円に満たないが､その一方で､ 1

兆円を超える企業も12杜 (7.2%)あるD従業貞数についても､7割近い企業が

4000人以下となっているが､売上高の場合のように､1万人を超える従業員を抱

える企業も21杜 (12.6%)存在 している｡
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衰5-4 売上高と従業員数

亮上高 従業員数

度数 割合 度数 割合

～ 1000
1001- 2000
2001､ 3000
3001､ 4000
4001- 5000
5001- 6000
6001､ 7000
7001- 8000
8001- 9000
9001-10000
10001-

不 明

74 44,3%
39 23.3
16 9.6
10 6.0
3 1.8
5 3.0
3 1.8
2 1.22 1.2
0 0.0
12 7,2
1 0,6

34 20.3%
33 19.7
26 15.5
18 10.8
11 6.6
10 6.0
4 2.4
5 3.0
昭 iI均
担 iI革
21 12.6
1 0.6

合 計 167 100.0 167 100.0

注)売上高の単位は億円､従業員数の単位は名である｡

②海外進出先

アジア､北米､ ヨーロッパの地域別に､具体的な進出先国の名前を リストアッ

プしたのが表 5-5である｡もっとも進出ケースが多いアジアの国はタイであり､

衰5-5 地域別進出国名

アジア 北米 ヨーロッパ

タイ

台湾
シソがホ●-ル

イント'ネシア
マレーシア

中国

韓国

その他

不明

9
6
3
6
5
…
9
3
2

2
2
2
1
1
1

1

7jT)カ 108 1rIJス

カナダ■ 4 ト′イツ
その他 4 フランス

不明 3 スへ●イン
/(鵬■-

仰臥EJ
オランター

その他



台湾とシンガポールがあとを追っている｡ごく最近になって､中国-の進出が急

激に増加しているのも特記すべきことである｡北米地域では､案の定､アメリカ

が9割を超えている｡ヨーロッパ地域では､イギリス､ ドイツ､フランス､スペ

イン､ベルギーの順になっている｡

③海外進出後の経過年数

衰5-6は､日本企業の海外進出後の経過年数を地域別に集計 したものである｡

アジア地域については､30年以上も前から今日に至るまで着実に海外進出が進

んできたことが分かる｡しかし､北米地域については､1985年から90年の5年間

(表5-6のカテゴリーでは5-10年未満)に半分以上が集中しており､ヨーロ

ッパ地域に関 しても同期間に5割弱の進出が行われている｡貿易摩擦､プラザ合

意による円高基調の定着､バブル径済などが複合的に影響 しているのであろう｡

この影響は､アジア地域においても現れている｡

表5-6 進出後の経過年数

アジア子会社 北米子会社 ヨーロッパ子会社 合計

～5年未満
5-10年未満
10-15年未満
15-20年未満

20-25年未満
25-30年未満

30-35年未満
35-
不 明

3
4
9
6
3
1
5
2
2

2
4

1
…
1
1

3
3
00
9
5
2
5
2
2

日H
ⅦJ且
‖り

1
4
1
7
7
3
1

0…

HHM
u凸n
HHH

7
1
00
2
5
6
1
4
6

4
4
3
3
3
1
2

1

合 計 145 119 76 340

⑥各地域の戦略的重要度

回答企業のうち､アジア､北米､ヨーロ･yパの3つの地域にすべて進出してい

る企業のみを対象に､各地域を代表する3つの子会社の戦略的重要度を聞いてみ

た｡相対的に重要度が高い子会社から順に1､2､3の番号をつけてもらった結

果は､表5-7のとおりであるD
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表5-7 子会社の戦略的重要度

アジア子会社 北米子会社 ヨーロッパ子会社

1位 38(64.4%)
2位 12(20.3)
3位 9(15.2)
合計 59(100.0)

24(40.6%)
27(45.7)
8(13.5 )

59(100.0)

7(ll.8%)
16( 27.1)

36(61.0)
59(100.0)

アジア子会社を1位に挙げた企業がもっとも多 く (38社)､ヨーロッパ子会

社を3位に挙げた企業 も6割を超えている.大まかにいえば､日本企業はアジア

地域を戦略的にもっとも重視 しており､北米地域はその次となるOそして､ヨー

ロッパ地域の相対的重要性は今のところもっとも低いといえよう｡

⑤販売活動 と製品開発

海外子会社は製造活動に加え販売活動と製品開発をも現地で行っているのだろ

うか｡表5-8は､海外子会社において販売活動が行われているか否かを尋ねた

問いへの回答である｡いずれの地域の子会社 も8割から9割程度が製造活動 とと

もに販売活動を行っているOそれらの子会社は､厳密には製造販売子会社と呼ぶ

べきであろう｡純粋に製造子会社といえるものは1割から2割程度である｡もち

ろん､本研究では､製造販売子会社を含む広い意味で製造子会社を定義 している｡

表5-8 子会社での販売活動

アジア子会社 北米子会社 ヨーロッパ子会社

はい 115(81.6%)
いいえ 26(18.4)
合計 141(100,0)

104(89.7%)
12(10.3)

116(100.0)

62(84.9%)
ll(15.1)
73(100.0)

製品開発に関 してはどうだろうか｡海外子会社内でどれだけ製品開発が行われ

ているのだろうか｡表5-9に見るように､アジア子会社の41%､北米子会社

の57%､ヨーロッパ子会社の50%が子会社内で製品開発を行っているo北米
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子会社の比率がアジア子会社のそれよりかなり高いのは注目に値する｡製品開発

については､開発途上国より先進国のほうがメリットが大きいのであろう｡

表5-9 子会社での製品開発

アジア子会社 北米子会社 ヨーロッパ子会社

はい 56(41.5%)
いいえ 79(58,5)
合計 135(100.0)

63(57.3%)
47(42.7)
110(100.0)

35(50.0%)
35(50.0)
70(100.0)

⑥地域統括本社

地域本社の有無は､世界本社機能の移管という観点から重要な意味を持っ｡表

5- 10は､回答企業を進出地域パターンによって3つのグループに分け､地域

本社についての回答を要約 したものである｡

表5-10 地域本社の有無

3地域進出企業 2地域進出企業 1地域進出企業

はい 22(36.1%)
いいえ 39(63.9)
合計 61(100.0)

ll(22.0%)
39(78.0)
50(100.0)

9(16.4%)
46(83.6)
55(100.0)

上記の表からわかるように､1地域進出企業の16%､2地域進出企業の22

%､3地域進出企業の36%が地域本社を保有している｡進出地域が増えるにつ

れて地域本社を持っ企業の割合が高 くなっていくのがよくわかる｡質問票では､

地域本社の有無のはかにも具体的な数を聞いている｡参考までに､ 3地域進出企

業の場合､地域本社が1つの企業は7社､2つの企業は8社､3つの企業は3杜､

4つの企業は3社､5つの企業は1社となっている｡2地域進出企業と1地域進

出企業に関しては､地域本社が3つの企業が各々1社あるのみで､それ以外は2

つないし1つの地域本社を保有 している｡ 1地域進出企業が地域本社を持っのは､
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主として海外版売子会社を地域ごとに統括するためであろう｡

⑦その他

日本のグローバル企業の全体像をつかむ目的で､6つの集計結果を示 したが､

ここではさらにいくつかのクロス集計表を考察することにする｡まずは子会社社

長の国籍に関する表 5-11から見てみよう｡

これまで､日本企業はヒトの現地化が遅れていると指摘されてきた (吉原[199

6])が､下記のデータを見るかぎり､その指摘は正 しかったようである｡アジア

子会社では2割強､北米とヨーロッパ子会社では3割 くらいが現地人を社長に据

えているにすぎない.言い換えオ1ば､残りの7割にものぼる子会社社長は日本人

が占めているということになる｡

表 5-11 子会社社長の国籍

アジア子会社 北米子会社 ヨーロッパ子会社

日本人 109(75.7射
現地人 34(23.6)
その他 1( 0.7)
合 計 144(100.0)

82(69.5%)
35(29.7)
1( 0.8)

118(100.0)

52(69.3%)
23(30.7)
0( 0.0)
75(100.0)

次は､コミュニケーション専門職能の有無に関する回答であるo海外子会社内

に､本社とのコミュニケーションのみを担当とする職能があるかを尋ねたところ､

アジア､北米､ヨーロッパともに2割か2割強の子会社が当該職能を設けている

と答えている｡ちなみに､コミュニケーション専門職能があると回答 した子会社

表5-12 コミュニケーション専門職能

アジア子会社 北米子会社 ヨーロッパ子会社

ある 29(20.0%)
なし 116(80,0)
合 計 145(100.0)

27(22.9%)
91(77.1)
118(100.0)

17(22.4%)
59(77.6)
76(100.0)
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の半数以上は､当該職能のみを担当とする専門担当者を置いていた (4)｡

表5-13は､海外事業との関連で本社で発生する本社費を海外子会社に負担

させているのか否かを尋ねた結果である｡先ほどと同じように､回答企業を進出

地域パターンによって3つのグループに分け､各々の割合を出 している｡S地蟻

進出企業の44%､2地域進出企業の23%､1地域進出企業の35%が本社費

を海外子会社に負担 させている｡3地域進出企業における割合が高いことか ら､

進出地域が増えれば本社費を負担させる方向に進むようにも見えるが､1地域進

出企業でもその割合がかなり高いのを見ると､必ず しもそうではないようだ｡

表5-13 本社費の子会社負担

3地域進出企業 2地域進出企業 1地域進出企業

負担させる 25(44.6%)
負担 させない 31(55.4)

合 計 56(100.0)

ll(23.4%)
36(76.6)
47(100.0)

17(35.4%)
31(64.6)
48(100.0)

ただし､本社費の子会社負担を尋ねる際に､本社費の具体的ななかみまでは提

示せず､むしろ自由論述の形で答えを要求 していたので､回答者が本社費として

どのようなものをイメージしたのかは定かでない｡データから一貫性のある解釈

が導かれないのは､おそらくこのことがかなり影響 しているのだろう｡

3)本社 ･子会社関係のタイプ別分布

本研究の核心の1つは､本社 ･子会社関係の類型化にある｡前述のように､本

社と子会社間の知識フローのパタ-ンはタイプ分けの手がかりとなるo Lか し､

知識フローのパターンさえ特定できれば自ずと本社 ･子会社関係のタイプが決ま

って くるというものではない｡ある種のタイプ分けの基準が必要である｡以下で

は､いくつかのタイプ分けの基準をとりあげ､各々の場合の回答企業のタイプ別

分布を導出する｡さらに､タイプ分けした本社 ･子会社関係の特徴を知識フロー

および分権化という観点から考案する｡
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1 タイプ分けの基準

①絶対基準

この基準では､本社から子会社への知識移転量 (以下､HQSDKNと略称す

る)あるいは子会社から本社-の知識移転圭 (以下､SDHQKNと略称する)

が 7点 リッカー ト･スケールの4 (半分程度)を超えるか否かに注目する｡そし

て､特定企業のアジア子会社､北米子会社､ヨーロッパ子会社がすべて同じセル

にプロットされたときに､その企業には当該セルのタイプが与えられると仮定す

るのである(S)｡下図はこの基準を採用 したときの例を示 しているOある企業のア

ジア子会社､北米子会社､ヨーロッパ子会社がともに､HQSDKNでは4より

大きく､SDHQKNでは4より小さい｡ したがって､この企業はインプリメン

ター型に分類される｡なお､子会社のうち1つでも異なるセルにプロットされる

ときには､-イブリッド型 と呼ぶことにする｡

図5-1 SPMマ トリックスの応用

.4

s
D
H
Q
K
N

タ小口-Irルイ八㌧タ- ツーウェイ7○レイト

ローかレイ/へ■-p- イ〃●リメンター○7シ■7○北米 ○ヨ-ロ./∩

4 7

HQSDKN

質問票の集計結果から､絶対基準を採用 した場合の本社 ･子会社関係のタイプ

別分布が以下のように得 られた｡すべての回答企業を対象にした場合には､イン
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プリメンター型が67社､ツーウェイプレイヤー型が18杜､グローバルイノベ

ーター型が2社､ローカルイノベーター型が37杜となる｡いわゆる-イブリッ

ド型は41社にのぼるoなお､図5-2､図5-3､図5-4の ( )の中の数

字は､2地域以上進出企業を対象とした場合の分布を示 しており､ [ ]の中の

数字は､3地域進出企業のみを対象とした場合のタイプ別分布を示 している｡

図5-2 本社 ･子会社関係のタイプ別分布 1 (絶対基準)

4
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H
Q
K
N

4

HQSDKN

-1一全サンプル対象

一一-2地域進出企業
一一-3地域進出企業

絶対基準によるタイプ別分布から分かるように､回答企業の多 くはインプリメ

ンター型である｡しかし､-イブリッド型やローカルイノベーター型 もかなりの

割合を占めている｡

②相対基準

上記の絶対基準は､各々のセル内の分布については概ね無視 している｡同じタ

イプであってもタイプ内でのばらつきがあるはずである｡たとえば､ローカルイ

ノベーター型企業の中にもインプリメンター型に近いものもあれば､ツーウェイ

プレイヤー型に近いものもあるかもしれない｡相対基準は､同じタイプ内のばら

つきにも注目するところに強みがある｡この基準を採用する場合に用いる手法は､
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多変量解析のためのクラスター分析である｡

HQSDKNの平均 (8)とSDHQKNの平均を2つの軸にクラスター分析を行

ったところ､下図のような3つのクラスターを識別することができた. 3つのク

ラスターの中心点 (7)がちょうど3つの異なるセルに位置 しているので､クラスタ

-1をインプリメンター型､クラスタ-2をツーウェイプレイヤー型､クラスタ

-3をローカルイノベーター型 と命名することができるO

図5-3 本社 ･子会社関係のタイプ別分布 2 (相対基準)

4

s
D
H
Q
K
N

ク一口-ハ■ルイĴ'-チ-壁 ツーウェイ7■レイト型クラスタ-2●39(27)[18]

l

1 4 7

HQSDKN
注)●は各 クラスターの中心点を表す.

この基準によれば､インプリメンター型は61社､ツーウェイプレイヤー型は

39社､ローカルイノベーター型は65社 となるOローカルイノベーター型のほ

うが今度はもっとも多 くなるというのが特徴的である｡また､ツーウェイプレイ

ヤー型 も絶対基準の場合 と比べ､かなりの数を増やしている｡要するに､インプ

リメンター聖の数が減った分 と､ハイブリッド型 というタイプをなくした分がロ

ーカルイノベーター型やツーウェイプレイヤー型のほうに流れて しまったのであ

る【8)D しか し､1つだけ注意 しなければならないのは､ツーウェイプレイヤー型

のクラスター (クラスター2)とローカルイノベーター型のクラスター (クラス

ター3)の中心点がいずれもインプ リメンター型のセルに近接 していることであ
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るoそのため､クラスタ-2と3の一部がインプリメンター型のセルにまではみ

出ている｡おそらくそのうちのかなりの数は､絶対基準の場合にはインプリメン

ター型に属することになるであろう｡

⑧統合基準

絶対基準のわかりやすさと相対基準の統計的強みをともに活かす方法は統合基

準であるO相対基準によって識別した各々のクラスターのなかにおいても､HQ

sDKNの平均値とSDHQKNの平均値の分布にばらつきがあり､既述 したよ

うに､異なるタイプのセルにまではみ出るものがある｡この場合､はみ出たもの

に関しては当該クラスターから排除するという方法が考えられる｡すなわち､第

1段階としてクラスターを識別し､第2段階として絶対基準を適用するというも

のである｡

図5-4 本社 ･子会社関係のタイプ別分布3 (統合基準)

4
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K
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ロー加レイハ'-クー型50 イn.7)メント型61

(33) (40)
[ 16] [20]

4 7

HQSDKN

たとえば､相対基準の場合､ローカルイノベーター型は65社あるが､このな

かで知識フローの平均値がインプリメンター型やツーウェイプレイヤー型のセル

にプロットされる15社を排除すると､最終的なローカルイノベーター型企業は
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50社となる｡このようにして調整されたタイプ別分布は図5-4のとおりであ

る｡本研究では､統合基準によって導かれた図5-4のタイプ別分布をもとに以

降の分析を進めていく｡

2 本杜 ･子会社関係のタイプ別特教

本社と子会社間の知識移転によって､本社 ･子会社関係のタイプ分けを行った

ので､当然ながら各タイプ間で知識移転の程度は明らかに異なるはずである｡以

下では､本社から子会社への知識移転､子会社から本社への知識移転､分権化の

程度の順に各タイプの特徴を考察してみよう｡

①本社から子会社への知識移転

本社と海外子会社間の知識移転は､本社から子会社への知識移転と子会社から

本社への知識移転に区別されるD 本研究では､本社から子会社-移転される知識

のなかみとして購買関連知識､製造関連知識､物流関連知識､マーケテイング関

連知識､製品開発知識の5項目を取 り上げた｡これら5項目を主成分分析にかけ､

項目の集約を試みた結果､表5114に見るように､2つの成分に集約できたD

成分 1はマーケット関連知識､成分 2はプロダク ト関連知識と解釈できるQ

表 5-14 本社から子会社への移転知識に関する主成分分析

購買関連知識 0.14454
製造関連知識 0.13780
物流関連知識 0.11603
マ-ケテルク̀関連知識 0.35611
製品開発知識 0.23586

固 有 値 2.66521 1.03942
寄 与 率 53.3% 20,8%

注)因子軸の回転はバリマックス回転による｡以下同じ｡
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そこで､成分 1と成分 2の因子負荷量に注目し､成分 1の因子負荷量の高い購

買関連知識､物流関連知識､マーケテイング関連知識の3項目を単純平均するこ

とでマーケット関連知識の尺度とした｡また､成分2の因子負荷量が高い製造関

連知識と製品開発知識を単純平均することでプロダクト関連知識の尺度 とした｡

これらの尺度に対して､合成変数の信頼性を表すCronbacbのα係数を求めると下

表のとおりとなる｡いずれのα係数も高いことがわかる｡

表5-15 知識尺度の信頼性 (1)

合成変数 Cronbach-S α

マーケット関連知識 (アジア子会社)
マーケット関連知識 (北米 子会社)
マーケット関連知識 (ヨーロッハ'子会社)

プロダクト関連知識 (アジア子会社)
プロダクト関連知識 (北米 子会社)

プロダクト関連知識 (ヨー｡･/n'子会社)

トータル知識 (アジア子会社)
トータル知識 (北米 子会社)
トータル知識 (ヨーt]･/n'子会社)

表5-16は､本社から子会社への知識移転に関する地域別 ･タイプ別のクロ

ス集計であるOマーケット関連知識およびプロダク ト関連知識のいずれにおいて

も､インプリメンター型のほうがローカルイノベーター型よりもかなり高い (育

意水準0.1%)｡そもそも､本社から子会社への トータル知識移転の程度がインプ

リメンター型とローカルイノベーター型を判別する基準であることを考えると､

両タイプ問で知識移転にかなりの差が存在するのは当然のことである｡

また､マーケット関連知識に比べプロダクト関連知識のほうが､知識移転の程

度は7点 リッカー ト･スケール (1:親会社からきているものはまったくない､

4:半分程度が親会社から､7:必要な知識のほぼ全部が親会社からきている)

で2ポイント近 く全体的に高くなっている｡前者が現地特有の知識という性格が

強いのに対 し､後者は世界共通の知識といえる｡そのため､プロダクト関連知識

に関しては､親会社が開発 し子会社に移転することが相対的に容易なのであろう｡
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表 5-16 本杜から子会社への知識移転に関するクロス集計

イ〃 ●リメント型 ロー仙イJI(-p-型 pJ-ウェけ レイト型 全サ ンプル

マーケヮト関連知識の

本社か ら子会社への移転 :

ア ジア 4.95(1.03) 2.50(0.96)
北米 4.61(0.99) 1.92(0.84)
ヨ-ロ･J八 4.74(1.05) 1.85(0.59)

5.ll(0.93)
4.07(0.80)
4.16(0.55)

4.07(1.51)
3.29(1.49)
3.58(1.49)

平 均 4.75(0.97) 2.08(0.67) 4.73(0.97) 3.68(1.48)

7oロタークト関連知識の

本社か ら子会社への移転 :

ア ジア 6.54(0.53) 5.34(1.42)
北米 6.31(0.86) 4.23(1.91)

ヨーロ･JI1 6.33(0.84) 4.21(1.68)

6.38(0.67)
6.03(0.60)
5.60(1.07)

6.04(1.16)
5. 32(1.71)
5.52(1.46)

平 均 6.46(0.59) 4.64(1.54) 6.25(0.58) 5.70(1.34)

トータル知識の

本社か ら子会社への移転 :

ア ジア 5.56(0.74) 3.58(0.84)
北米 5.28(0.75) 2.80(1.03)
ヨーロッハ 5.35(0.83) 2.73(0.90)

5.60(0.69)
4.85(0.57)
4.7如0.70)

4.82(1.19)
4.07(1.40)
4.45(1.24)

平 均 5.41(0,69) 3.05(0.70) 5.33(0.70) 4.45(1.24)

注)単純集計表については､次のことが以下の表すべてに共通 している｡

1. ( )内は標準偏差である｡

2.平均は､各回答企業 ごとに3地域 (あるいはそれ以下)の平均を算出

し､それを全サ ンプルまたは各タイプごとに平均 したものである｡

3.地域別 ･タイプ別の有効ケース数は表 6-1のとおりである｡

4.全サンプルのケース数は､インプ リメンター型､ローカルイノべ-タ

ー型､ツーウェイプレイヤー型のいずれにも属 しない37杜を含む｡

②子会社か ら本社-の知識移転

子会社か ら本社への知識移転に関 しても､本社か ら子会社-の知識移転 と同 じ

く､5項 目について主成分分析を行い項目の集約を試みた｡その結果､成分 1に

5つの項 目がすべて集約 されたので､子会社から本社への知識移転の尺度は､購

買関連知識､製造関連知識､物流関連知識､マーケテイング関連知識､製品開発

知識の5項 目の単純平均 とした｡

-74-



表5-17 子会社から本社-の移転知識に関する主成分分析

変数名 成分の解釈 トータル知識

購買関連知識 -

製造関連知識

物流関連知識
マ-ケティけ 関連知識

固 有 値

寄 与 率

累積寄与率

3.71026
74.2%74.2%

地域別に上記の合成尺度の信頼性係数を求めたのが表 5-18である｡いずれ

も0.9以上の高い値を示 している｡

表5-18 知識尺度の信頼性 (2)

表 5- 19は､子会社から本社への知識移転に関する地域別 ･タイプ別のクロ

ス集計である｡いずれの地域についても､ツーウェイプレイヤー型のほうが他の

2つのタイプ､すなわちインプリメンター型やローカルイノベーター型よりも子

会社から本社への知識移転の程度は高い (有意水準0.1%)｡子会社から本社-の

知識移転の程度がツーウェイプレイヤー型とその他のタイプとを判別する基準で

あることを考えると､このような結果は当然であるD

⑧分権化の程度

タイプ別に本社と海外子会社間の知識移転の程度を見てみたが､それは意思決
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表 5-19 子会社から本社への知識移転に関するクロス集計

イ〃oTJメンター型 ロー加イ八一-p-型 ツーウェイ7●レイト型 全サンプル

トータル知識の

子会社から本社への移転 :

ア ジア 1.94(0.56) 1.94(0.79)
北米 2.03(0.68) 2.08(0.85)
ヨーD･/ハ 2.08(0.67) 1.98(0.89)

5.37(1.35)
5.26(1.23)
5.10(1.23)

2.61(1.51)
2.71(1.50)
2.79(1.48)

平 均 2.02 (0.59) 1.9 4 (0.78) 5.41(1.01) 2.65(1.46)

定権限の委譲 と何 らかの相関があるのだろうか｡本研究では､権限委譲されうる

意思決定項 目として､新製品導入決定､既存製品ラインからの撤退決定､サプラ

イヤーの選定､設備の拡張投資決定､子会社予算原案の作成権限､子会社副社長

-のボーナス決定､部長 と課長クラスの子会社内昇進決定といった7項目を取 り

上げた｡これらを主成分分析にかけ､項目の集約を試みた結果､2つの成分に集

約できた｡成分 1は戦略的意思決定､成分 2は管理的意思決定と解釈できる｡

表 5-20 意思決定に関する主成分分析

変数名 成分の解釈 戦略的意思決定 管理的意思決定

新製品導入決定 0.07177
既存製品 ラインか らの撤退決定 0.02556
サプライヤーの選定 0.46798
設備の拡張投資決定 0.13670
子会社予算原案の作成権限 0.38869
子会社副社長へのポ-ナス決定 -0.00468
部長 と課長クラスの子会社内昇進 0.05403

固 有 値 2.78536 1.43829
寄 与 率 39.8% 20.5%
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そこで､成分 1と成分2の因子負荷量に注目し､成分 1の因子負荷量の高い新

製品導入決定､既存製品ラインからの撤退決定､サプライヤーの選定､設備の拡

張投資決定の4項目を単純平均することで戦略的意思決定の尺度とした｡また､

成分2の因子負荷量が高い子会社予算原裏の作成権限､子会社副社長-のボーナ

ス決定､部長と課長クラスの子会社内昇進決定の3項目を単純平均することで管

理的意思決定の尺度とした｡これら合成尺度の信頼性をチェックするために､

cronbachのα係数を求めたのが表5-21である｡いずれも0.6以上となっており､

信頼性に大きな問題はない｡

表5-21 意思決定尺度の信頼性

本社 ･子会社関係のタイプ別に､戦略的意思決定と管理的意思決定の分権化に

ついてまとめたのが衰5-22である｡いずれの意思決定問題についても､ロー

カルイノベーター型がその他のタイプよりも分権化が進んでいることがわかる(B)O

また､インプリメンター型とツーウェイプレイヤー型間の相違はほとんど目立た

ない｡このことは､本社から子会社への知識移転の程度が高い (すなわち､イン

プリメンター型やツーウェイプレイヤー型に近づく)はど集権化の傾向が強 く､

逆に本社から子会社への知識移転の程度が低い (ローカルイノベーター型に近づ

く)ほど分権化の傾向が強いことを物語っている｡したがって､本社から子会社

への知識移転と分権化は負の相関関係にあるといえよう｡
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表 5-22 分権化に関するクロス集計

イn'lJJンター型 ロー加イ/へ'-タ-型 pJ-ウェけ レイト型 全サ ンプル

戦略的意思決定

権限の子会社委譲 :
アジア 3.68(1.29) 4.22(1.10)

北米 4.18(1.05) 4.38(1.04)
ヨーロヴハ 3.98(1.20) 4.20(1.05)

3.27(0.98)

3.76(1.08)

3.35(0.97)

3.77(1.18)

4.17(1.07)

3.99(1.ll)

平 均 3.79 ( 1 . 1 9) 4.33(0.92) 3.53 (0 . 8 6) 3.9 2 (1.07)

管理的意思決定
権限の子会社委譲 :

アジア 4.81(1.56)

北米 5.42(1.39)

ユーロヮ八 5.39(1,39)

5.24(1.36)

5.45(1.ll)
5.53(1.24)

4.59(1.05)

5.ll(0.91)
4.96(1.05)

4.81(1.41)

5.31(1.24)

5.42(1.25)

平 均 4.95(1.52) 5 . 3 0 (1 . 12) 4.77(0.85) 4.97(1.32)

注) ( )内は標準偏差

実際､分権化に関する相関係数を求めてみると､表5-23に見るように､本

社から子会社への知識移転と分権化は､戦略的意思決定の分権化に関 しては0,1%､

管理的意思決定の分権化に関 しては5%の有意水準で有意な負の相関関係を示 して

いる｡

表5-23 分権化に関する相関係数

戦略的意思決定の分権化 管理的意思決定の分権化

本社調整の規模

内部取引の規模
現地ニーズの反映度

-0.579(165)

-0.203(165)

0.328(164)

･*

+

*

*

*

･*

+

･*

子会社から本社への知識移転 -0.167(163)辛

海外進出後の経過年数
海外製造子会社の数

-0.266(165)‡**

-0.179(163)

0.257(162)
0.194(164)

+･*

+

ET:
H
H
H
…

注)相関係数表については､次のことが以下の表すべてに共通 している
1. ( )内は有効ケース数を表す｡

2.相関係数はアジア､北米､ヨーロッパの3地域の平均値による｡

3. とくに断 らない限り､相関係数はピアソンの相関係数による｡
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4.相関係数は片側検定による｡

5.有意水準の区別は次のとおりとする｡
Ip≦0.1､ *p≦0.05､ H p≦0.01､ ***p≦0.001

表5-22においてもう1つ注目すべき点は､管理的意思決定権限の分権化の

ほうが戦略的意思決定権限の分権化より7点 リッカー ト･スケール (1:本社が

100%決定､4:両者協議のうえ決定､7:子会社が100%決定)で1ポイント以上

高い値を示 していることである｡戦略的意思決定権限は本社が掌握するのに対 し､

管理的意思決定権限は子会社に委譲 しやすいのであろう｡

以上から､インプリメンター型は､本社から子会社への知識移転の程度が高 く､

意思決定権限は相対的に本社に集中する集権的な組織であり､ローカルイノベー

ター型は､本社から子会社への知識移転の程度は低 く､意思決定権限は相対的に

海外子会社に委譲されている分権的な組織であるといえる｡また､ツーウェイプ

レイヤー型は､本社から子会社への知識移転と子会社から本社への知識移転のい

ずれの程度も高いが､意思決定権限についてはインプリメンター型と同様､相対

的に集権的な組織となっている｡ツーウェイプレイヤー型が相対的に集権的であ

ることは､本社から子会社-の知識移転と分権化との負の相関関係によっても説

明できる｡
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注

(1)質問票の詳 しい内容については､付録Aを参照されたい｡

(2)売上高についてのKollnOgOrOV-Smirnov検定では､Z値は0.925､両側確率は

0.359である｡また､従業貞数を対象にした場合には､Z値は0.981､両側確率

は0.291である｡

(3)本研究では､海外製造子会社のみを対象とするため､海外進出していると

いうことは海外に製造子会社を保有 しているということを意味している｡

(4)コミュニケー ション職能専門担当者に関するデータは以下のとおりであるO

専門担当者の有無 担当者の国籍

ある なし 合計 日本人 現地人 その他

アジア子会社 15 1 3 2 8 1 3 0

北米 子会社 15 1 1 2 6 12 1

ユーロッ八〇子会社 10 6 1 6 8 0

(5)2地域進出企業の場合も同様である｡但 し､1地域にのみ進出 している企

業の場合は､子会社に与えられる役割 (たとえば､インプリメンター)が即

本社 ･子会社関係のタイプ (たとえば､インプリメンター型)となる｡

(6)ここでいう平均とは､アジア子会社､北米子会社､ヨーロッパ子会社の平

均 という意味である｡

(7)クラスタ-1の中心は(5.41.2.02)､クラスタ-2の中心は(4.80,4.81)､

クラスタ-3の中心は(3.30,1.93)である｡

(8)3地域の平均値を使用 しているため､-イブリッド型はありえない｡

(9) ローカルイノベーター型 とインプリメンター型の平均値の差の検定によれ

ば､3地域平均 レベルでは､戦略的意思決定は1%､管理的意思決定は10

%水準で有意である｡
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第 6 章 日 本 の グ - ー ノヾノレ企 業 iこ お iナる

=コ ン ト ロ - ノレ ー シ ス テ ム の 分 析

第 1茸i データの分析 と仮説検証

本節では､いくつかの統計的手法を交えながら､第 4葺で設定 した仮説を検証

していく｡仮説は､①環境/戦略と本社 ･子会社関係の仮説､②本社 ･子会社関

係 とマネジメント･コン トロールの仮説､③環境/戦略 とマネジメン ト･コン ト

ロールの仮説の3つに大別でき､マネジメン ト･コン トロール ･システムはさら

に8つのサブシステムに分かれている｡なお､とくに断 らない限 り､本社 ･子会

社関係のうち､インプ リメンター型 とローカルイノベーター型の比較に焦点がお

かれる｡既述のように､統合基準に基づ くタイプ分けによれば､回答企業の うち

インプ リメンター型は61社､ローカルイノベーター型は50社である｡表 6-

1は､地域別 ･タイプ別の企業数および子会社数を表 している｡以下の分析では､

欠損値のため多少の誤差はあるものの､有効ケース数は概ね下表の分布に基づい

ている｡

表 6-1 地域別 ･タイプ別の子会社分布

イn.リメンター型 ロ-加レイ/へ■-クー型 ツーウェけ レイト型 その他 全サn'ル

アジア子会社 54 39 18 34 145
北米 子会社 40 40 14 25 119
ヨーロ･/lr子会社 27 20 10 19 76

タイ7●別企業数 61 50 19 37 167

1)環境/戦略 と本社 ･子会社関係

1 環境/戦略要因としてのナショナ リティー

環境/戦略 との関連で､本研究では3つの仮説を設定 した｡まず､グローバル
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企業のナショナリティーが当該企業の戦略と深く関わっていることから､環境/

戦略要因の 1つとしてグローバル企業のナショナリティーに注目したのである｡

そこで､日本企業の本社 ･子会社関係は､インプリメンター型が支配的であろう

と仮定 した (仮説 1-2)0

この仮説を検証するためには､全回答企業のうち､インプリメンター型の割合

がもっとも高いことと､2番目にくるタイプとの差が十分大きいことを見せれば

よい｡今回のタイプ分けにおいては､インプリメンター型が61社､ツーウェイ

プレイヤー型が19社､ローカルイノベーター型が50社となっており､最初の

条件はクリアできた｡次はローカルイノベーター型との差が十分大きいことが必

要となって くる｡単純に考えれば､61マイナス50は11となるので､かなり

大きな差のように見える｡しかしながら､表6-2に見るように､ノンパラメ ト

リックのカイ自乗検定では帰無仮説が棄却されず､11の差は有意な差とは認め

表6-2 本社 ･子会社関係のタイプとカイ自乗検定 (統合基準)

タイプ別 企業数

1)インプリメンター型 61

2)ローカルイノベーター型 50

カイ自乗 =1.0901 p=0.2965

られなかった｡したがって､日本のグローバル企業の本社 ･子会社関係は､イン

プリメンター型が支配的であろう､と仮定 した仮説 1-2は支持されない｡

ただし､既述 したように､ローカルイノベーター型とツーウェイプレイヤ-型

のクラスターの中心､点が非常にインプリメンター型のほうに片寄っているので､

次のことがいえるであろう｡すなわち､日本企業の本社 ･子会社関係は､インフ

TJメンター型が支配的ではないにせよ､全休的にかなりの程度インプリメンター

の方向にバイアスがかかっている｡もっとも､本社 ･子会社関係のタイプ分けを

どの基準で行うのかによって結果は養ってくる｡絶対基準によるタイプ分けでは､

インプリメンター型は67社､ローカルイノベーター型は37社となっているこ

とはすでに述べた｡表6-3は絶対基準に依拠したタイプ分けとそのときのカイ
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自乗検定の結果を表 している｡絶対基準によるタイプ分けの場合には､確かにイ

ンプリメンター型が支配的といえるのである (有意水準 1%)0

表6-3 本社 ･子会社関係のタイプとカイ自乗検定 (絶対基準)

タイプ別 企業数

1)インプリメンター型 67
2)ローカルイノベーター型 37

カイ自乗 =8.6538** p≡0.0033

H P≦0.01

2 環境/戦略要因としてのインダス トT)一

環境/戦略要因として次に取 り上げたのは､インダス トリー特性としてのグロ

ーバル統合への圧力ならびにローカル適応への圧力であるO前者に関 しては､グ

ローバル統合への圧力が高いほど､本社から子会社へ移転される知識の量は多い

だろうと仮定 した (仮説2-1)Cまた､後者に関 しては､ローカル適応への圧

力が高いほど､本社から子会社-移転される知識の量は少ないだろうと仮定 した

(仮説2-2)O

①変数の操作化

グローバル統合への圧力､ローカル適応への圧力は各々次のように操作化 した｡

まず､グローバル統合への圧力は､ ｢本社調整の規模｣と ｢内部取引の規模｣と

いう2つの尺度で測定している｡前者は､長期経営計画､短期利益計画､予算編

成の3項目からなる計画の調整度と､生産量､生産スケジュー リング､取扱製品

種類の3項目からなる生産の調整度を単純平均したものであるO後者は､親会社

と海外子会社間の内部取引の程度と､海外子会社同士の内部取引の程度を単純平

均したものである｡

ローカル適応への圧力は､海外子会社が製造する製品に現地ニーズがどの程度

反映されているかで測定 している｡ ｢本社調整の規模｣､ ｢内部取引の規模｣､

｢現地ニーズの反映度｣のいずれの尺度も､7点 リッカー ト･スケールによるo
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②仮説の検証

仮説 2-1を検証するためには､グローバル統合への圧力を測る2つの変数と

本社から子会社への知識移転との相関を見ればよい｡同様にして､仮説2-2は､

ローカル適応への圧力を測る変数と本社から子会社への知識移転との相関を見る

ことによって検証することができる｡

表6-4 本社から子会社-の知識移転に関する相関係数

マ-ケ･/ト関連知識 7●ロ㌢クト関連知識 トータル知識

本社調整の規模 0.388(166)**‡ 0.314(166)***

内部取引の規模 0.174(166)‡ 0.176(166)辛
現地ニーズの反映度 -0.176(165)* -0.329(165)*‡* -0.248(165)***

海外製造子会社の数 0.138(165)辛

注 1) ( )内は有効ケース数
2)*p≦0,05､***p≦0.001

表6-4に見るように､ トータル知識に関する限り､本社調整の規模と本社か

ら子会社への知識移転の相関はかなり強く､内部取引の規模と本社から子会社へ

の知識移転の相関も有意である｡一方､現地ニーズの反映度と本社から子会社へ

の知識移転の相関は有意な負の相関となっている.したがって､グローバル統合

-の圧力が高いほど､本社から子会社へ移転される知識量は多く､ローカル適応

-の圧力が高いほど､本社から子会社へ移転される知識量は少ないとする仮説2

-1と仮説 2-2は支持されるOもっとも､本社調整の規模はマーケット関連知

識の移転と強い相関関係にあり､現地ニーズの反映度はプロダクト関連知識と強

い負の相関関係にあることは注目に値する｡本社調整を強めていくには､特にマ

ーケットと関連のある知識を子会社に移転することが必要になってくるのであろ

う｡逆に､現地ニーズを積極的に反映していこうとすると､プロダクトと関連の

ある知識を本社からの移転ではなく､子会社自らが開発 ･蓄積していく必要があ

るのだろう｡

では､グローバル統合-の圧力とローカル適応への圧力が本社から子会社への

知識移転をどれだけ説明できるのだろうか｡表6-5は､本社から子会社-の知
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識移転を従属変数とした重回帰分析の結果を表 している｡本社か ら子会社への知

識移転の規定要因として､本社調整の規模 と現地ニーズの反映度のはかに ｢海外

製造子会社の数｣が挙げられ､この3つの変数が本社から子会社への知識移転の

15-20%を説明 している｡この重回帰分析の結果も仮説2-1および仮説 2

-2を支持するものである｡

表6-5 本社から子会社-の知識移転の規定要因 (β係数)

説明変数 マーケ･/ト関連知識 7o叶 クト関連知識 トータル知識

本社調整の規模 0.36 3(4.918)‡‡ ‡ 0.262(3.512) * **

現地ニース■の反映度 -0.151(ll.989)* -0.388(-5.121 ) * ‡ * -0.255(- 3.320 ) **

海外製造子会社の数 0 .193(2. 618)*‡ 0.175(2.314) * 0.211(2.834) ‡ *

R2-0.19794 R2-0.14772 R2-0.18016

注 1) ( )内は t値を表す｡

2)変数選択はステップワイズ法による｡以下同 じ｡

3)‡p≦0.05､ **p≦0.01､ **‡p≦0.001

以上､環境 と本社 ･子会社関係についての仮説を兄できたが､仮説として取 り

上げたもの以外にもう1つ興味深い相関関係が確認 されたので､その結果を衰6

-6に示しておく｡

下記の表を見ると､本社調整の規模 と子会社から本社への知識移転の相関､お

よび内部取引の規模 と子会社から本社への知識移転の相関はいずれも､有意水準

0.1%で有意となっているOグローバル統合-の圧力 と子会社から本社への知識移

転の相関に関 しては､仮説導出過程において考慮 されなかったが､データから見

表 6-6 子会社から本社への知識移転に関する相関係数

本社調整の境模

内部取引の規模

海外製造子会社の数

0.328(165)
0.258(165)
0.179(164)

*

･*

･*

+

･TT
暮
丁

暮T

注 1) ( )内は有効ケース数

2)辛p≦0.05､ *‡書p≦0.001
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る限り､グローバル統合-の圧力は､本社から子会社への知識移転との相関と同

様に子会社から本社-の知識移転との相関も高い｡グローバル統合-の圧力が高

い状況で､グローバルな調整を行うために､本社は子会社から各種の情報を吸い

上げる必要があるが､それに加えて､ ｢技術 ･ノウ-ウ｣のような ｢知識｣収集

も同時に必要となるのであろう｡

2)本社 ･子会社関係とマネジメント･コントロール･システム

本社 ･子会社関係とマネジメント･コントロール ･システムとの関連では､伊

丹[1986]に依拠し､8つのサブシステムに注目した｡ここでは､その各々につい

て､インプリメンター型とローカルイノベータ-型の両グループ間に有意な差が

見られるか否かに焦点がおかれる｡もし有意な差が認められれば､そのサブシス

テムに関しては､本社 ･子会社関係が影響を与えていることになる｡以下では､

8つのサブシステム毎に仮説を検証 していく｡既述のように､本社 ･子会社関係

のタイプ分けは統合基準に依拠 しており､インプリメンター型は61社､ローカ

ルイノベーター型は50社である｡

1 責任システム (琵官の現地化)

経営の現地化には､ヒトの現地化と経営管理の現地化があるため､その両者に

ついて別の仮説を設定したo前者に関しては､ロ-カルイノベーター型の方が現

地人化が進んでいるだろうと仮定した (仮説3-1)｡後者についても､同様に､

ローカルイノベーター型の方が経営管理方式の現地化が進んでいるだろうと仮定

した (仮説 3-2)｡

A ヒトの現地化

①変数の操作化

ヒトの現地化は､子会社社長の現地人化､副社長クラスの現地人化､部長クラ

スの現地人化の3レベルに細分 した上で測定を行った｡まず､子会社社長の場合

は､名目尺度を用い､社長が日本人なのか現地人なのかを尋ねた｡副社長クラス

と部長クラスに関しては7点 リッカー ト･スケール (1:すべて日本人､4:両
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国籍同比率､7:すべて現地人)を用いた｡3レベルの得点を総合 し､1つの現

地人化の指標を導出する作業は敢えて行 っていない｡3レベル問にかな りの異質

性が存在すると考えられるからである｡

②データの単純集計

表 6-7は､子会社社長の現地人化についての単純集計であるO表の中の数値

(%)は､本社 ･子会社関係のタイプ別 ･進出地域別に現地人社長の割合を表 し

ている｡たとえば､インプ リメンター型企業 61杜のうち54社がアジアに子会

社を持 ってお り､その54の子会社のうち8社 (14.8%)が子会社社長に現地人

を登用 していることがわかる｡仮説は､インプリメンター型 とローカルイノベー

ター型の相違 に注目しているため､とりあえず両タイプにおける子会社社長の現

地人化の割合を比較 してみよう｡インプリメンター型が15%前後であるのに対 し､

表 6-7 海外子会社の社長の現地人化

イげ T)メンター型 t]-加レイ/1㌧クー型 ツーウェイフ○レイト型 全サ ンプル

ア ジア 14.8%(8/54) 39,5%(15/38)
北米 15.4(6/39) 42.5(17/40)
ヨーロッハ 18.5(5/27) 45.0(9/20)

5.9%(1/17)
15.4(2/13)
ll.1(1/9)

23.8%(34/143)
29.9(35/117)
30.7(23/75)

注) ( )内の数字は､分母-当該タイプに属する企業のうち当該地域 に

子会社を持つ企業の総数､分子-その うち現地人が当該子会社の社長

となっている企業数を各々表 している｡

ローカルイノベーター型の現地人化の割合は40%前後となっている｡明 らかに後

者の方が社長の現地人化が進んでいる｡ しか し､全サンプルに注目すると､日本

のグローバル企業の子会社社長の現地人化は3割前後に止まっており､さらなる

現地人化への努力がこれか らの課題 といえるだろう(1)｡

衰6-8は､副社長 クラスと部長クラスを対象にした現地人化についての単純

集計である.インプ リメンター型 とローカルイノベーター型を比較 してみると､

3地域平均値が副社長 クラスについては､前者が3.13､後者が3.88となってお り､

部長 クラスについては､前者が4.00､後者が5.61である｡確かにローカルイノベ
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一夕-型の方が現地人化は進んでいるが､副社長クラスよりは部長クラスにおい

てその差は顕著である｡また､全体的には副社長クラスよりは部長クラスの現地

人化がはるかに進んでいることがわかる｡

表 6-8 副社長 ･部長クラスの現地人化

インフ○リメ1Jタ-型 ロー加イブへ一-ター型 pJ-ウ1イ7●レイト型 全サンプル

副社長 クラス

の現地人化 :

アジア 2.86(2.16) 3.51(2.28)
北米 3.65(2.17) 3.97(2.24)
ヨーロッハ 2.87(2.17) 4.20(2.52)

2.83(2.00)
3.64(1.98)
3.70(2.16)

3.08(2.16)
3.81(2.12)
3.82(2.46)

平 均 3.13(1.89) 3.88(1.86) 3.20(1.97) 3.45(1.88)

部長クラス

の現地人化 :

アジア 3.92(1.94)
北米 4.20(1.77)
ヨーロッハ 3.77(1.92)

5.28(1.71)
5.65(1.62)
5.70(1.94)

4.23(1.39)
4.57(1.78)
5.00(1.05)

4.52(1.87)
4.98(1.78)
4.86(1.88)

平 均 4.00(1.73) 5.61(1.41) 4.28(1.49) 4.77(1.68)

注) ( )内は標準偏差

③仮説の検証

上記の関係は､現地人化に関する相関係数からも読みとれる｡表6-9に見る

ように､2つのマネジメント層のいずれにおいても本社から子会社への知識移転

と現地人化の程度は高い負の相関を見せている｡また､現地人化を従属変数とし

て行 った重回帰分析では､いずれのマネジメント層においても本社から子会社へ

の知識移転は現地人化の規定要因となっている｡本社から子会社-の知識移転が

インプリメンター型 とローカルイノベーター型を判別する基準であることを考え

ると､両タイプ間には現地人化において統計的にも有意な遵いがありそうである｡
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表 6-9 現地人化 に関する相関係数

副社長クラス 部長クラス

海外進出後の経過年数 0.156(162)辛

注 1) ( )内は有効ケース数

2)*p≦0.05､ *‡p≦0.01､ **‡p≦0.001

そこで､両タイプを対象に現地人化の程度について割合の差および平均値の差

の検定を試みた｡表 6-10は､副社長クラスと部長クラスを対象にした t検定

およびMann-Whitney検定､表 6-11は､子会社社長についてのカイ自乗検定の

結果であるO子会社社長 と部長 クラスの相違は顕著で､副社長 クラスの相違 は相

対的に小 さいo Lか し､ローカルイノベーター型の方がインプ リメンター型 より

ヒトの現地化が進んでいると仮定 した仮説 3-1は､いずれのマネジメン ト層に

おいて も支持 される｡

表 6-10 現地人化に関する仮説の検証 (1)

イげ リメンター型 ローかレイ/へ■リー型 t値 Z値

副社長 クラス

の現地人化 :

アジア 2.86(2.16)
北米 3.65(2.17)
3-t]･/n 2.87(2.17)

3.51(2.28) -1.38I -1.47I
3.97(2.24) -0.63 -0.52
4.20(2.52) -1.87* -1.80辛

平 均 3.13(1.89) 3.88(1.86) -2.06* -2.07辛

部長 クラス

の現地人化 :

アジア 3.92(1.94)
北米 4.20(1.77)
ヨーt]･/八 3.77(1.92)

5.28(1.71) -3.49‡‡‡ -3.33‡‡‡

5.65(1.62) -3.81‡*‡ -3.72*‡‡

5.70(1.94) -3.36‡‡* -3.21***

平 均 4.00(1.73) 5.61(1.41) -5.27‡** -4.79*‡‡

注 1)t値は t検定､Z値はMann-Whitney検定による｡以下同 じ｡

2) t検定 とMann-Whitney検定のいずれ も片側検定による｡以下同 じ0

3) Ip≦0.1､ *p≦0.05､ ‡*‡p≦0.001
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表 6- 11 現地人化に関する仮説の検証 (2)

イン7●])メンター型 ローカルイJへ'-p-型 カイ自乗 p

子会社社長

の現地人化 :

アジア 14.8%(8/54) 39.5%(15/38) 7.233*‡ 0.0071
北米 15.4(6/39) 42.5(17/40) 7.035** 0.0079
ヨーロヴ八 18.5(5/27) 45.0(9/20) 3.852‡ 0.0496

*p≦0.05､ *‡p≦0.01

B 経営管理の現地化

① 変数の操作化

経営管理の現地化に関する仮説3-2を検証する前に､現地化変数の操作化に

関 して少 し説明が必要である｡まず､経営管理の現地化と関連のある社員採用制

度､社内教育､ジョブローテーション､人事考課､給与体系の現地化 という5項

目を主成分分析にかけたが､いずれの項目も成分 1に集約 されたので､成分 1を

そのまま経営管理の現地化と解釈 しく2)､経営管理の現地化尺度としてそれら5項

目の単純平均を採用 した｡各項目の測定は7点 リッカー ト･スケール (1:日本

スタイル､4:両スタイル半々のミックス､7:現地スタイル)に依拠 している｡

表 6-12は､経営管理の現地化という合成変量の信頼性を表すCronbacbのα係

数である｡いずれも0.8以上の高い値を示 している｡

表 6-12 経営管理の現地化尺度の信頼性

経営管理の現地化 経営管理の現地化 経営管理の現地化
(アジア) (北米) (ヨーロ･/nl)

Cronbacb●Sα 0.816 0.809 0.825

②データの単純集計

表 6-13に見るように､経営管理の現地化についても､ローカルイノベータ

ー型のほうが現地化が進んでいる｡ しかし､両者の違いにもまして､いずれのタ
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イブにおいて もスコアが非常に高いのは注目すべきであろう｡ ヒトの現地化が相

対的に遅れているのとは対照的に､経営管理の現地化は全般的にかなり進んでい

るといえよう｡

表 6-13 経営管理の現地化

イげ リメンター型 ローかレイ/へ̀-ダー型 ツーウェイ7°レイト型 全サンプル

アジア 5.64(1.ll)
北米 6.10(0.78)
ヨーロ･JI1 5.93(0.89)

6.03(0.95) 5.05(1.40)
6.66(0.37) 5.50(1.26)
6.49(0.72) 6.ll(0.99)

5.73(1 .l l )

6.28(0.81)
6.21(0.87)

平 均 5.81(1.01) 6.36(0.60) 5.20(1.38) 5.97(0.99)

注) ( )内は標準偏差

③仮説の検証

単純集計により､ローカルイノベーター型がインプリメンター型に比べ経営管

蟹の現地化が進んでいることを確認 したが､ここでは､その遅いが有意か否かが

検討 される｡まず､経営管理の現地化に関する相関係数から見ておこう｡本社 ･

子会社関係のタイプ分けの基準 となる本社から子会社への知識移転との相関に注

目すると､経営管理の現地化はかなり強い負の相関を示 している｡また､重回帰

分析の結果によれば､本社から子会社への知識移転は経営管理の現地化を規定す

る主要因になっている｡

表6-14 経営管理の現地化に関する相関係数

本社調整の規模
現地ニーズの反映度

-0.295(166)H+

0.160(165)辛

子会社から本社-の知識移転 -0.226(164)‡‡

注 1) ( )内は有効ケース数

2)*p≦0.05､ **p≦0.01､‡*‡p≦0.001
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そこで､経営管理の現地化について両タイプ間の平均値の差の検定を行った｡

期待どおり､ローカルイノベーター型の方が経営管理の現地化がより進んでいる

と仮定 した仮説3-2は､有意水準0.1%で支持される｡

表6-15 経営管理の現地化に関する仮説の検証

イn'TJメンター型 t]一加レイ/へ一-p-型 t値 Z値

経営管理の現地化 :
ア ジア 5.64(1.ll) 6.03(0.95) -1.78* -1.82辛

北米 6.10(0.78) 6.66(0.37) -4.09*** -3.37**‡

3-DJTr 5.93(0.89) 6.49(0.72) -2.28‡ -2.40**

平 均 5.81(1.01) 6.36(0.60) -3.53*** -3.18‡**

*p≦0.05､ **p≦0.01､ *H p≦0.001

2 教育 システム (価値 ･理念の共有化)

本社の価値や理念が海外子会社とどれほど共有されているのかに関 して､仮説

3-3を設定 したOそれは､インプリメンター型の方がローカルイノベーター型

に比べ価値 ･理念の共有化が進んでいるというものである｡

①変数の操作化

価値 ･理念の共有化手段 として､本研究では現地人マネジャーの本社訪問､本

社 トップ ･マネジメントの海外子会社訪問､現地人マネジャーの教育 ･研修プロ

グラム､現地人マネジャーの配置換え､日本人マネジャーの配置換えの5項目を

取りあげた｡これら5項目を主成分分析にかけ､項目の集約を試みた結果､表 6

-16に見るように､2つの成分に集約できた｡成分 1は子会社マネジャーの組

織社会化､成分2は内なる国際化 (a)と解釈できるo

そこで､成分 1と2の因子負荷量に注目しながら､子会社マネジャーの組織社

会化の尺度を､現地人マネジャーの本社訪問､本社 トノブ ･マネジメントの海外

子会社訪問､現地人マネジャーの教育 ･研修プログラム､日本人マネジャーの配

置換えの4項目を単純平均することによって求めた｡この合成変数の信頼性を表

すCronbachのa係数は表6-I7のとおりである.やや低い値ではあるが､いず

れも0.5を超えているので､信頼性に大きな問題はなさそうである｡
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表6-16 価値 ･理念の共有化に関する主成分分析

成分 1 2

変数名 成分の解釈 子会社マネ了ヤーの組織社会化 内なる国際化

本社 トップの子会社訪問 -0.14155
現地人マネジャーの教育 .研修 0.33237
本社.子会社間の配置換え(現地人マネシ■｢) -0.06479
本社.子会社間の配置換え(日本人マ打 †-) -0.01767

固 有 値 1.76687 1.01110
寄 与 率 35.3% 20.2%

表 6-17 子会社マネジャーの組織社会化尺度の信頼性

組織社会化 (アシー7)組織社会化 (北米) 組織社会化 (ヨーロ･J八〇)

Cronbach'Sα 0.541 0.525 0.596

②データの単純集計

本社 ･子会社関係のタイプ別 ･進出地域別の平均値は表 6-18のとおりであ

る｡子会社マネジャーの組織社会化 と内なる国際化について､いずれの地域にお

いても､インプリメンター型の方がローカルイノベータ-型に比べてやや高いス

コアとなっている｡ もっとも､全般的にみて内なる国際化がかなり遅れているこ

とは否定できない｡

③仮説の検証

価値 ･理念の共有化は､インプリメンター型の方がより進んでいることが単純

集計の結果か ら確認できたが､両タイプ間の差は有意と認められるのだろうか｡

まずは､価値 ･理念の共有化に関する相関係数を見てみよう｡例によって本社か

ら子会社への知識移転に注目すれば､子会社マネジャーの組織社会化 と本社から
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表 6-18 価値 ･理念の共有化

イン7●リメンター型 ロー仙イ八㌧卜型 ツーウェイ7'レイト型 全サンプル

子会社マネシーヤーの
組織社会化 :

アジア 4.03(1.02)
北米 4.22(0.90)
ヨーロ州 4.09(1.02)

3.69(0.92)
3.67(1.09)
3.47(1.15)

4.52(0.92) 4.03(1,03)
4.07(0.98) 4.02(1.01)
4.27(1.12) 3.94(1.10)

平 均 4.01(0.98) 3.62(0.94) 4.26(0.86) 3.95(1.00)

内なる国際化 :

アジア 1.49(1.04) 1.20(0.73)
北米 1.45(1.06) 1.30(0.80)
ヨーロッハ 1.23(0.65) 1.05(0.22)

1.72(1.44)
1.50(0.94)
1.60(1.07)

1.47(1.05)
1.40(0.92)
1.32(0.81)

平 均 1.48(1.04) 1.32(0.84) 1.60(1.ll) 1.48(1.00)

注) ( )内は標準偏差

子会社-の知識移車云とは強い相関を見せているが､内なる国際化については強い

相関は見 られない｡ このことは､重回帰分析の結果からも明らかである｡すなわ

ち､本社か ら子会社への知識移転は､子会社マネジャーの組織社会化の規定要因

とはなっているが､内なる国際化の規定要因ではないo Lたがって､インプ リメ

ンター型 とローカルイノベーター型の間で統計的に有意な差が存在すると考えら

れるのは子会社マネジャーの組織社会化だけである｡

表 6-19 価値 ･理念の共有化に関する相関係数

組織社会化 内なる国際化

海外製造子会社の数

海外進出後の経過年数

子会社か

0.261(165)‡*‡ -0.144(160)辛

0.137(163)辛

0.219(164)*‡ 0.138(160)辛

注 1) ( )内は有効ケース数

2)‡p≦0.05､H p≦0.01､ *‡‡p≦0.001
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そこで､子会社マネジャーの組織社会化について両タイプ問の平均値の差の検

定を行った｡2つの検定手法の間に有意性をめぐってやや相違が見られるものの､

概ねインプリメンター型の方が子会社マネジャーの組織社会化が進んでいるとい

えるだろう｡価値 ･理念の共有化の2つの側面のうち､内なる国際化を考慮 しな

いとすれば､仮説3-3は概ね支持されたことになる｡

表6-20 価値 ･理念の共有化に関する仮説の検証

イげリメンター型 ロー仙イ八一一クー型 t値 Z値

子会社マネ･j'ヤーの
組織社会化 :

アジア 4.03(1.02)
北米 4.22(0.90)
ヨーか/八 4.09(1.02)

3.69(0.92) 1.67* -1.ll
3.67(1.09) 2.47‡* -1.87*

3.47(1.15) 1.94* -1.86辛

平 均 4.01(0.98) 3.62(0.94) 2.10‡ -1.55T

Ip≦0.1､ *p≦0.05､ 書‡p≦0.01

3 日棲設定システム (予算管理システム)

予算との関連では､予算達成圧力と予算原集作成権限の2つの側面に興味があ

る｡前者については､ローカルイノベーター型の方が子会社の予算達成への圧力

が高く (仮説 3-4)､後者については､予算原案作成権限の分権化はローカル

イノベーター型の方が進んでいると仮定した (仮説3-5)｡

A 予算達成圧力

①変数の操作化

予算達成圧力の操作化には､Hopyoodl1972]が提示し､Otleyl1978]､Broynell

[1982]によって応用された方法を､若干修正のうえ援用 している｡8つの業績評

価項目を列挙 し､その中から子会社マネジャーの業績を評価する際にもっとも重

視する項目を3つ選択するよう求めた｡具体的には､利益発生額､本社との関係､
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努力の程度､予算の達成､品質への配慮､コス トへの配慮､会社と仕事へのコミ

ットメント､部下やスタッフとの関係という8つの項目から3つ選択 したものの

中に ｢予算の達成｣が含まれているかどうかを見るのである｡ここで 1つ注意を

要するのは､仮説設定の根拠となった上記の文献では､リーダーシップという文

脈の中で予算達成圧力を取 り上げているということである｡したがって､本研究

とはややコンテクス トを異にしている｡

②データの単純集計

下記の表から明らかなように､3つの選択項目の中に ｢予算の達成｣を含んで

いる割合は､インプリメンター型の方が高い｡仮説どおりだと､ローカルイノベ

ーター型の方が高い割合を示さなければならないが､結果はまったく逆になって

いる｡ しかも､20%以上の差が出ているOまた､ツーウェイプレイヤー型にお

いて予算達成圧力が非常に高いことも注目される｡

表 6-21 予算達成圧力

イn'TJメンター型 ｡一加HJへ′-ダー型 ツーウェけ レイト型 全サンプル

ア ジア 59.6%(31/52) 39.5%(15/38) 72.2%(13/18) 59.0%(82/139)
北米 76.3(29/38) 56.4(22/39) 85.7(12/14) 69.6(80/115)
ヨーロッハ 84.6(22/26) 55.0(ll/20) 100.0(10/10) 76.0(57/75)

注 1)予め用意 した8つの業績評価項目のうち､ ｢予算の達成｣という項目
が優先順位3位以上にランクされた場合に予算達成圧力が高いと見な

した ｡

2) ( )内の数字は､分母-当該タイプに属する企業のうち当該地域に

子会社を持つ企業の総数､分子-そのうち予算達成圧力の高い企業数

を各々表 している｡

③仮説の検証

仮説 とは逆に､インプリメンター型の方が予算達成圧力の高い企業の割合が多

くなっているが､その差は有意なものであろうか｡これを確認するために､まず

は予算達成圧力に関する相関係数から見てみよう｡本社 ･子会社関係のうち､イ

ンプリメンター型とローカルイノベーター型のタイプ分け基準 となる本社から子
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会社への知識移転 と予算圧力との相関は有意ではない｡そのかわ り､ツーウェイ

プレイヤー型 とその他のタイプとの判別基準である子会社から本社への知識移転

が予算達成圧力と有意な相関関係にある｡ β係数についても同 じ結果が出ている｡

表 6-22 予算達成圧力に関する相関係数

現地ニーズの反映度 0.164(160)
子会社から本社への知識移転 0.227(160)
海外製造子会社の数 0.134(160)

･*

･tT
Jt･
*

注1)スピアマンの順位相関係数による｡ ( )内は有効ケース数｡

2)*p≦0.05､ ‡‡p≦0.01

しか し､相関係数およびβ係数に関する上記の結果にも関わ らず､両タイプ間

には表6-23に見るように､弱いながらも統計的に有意な差が認められた｡す

なわち､予算達成圧力はローカルイノベーター型のほうが高いとした仮説に対 し

て､実際にはインプリメンター型のほうが予算達成圧力が高いのである｡既存文

献によれば､自立的な事業ユニットはど高い予算圧力が適 している｡インプ リメ

ンター型企業の子会社よりローカルイノベーター型企業の子会社のほうが確かに

表 6-23 予算達成圧力に関する仮説の検証

イnLl)メンター型 ロー加レイハ'-卜型 カイ2乗 p

予算達成圧力 :

アジア 59.6%(31/52) 39.5%(15/38)
北米 76.3(29/38) 56.4(22/39)
トロ･Jハ 84.6(22/26) 55.0(ll/20)

3.564 千 0.0590
3.409I 0.0648
4.890‡ 0.0270

Ip≦0.1､ *p≦0.05

自立性が高いはずなので､ローカルイノベーター型のほうが予算達成圧力が高い

と仮定 したのであるが､その逆が支持されることになった｡この点については､

検討の余地が残されているといえよう｡
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B 予算原裏作成権限

①データの単純集計

予算原案作成権限の分権化は､7点 リッカー ト･スケールで測定 したQ表 6-

24に見るように､インプリメンター型よりはローカルイノベーター型の方が高

いスコアとなっているが､その差は大きくない｡全サンプルについて見てみると､

予算原真作成権限の分権化はやや高い方にある｡

表 6-24 予算原案作成権限の分権化

イげ リメンタ-型 tトかレイ/へ一一卜型 ツーウェけ レイト型 全サンプル

アジア 4.80(1.60)

北米 5.15(1.46)

トロ･/ハ 5.03(1.48)

5.28(1.41)

5.22(1.36)
5.50(1.31)

4.27(1.93)

4.85(1.83)

4.40(2.06)

4.87(1.57)

5.10(1.47)

5.21(1.54)

平 均 4.86(1.60) 5 .15(1.34) 4.64(1.69) 4.92(1.51)

注) ( )内は標準偏差

②仮説の検証

まず､予算原案作成権限の分権化に関する相関係数を見てみよう｡表 6-25

に見るように､本社から子会社-の知識移転と予算原案作成権限の分権化との相

関は一応有意 となっている｡しかしながら､重回帰分析の結果によれば､本社か

ら子会社-の知識移転は予算原案作成権限の分権化を規定する要因とはいえない｡

さらに､両タイプ間の平均値の差の検定の結果からも有意な差は認められなかっ

表6-25 予算原案作成権限の分権化に関する相関係数

本社調整の規模 ー0.359(163)**‡

0.239(leo)***

注1) ( )内は有効ケース数

2)辛p≦0.05､‡‡*p≦0.001
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たため､予算原案作成権限の分権化はローカルイノベーター型の方が進んでいる

と仮定 した仮説3-5は棄却 される｡

4 インセンティブ ･システム (インセンティブ ･ボーナス)

インセンティブ ･ボーナスとの関連では､2つの側面に関心がある｡まず 1つ

は､子会社マネジャー (社長)のボーナス額が当該子会社の業績のみに依存する

のか､それともグローバルな全社業績 とT)ンクしているのか､という問題である｡

いま1つは､子会社マネジャーのボーナス額を決定する際に､事前に決定 されて

いるルール (公式)に依拠するのか､それとも本社の主観的な判断によるのか､

という問題である｡本研究では､子会社マネジャーのボーナスは､ローカルイノ

ベーター型では当該子会社の業績 との結びっさが強 く､インプ リメンター型では

クラスターの業績 との結びっさが強いと仮定 した (仮説 3-6､仮説 3-7)｡

また､インプ リメンター型ではボーナスが本社の判断に大 きく左右され､ローカ

ルイノベーター型では逆に公式に依拠する程度が高いと仮定 した (仮説 3-8､

仮説 3-9)｡

A ボーナス決定のベース

①単純集計

表 6-26は､子会社社長のボーナス決定のベースとなる業績を地域別に集計

したものである｡アジア子会社の場合には､全社業績のみがボーナスのベースと

表 6-26 ボーナス決定のベース

ボーナスのベ-スとなる業績

子会社業績のみ 両者のミ.Jクス 全社業績のみ 全サ ンプル

アジア 47(36.7%) 31(24.2%) 50(39.1%) 128(100%)
北米 49(45.8) 29(27.1 ) 29(27.1) 107(100)
ユーロYn 34(50.0) 19(27.9) 15(22.1) 68(100)
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なるケースがもっとも多い反面､北米やヨーロッパ子会社の場合には､当該子会

社の業績のみがボーナスのベースとなるケースがもっとも多 くなっている｡アジ

アに比べ､北米 ･ヨーロッパの方が業績 と報酬 との リンケージがより明確である

といえるだろう｡

衰6-27は､本社 ･子会社関係のタイプ別 ･進出地域別に､子会社社長のボ

ーナスが当該子会社の業績のみとリンクしている割合を求めた ものである｡ロー

カルイノベーター型の方がインプリメンター型よりも比率が高 く､前者が6割前

後であるのに対 し､後者は3割前後 と､ほぼ半分の比率 となっている｡

表 6-27 子会社業績とボーナスのリンケージ

イげT)1ンダー型 ローカ叫/へ一-チ-型 ツーウェイ7oレイト型 全サ ンプル

アジア 27.7%(13/47) 57.6%(19/33) 33.3%(6/18) 36.7%(47/128)
北米 35.1(13/37) 61.8(21/34) 42,9(6/14) 45.8(49/107)
ヨー｡･Jn 30.4(7/23) 63.2(12/19) 50.0(5/10) 50.0(34/68)

注) ( )内の数字は､分母-当該タイプに属する企業のうち当該地域に
子会社を持つ企業の総数､分子-そのうち子会社社長のボーナスが当

該子会社の業績のみと連動 している企業数を各々表している0

⑧仮説lo検証

子会社マネジャーのボーナスが当該子会社の業績のみとリンクしている比率が､

ローカルイノベーター型においてとりわけ高 く､ しかもそれはインプ リメンター

型の2倍近いものであることを考慮すると､両タイプ問には統計的にも有意な差

が存在 しそうである｡このことを検証するために､まずは子会社業績 と子会社マ

ネジャーのボーナスとの リンケージに関する相関係数を見てみよう｡表 6-28

から分かるように､子会社業績 とボーナスの リンケージは本社から子会社への知

識移転と高い負の相関を示 している｡また､重回帰分析のβ係数 も本社から子会

社への知識移転に関 しては有意 となっている (有意水準 1%)0

そこで､業績とボーナスのリンケー ジについて､2つのタイプ間で割合の差の

検定を行った｡いずれの地域についても､子会社マネジャーのボーナスが子会社

業績のみとリンクする割合は､ローカルイノベーター型の方が統計的にも高 くな
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表 6-28 子会社業績とボーナスの リンケー ジに関する相関係数

-0.169(152)辛
子会社か -0.137(151)*

注 1)スピアマンの順位相関係数によるo ( )内は有効ケース数D

2)辛p≦0.05､ ‡*‡p≦0.001

っている｡ これは仮説 3-6を支持するものである｡また､ボーナスと子会社業

績のみが リンクしているケース以外は､何 らかの形で全社業績がボーナスに反映

されるケースであり､インプ リメンター型ではクラスターの業績 とボーナスの結

びつきが強いとする仮説 3-7も自ずと支持 されたことになる｡

表 6-29 業績 とボーナスの リンケー ジに関する仮説の検証

イげ リメンター型 ロー加レイ/へ一一クー型 カイ2乗 p

子会社業績 と

ホ′-ナスのリンケー〆 :

アジア 27.7%(13/47) 57.6%(19/33) 7.229‡* 0.0071
北米 35.1(13/37) 61.8(21/34) 5.034* 0.0248
ヨーロッハ 30.4(7/23) 63.2(12/19) 4.497* 0.0339

‡p≦0.05､ **p≦0.01

B ボーナス決定の公式度

①単純集計

子会社社長のボーナス額を決定する際に､本社の判断 と公式 (事前に決定 され

ているルール)のいずれが重視 されるだろうか｡またそれは､本社 ･子会社関係

の2つの異なるタイプ問で異なるのだろうか｡表 6-30のクロス集計を見てみ

よう｡子会社社長のボーナス額の決定に公式を用いる企業の割合 (項 目1と2の

合計)はアジア地域が2割､北米 とヨーロッパ地域が3割強となっている｡項 目

3と4に関 しては地域差がほとんどないが､項目5に関 してはアジアと欧米の問

で10%以上の差が見 られる｡すなわち､アジア子会社に対 しては､子会社社長
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表6-30 ボーナス決定の公式度

アジア 3(2.2%) 25(18.蛸) 32(23.5%) 45(33.1%) 31(22.8%) 136
北米 8(7.1 ) 32(28.3) 25(22.1) 34(30.1) 14(12.4) 113

注)上記表の項目1-5は次のとおりである｡項目1に近づくはどボーナス
決定の公式度は高 くなる｡逆に､項目5に近づくはどボーナス決定の主観

性は高 くなる｡

1 ボーナスは､財務業績に基づいて､公式によって決定される｡

2 ボーナスは､部分的に財務業績を考慮にいれて､公式によって決定される0

3 公式はないが､財務業績はボーナス額の決定に､非常に重要な要素である｡
4 公式はないが､財務業績はボーナス額の決定に､ある程度重要な要素であ

る｡

5 財務業績は子会社マネジャーのボーナス決定に重要な要素ではない｡

のボーナスは財務業績以外の要素によって決定される傾向が強いといえよう｡も

っとも､子会社社長のボーナス決定の際に､財務業績をある程度重視する一方で､

公式は持たないやり方 (項目4)が日本のグローバル企業にとってはもっとも一

般的なものとなっている｡

表 6-31は､子会社社長-のボーナス決定に公式が使われていると回答 した

企業のタイプ別 ･地域別のクロス集計である｡北米とヨーロッパ地域については､

表6-31 公式によるボーナス決定

イ〃●リメンター型 t]-加り/I(一夕ー型 ツーウェイ7°レイト型 全サ ンプル

アジア 26.5%(13/49) 13.5%(5/37) 16.6%(3/18) 20.5%(28/136)
北米 36.8(14/38) 32.4(12/37) 35.7(5/14) 35.3(40/113)
ヨーt]ヴ̂' 32.0(8/25) 36.8(7/19) 40.0(4/10) 32.8(24/73)

注) ( )内の数字は､分母-当該タイプに属する企業のうち当該地域に

子会社を持つ企業の総数､分子-そのうち子会社社長のボーナス額の
決定に公式を用いる (項目1と2の)企業数を各々表 している｡
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インプリメンター型とローカルイノベーター型の間でほとんど差は見 られない｡

アジア地域で若干の差が見 られるだけである｡地域的には､北米 とヨーロッパに

比べ､アジア地域での割合が相対的に低いのが注目される｡

②仮説の検証

タイプ間の相違を検証するために､まずはボーナス決定の公式度に関する相関

係数から見てみよう｡表 6-32からわかるように､タイプ分けの基準 となる本

社から子会社-の知識移転とボーナス決定の公式度の相関は有意ではないoさら

に､本社から子会社への知識移転については､重回帰分析のβ係数 も有意でない｡

表 6-32 ボーナス決定の公式度に関する相関係数

内部取引の規模

本社から子会

0 . 172(160) 辛

注 1)スピアマンの順位相関係数による｡ ( )内は有効ケース数｡

2) *p≦0.05

実際､両タイプ問の割合の差の検定では､いずれの地域についても有意な差は

なかったD したがって､インプリメンター型ではボーナス決定の主観性が高 く､

ローカルイノベーター型ではボーナス決定の公式度が高いとする仮説 3-8と仮

説3-9は棄却されたことになる｡

5 モニタリング ･システム (コントロール ･モー ド)

コントロール ･モー ドでの関心事は､アウトプット･コントロールとど-イビ

ア･コントロールのいずれのモー ドがインプリメンター型 とローカルイノベータ

ー型において支配的なのかを検証することである｡2つのコントロール ･モー ド

は必ず しも排他的ではないといわれているが､本研究では､ローカルイノベータ

ー型はアウトプット･コントロールに依存 し､インプリメンター型はビヘイビア

･コントロールに依存 しやすいと仮定 した (仮説 3-10､仮説 3-11)0
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A アウ トプット･コントロール

①データの単純集計

仮説 3-10を検証するために､子会社マネジャーの人事考課において､結果

(財務業績)と経営のプロセスのどちらを重視 しているのかを尋ねた｡経営のプ

ロセスに比べて結果を重視する程度が高いほどアウ トプット･コントロールに近

いと判断 した｡表 6-33に見るように､いずれの地域 もローカルイノベーター

型の方がインプリメンター型より結果重視度が高 くなっているが､その差は大 き

くない｡全体的に見ると､7点 リッカー ト･スケールの中間値であるポイント4

にかなり近い｡したがって､経営のプロセスと結果の両方をほぼ同程度に重視 し

ていると解釈できるだろう｡

表 6-33 結果 (財務業績)重祖度

イn.I)Jンクー型 ロー加レイ/へ一一卜型 ツーウェイ70レイト型 全サ ンプル

結果重視度 (逆転 スコア) :

アジア 4.06(1.2 3 ) 4.43(1.48)
北米 4.18(1.16) 4.44(1.50)
トロ･/ハ 4.15(1.02) 4.90(1.48)

4.34(1.28)
4.29(1.20)
4.50(1.26)

4.12(1.28)
4.23(1.29)
4.36(1.25)

平 均 4.08(1.20) 4.42(1.27) 4.35(1.27) 4.17(1.20)

注)上記は逆転済みのスコアであり､ ( )内は標準偏差を表す｡

②仮説の検証

結果重視度については､ローカルイノベーター型の方がインプリメンター型よ

りやや高いスコアとなっているが､その差は有意なものなのだろうか｡これを検

証するために､結果重視度に関する相関係数を求めたが､いずれの変数 とも有意

な相関は表れなかった｡ β係数に関 しても同様である｡

それでもなお､両タイプ間の平均値の差の検定を行 ってみたところ､3地域の

平均値に関 してはかなり弱いながらも有意な差が認められた｡地域別にはヨーロ

ッパ地域だけが有意 となっている｡ したがって､ローカルイノベーター型はイン

プリメンター型よりアウトプット･コントロールに依存 しやすいと仮定 した仮説

3-10は一応支持 されたことになるが､その検証力はそれほど高 くない｡
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表6-34 アウトプット･コントロールに関する仮説の検証

イ〃●TJルター型 ローカルイJへ■一夕-型 t値 Z値

結果重視度 (逆転スコア) :
アジア 4.06(1.23) 4.43(1.48) -1.28 -1.06
北米 4.18(1.16) 4.44(1.50) -0.84 -0.65
ヨーロ･Jlt 4.15(1.02) 4.90(1.48) 11.95* 11.75辛

平 均 4.08(1.20) 4.42(1.27) -1.45I -1.39I

IP≦0.1､ ‡p≦0.05

B ビヘイビア ･コントロール

①データの単純集計

ビヘイビア ･コントロールは､本社が子会社マネジャーの意思決定や経営行動

をモニターする程度と子会社に対する是正措置の指示頻度で測定 している｡表6

-35に見るように､インプリメンター型とローカルイノベーター型の間でスコ

アにほとんど差は見 られないD全体的には､モニターの程度および是正措置の指

示頻度ともに中間値よりやや高い傾向が見られる｡

表6-35 ビ-イビア･コントロールの程度

イン7●TJJンクー型 ｡一加り八㌧タ-型 ツーウェイ7oレイト型 全サンプル

モニターの程度 :

アジア 4.49(1.40) 4.59(1.53)

北米 4.58(1.18) 4.86(1 .33)
ユーロッ八 4.55(1.3 1) 4.60(1.53)

5.ll(1.27)

4.85(1.35)
4.70(1.33)

4.69(1.39)
4.76(1,20)
4.61(1.31)

平 均 4.52(1.33) 4.59(1.36) 4.97(1.29) 4.65(1.31)

指示の頻度 :

アジア 4.71(1.30)
北米 4.76(1.20)
トロ･/八 5.18(1.14)

4.86(1.37) 5.27(1.17)
4.84(1.30) 5.07(1.20)
4,80(1.67) 5.20(1.13)

4.93(1.23)
4.85(1.19)
4.99(1.27)

平 均 4.70(1.25) 4.73(1,26) 5.27(1.05) 4.86(1.18)

注) ( )内は標準偏差
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②仮説の検証

モニターおよび是正措置の指示に関する表6-36の相関係数を見てみると､

本社から子会社-の知識移転はいずれとも有意な相関を見せていない｡β係数 も

同様である｡さらに､両タイプ間の平均値の差の検定からも､有意な結果は得ら

れなかった｡ したがって､インプリメンター型はローカルイノベーター型よりど

-イビア ･コントロールに依存しやすいと仮定 した仮説 3-11は棄却されたこ

とになる｡上記のアウトプット･コントロールの結果とあわせて解釈すると､日

本企業のコントロール ･モー ドは､どのモー ドが支配的というよりも両コントロ

ール ･モー ドを適切に使い分けているのではないだろうか｡言い換えれば､日本

企業はどのタイプであっても､アウトプットもしっかりコントロールしていれば､

ど-イビアあるいはプロセスもきちんとコントロールしているのであろう0

表6-36 ビ-イビア ･コントロールに関する相関係数

モニターの程度 是正措置の指示

本社調整の規模
子会社から本社への知識移転

本社から子

0.152(163)辛 0.187(163)**

0.191(161) **

注 1) ( )内は有効ケース数

2)*p≦0.05､**p≦0.01

6 コミュニケーション･システム (コミュニケーション)

本社 と海外子会社間のコミュニケーションに関 しては､2つのことに関心があ

る,1つは本社と子会社間の垂直的コミュニケーションであり､もう1つはその

コミュニケーションを公式的に行うためのコミュニケーション専門職能の存在で

あるD本研究では､インプリメンター型の方が本社から子会社-の情報伝達と子

会社から本社-の情報伝達がともに活発に行われていると仮定 した (仮説3-1

2)｡また､活発な情報のやりとりを円滑にすべく､インプリメンター型の子会

社にはコミュニケーション専門の職能が設置されやすいと仮定 した く仮説3-1

3)0
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A 垂直的コミュニケーション

①変数の操作化

垂直的コミュニケーションとして､本社から子会社への情報伝達と子会社から

本社への情報伝達の双方向の情報伝達量を測定 している｡前者の尺度は､サプラ

イヤー情報､マーケット情報､同業他社情報の3項目に対する7点 リッカー ト･

スケール (1:親会社からきているものはまったくない､4:半分程度が親会社

から､7:必要な情報のほぼ全部が親会社からきている)の得点を単純平均 した

ものであるO後者の尺度は､サプライヤー情報､マーケット情報､同業他社情報

のほかに現地政府情報を加えた4項目の7点 リッカー ト･スケールの得点を単純

平均 したものである｡これら合成尺度の信頼性を地域別に見てみると表 6-37

のとおりである｡Cronbachのα係数は0,8前後と､かなり高い値を示 している｡

表6-37 垂直的コミュニケーション尺度の信頼性

合成変数 Cronbacb●Sα

本社から子会社への情報伝達量 (アジア子会社) 0.8179
本社から子会社への情報伝達量 (北米 子会社) 0.7850
本社から子会社-の情報伝達量 (ヨーロ州 子̀会社) 0.7693

子会社から本社-の情報伝達量 (アジア子会社) 0.8910
子会社から本社への情報伝達量 (北米 子会社) 0.8674

②データの単純集計

垂直的コミュニケーションに関する単純集計を見ると､インプリメンター型は

ローカルイノベーター型に比べ､双方向の情報伝達量がともに多いO しかしなが

ら､ツーウェイプレイヤー型の場合は､インプリメンター型よりも双方向の情報

伝達量がさらに多 くなっている｡ツーウェイプレイヤー型は､本社から子会社へ

の知識移転量とその逆方向の子会社から本社への知識移転量がともに多いタイプ

として定義されるが､情報伝達に関しても知識移転と同じことが起こっているの

である｡
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表 6-38 垂直的コミュニケーションの程度

イn'TJメンター型 ロ-カルイ/へ■-卜型 ツーウェイ7●レイト型 全サンプル

本社から子会社

への情報伝達量 :

ア ジア 4.10(1.53) 3.02(1.35)
北米 3.48(1.27) 2.67(1.33)
ヨーロ･)ハ 3.18(1.27) 2.68(1.40)

4.57(1.20)
4.12(0.97)
4.03(0.99)

3.86(1.47)
3.35(1.36)
3.26(1.30)

平 均 3 . 87( 1 . 39) 2.74(1. 16) 4 . 36( 1 .17 ) 3.6 1(1 . 39)

子会社から本社
への情報伝達量 :

ア ジア 4.44(1.43) 3.91(1.77)
北米 4.60(1.25) 3.86(1.49)
ヨーロッハ 4.45(1.14) 4.13(1.40)

5.76(1.27)
5.75(1.20)
5.47(1.27)

4.51(1.62)
4.52(1.50)
4.59(1.35)

平 均 4.52(1.32) 3.85(1.58) 5.73( 1. l l) 4.52(1.52)

注) ( )内は標準偏差

⑧仮説の検証

仮説 3-12の検証のために､まずは情報伝達量に関する相関係数から見てみ

よう｡知識移転と情報伝達はかなり強いプラスの相関関係にあることがわかる｡

注目すべきことは､本社から子会社への知識移転が活発であればあるほど本社か

ら子会社-の情報伝達のみならず子会社から本社への情報伝達 もまた活発である

ということである｡同様に､子会社から本社-の知識移転が活発であればあるは

ど子会社から本社への情報伝達のみならず本社から子会社への情報伝達 もまた活

発であるということがいえる｡この知識移転 と情報伝達の間の強い相関関係によ

って､ツーウェイプレイヤー型において､本社と子会社の問で知識移転と情報伝

達がともに活発に行われていることを説明できる｡そして､重回帰分析の結果か

らも､本社 と子会社間の知識移転は本社と子会社間の情報伝達を規定する主要因

であることが示される(.)O

そこで､インプリメンター型とローカルイノベーター型の問で情報伝達量の平

均値の差の検定を行 った｡本社から子会社への情報伝達については､ヨーロッパ

地域を除けば､インプリメンター型とローカルイノベーター型の間でかなりの有
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表 6-39 垂直的コミュニケーションに関する相関係数

本社から子会社 子会社から本社
への情報伝達 -の情報伝達

本社調整の規模 0.434(166)
内部取引の規模 0.177(166)
現地ニーズの反映度 -0.272(165)

+

+

･*

･*

HH

Hh

ーIH

0.290(165)‡‡‡

子会社から本社-の知識移転 0.347(165)‡**
海外進出後の経過年数 -0.129(163)辛

0.498(165)*‡*

注1) ( )内は有効ケース数

2)辛p≦0.05､***p≦0.001

意差が表れているD子会社から本社への情報伝達についても､3地域平均 レベル

では有意な差を見せている｡したがって､インプリメンター型の方が本社から子

会社-の情報伝達と子会社から本社への情報伝達がともに活発に行われていると

仮定 した仮説3-12は支持されたことになる｡

表6-40 垂直的コミュニケーションに関する仮説の検証

イn-リメンター型 ローかり/へ一一クー型 t値 Z値

本社から子会社
-の情報伝達量 :

ア ジア 4.10(1.53) 3.02(1.35)
北米 3.48(1.27) 2.67(1.33)

ヨーロ･/]1 3,18(1.27) 2.68(1.40)

3.51‡** -3.10**‡

2.77** -2.83**

1.28 -1.70*

平 均 3.87(1 .39) 2.74(1.16) 4.60‡*‡ -4.19‡*‡

子会社から本社
への情報伝達量 :

ア ジア 4.44(1.43) 3.91(1.77)
北米 4.60(1.25) 3.86(1.49)
ヨーロブ八 4.45(1.14) 4.13(1.40)

1.61I -1.54I
2.39‡‡ -2.24辛

0,85 -0.97

平 均 4.52(1,32) 3.85(1.58) 2.42‡* -2.22辛
†p≦0.1､ ‡p≦0.05､ H p≦0.01､ ‡‡*p≦0.001
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B コミュニケー ション専門職能

①データの単純集計

本社 と子会社間のコミュニケーションを円滑にするために､コミュニケー ショ

ン専門の職能が子会社に設置 されるケースがあるo表 6-41は､進出地域別に

コミュニケー ション専門の職能が子会社に設置されているか否かを尋ねたもので

ある｡2割強の子会社にコ ミュニケー ション専門の職能が存在 している｡欧米に

比べアジアの割合がわずかに低い程度で地域差はほとんどない｡

表 6-41 コミュニケー ション専門職能の有無

コミュニトション職能あ り コミュニトション職能な し 合計

29(20.0%) 116(80.0%)
27(22.9) 91(77.1)
17(22.4) 59(77.6)

145(100%)
118(100%)
76(100%)

合 計 73(21.5) 2 6 6(78.5) 339(100%)

注)この表は､表 5-12と同 じものである｡

次は､地域別 ･タイプ別 にコミュニケー ション専門職能の割合を見てみよう｡

他のタイプに比べ､ツーウェイプレイヤー型の場合は設置割合が4割強 とかなり

高 くなっているOインプ リメンター型 とローカルイノベーター型では､後者の方

がやや高い割合を見せている｡

表 6-42 コミュニケー ション専門職能の設置

イけ りメンター型 ロー仙イJt■-クー型 ツーウェ17'レイト型 全サ ンプル

アジア 13.0%(7/54) 20.5%(8/39) 44.4%(8/18)
北米 12.5(5/40) 28.2(ll/39) 42.9(6/14)
ヨーロブn 3.7(1/27) 30.0(6/20) 40.0(4/10)

20.0%(29/145)
22.9(27/118)
22.4(17/76)

注) ( )内の数字は､分母-当該タイプに属する企業のうち当該地域に

子会社を持つ企業の総数､分子-そのうち子会社にコミュニケーショ

ン専門の職能を設置 している企業数を各々表 している｡
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②仮説の検証

単純集計によれば､インプリメンター型よりローカルイノベーター型の方がコ

ミュニケーション専門職能を持つ割合が高いが､それは統計的にも有意なものな

のだろうか｡まずは､コミュニケーション専門職能に関する相関係数から見てみ

よう｡表6-43に見るように､両タイプの判別基準となる本社から子会社-の

知識移転との相関は有意でない｡

表6-43 コミュニケーション専門職能に関する相関係数

本社調整の規模
子会社から本社への知識移転
本社か

0.130(166)辛
0.173(164)辛

注1)スピアマンの順位相関係数による｡ ( )内は有効ケース数｡

2)‡p≦0.05

それでもなお､両タイプ間の割合の差の検定を行ってみると､アジアを除 く欧

米の子会社に関しては弱いながらも有意な差が認められる｡しかしながら､両タ

イプ間の割合の高低は､仮説で仮定 したのとは逆になっているO仮説3-13で

は､インプリメンター型の方が本社と子会社間の情報のやりとりが活発であるだ

ろうから､それをサポー トするためにコミュニケーション専門の職能が設置され

やすいと仮定 したが､結果的にはローカルイノベーター型の方が設置の割合が高

くなっている｡このような結果についての解釈は後述することにする0

表6-44 コミュニケーション専門職能に関する仮説の検証

イげ リメンター型 ローかレイノへ'-クー型 カイ自乗 p

コミュニトション専門
職能の設置 :

アジア 13.0%(7/54) 20.5%(8/39)
北米 12.5(5/40) 28.2(ll/39)
ヨーDJlt 3.7(1/27) 30.0(6/20)

0,954 0.3286
3.015I 0.0824
6.267* 0.0122

Ip≦0.1､‡p≦0.05
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7 芙境測定 システム (マネジメン ト･スタイル)

インプ リメンター型とローカルイノベーター型は､GooldandCampbell[1987]

の提唱する3つの代表的マネジメン ト･スタイルのうちどれを採用 しているのだ

ろうか｡GooldandCampbell[1987]のいうFCスタイルとは､財務業績を厳 しく

コン トロールするマネジメン ト･スタイルである｡SPスタイルとは､本社が子

会社の戦略計画に大 きな影響力を行使するマネジメン ト･スタイルである｡本研

究では､ローカルイノベーター型はFCスタイルをとり､インプ リメンター型は

SPスタイルをとりやすいと仮定 した (仮説 3-14､仮説 3-15)O

①データの単純集計

上記2つの仮説を検証するために､子会社プラニングへの本社の影響力とコン

トロール-の本社の影響力を測定 したO前者は､子会社の長期経営計画が本社に

よって どの程度調整 されるのか (長期計画の調整皮)､後者は､本社が戦略 目標

達成 と予算 目標達成のどちらを相対的に重視するのかによって操作化 した｡表 6

-45に見 るように､インプリメンター型 とローカルイノベーター型の両タイプ

問で､長期計画の調整度 と戦略 目棟の重視度のいずれもほとんど差はない｡む し

表 6-45 プラニングへの影響 とコントロール-の影響

イげ リメンター型 ロー加レイ/へ■-クー型 ツーウェけ レイト型 全サ ンプル

長期計画の調整度 :

アジア 4.96(1.62) 4.55(1.81)
北米 4.77(1.68) 4.75(1.54)
ヨーロγハ 4.85(1.76) 5.50(1.53)

5.77(1.ll)
5.07(1.44)
5.44(1.50)

4.97(1.62)
4.91(1.54)
5.16(1.64)

平 均 4.88(1.57) 4.67(1.57) 5.44(1.20) 4.94(1.47)

戦略 目標の重視度 :

アジア 3.86(1.41) 3,63(1.68)
北米 3.92(1.44) 3.56(1.50)
ヨーt]･)11 3.88(1.50) 3.35(1.53)

4.ll(1.45)
3.78(1.47)
3.80(1.47)

3.83(1.45)
3.78(1.45)
3.79(1.50)

平 均 3.87(1.33) 3.64(1.51) 4.00(1.31) 3.84(1.37)

注) ( )内は標準偏差
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ろ､長期計画の調整度において､ツーウェイプレイヤー型が相対的に高いスコア

を示 していることが注目される｡全体的に見てみると､長期計画の調整度の場合

はいずれの地域において もかなり高いスコアを示 している反面､戦略目標の重視

度は7点 リッカー ト･スケール (1:予算目標の達成を最重視､4:両 目標同 じ

ウェー ト､7 :戦略目標の達成を最重視)のスコア4にかなり近い値 となってお

り､戦略ヨ標 と予算目標がともに重視 されていることを物語っている(6)D

このような特徴を示すマネジメント･スタイルは､GooldandCampbell[1987]

の定義 した3つの基本スタイルのいずれにもあた らない｡むしろ､彼 らがその他

のスタイルとして分類 した､ス トラテジック ･プログラミング ･スタイル (6)が回

答企業の全休像をかなりうまく捉えている(丁)｡GooldandCampbell[1987,p.43]

は､ス トラテジック ･プログラミング ･スタイルの特徴を次のように述べている｡

･- 亭主:i事業単位L,ベ/I,の厳呼原発に厨与する pLかL､本社はそれにbqiT､野啓7={業

務5房をAi:i-をL,その5房の達成を#<.要求Lようとする｡このスタイJL/は､芹卿をプラニング､

鮮卑の本と三屋.H房5厚および嘗解5厚(=好するタイトをコントローJL,などを符節とする.､

要するに､子会社のプラニングにも大 きな影響力を行使するが､財務的結果に

対 してもコン トロールを厳 しく行 う｡それでいながら､戦略的な目標の達成 も同

時に強琵するというのが､日本のグローバル企業の特徴 として浮かび上がるD

②仮説の検証

GooldandCampbell[1987]の提唱するマネジメント･スタイルと本社 ･子会社

関係のタイプとは何 らかの相関があるのだろうか｡このことを検証するためにま

ずは､長期計画の調整度 と戦略 目標の重視度に関する相関係数を求めた｡インプ

リメンター型 とローカルイノベーター型の両タイプとマネジメン ト･スタイルと

の間に関連があるとすれば､長期計画の調整度 と戦略目標の重視度はともに本社

から子会社-の知識移転 と有意な相関関係にあるはずである｡ しかしながら､表

6-46の結果によると､長期計画の調整度 と本社から子会社-の知識移転の間

には有意な相関が示されたが､戦略目標の重視度 と本社か ら子会社-の知識移転

の間には有意な相関関係が認められなかった｡重回帰分析のβ係数を見ても､長
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期計画の調整度と戦略目標の重視度のいずれについても本社から子会社への知識

移転は有意ではなかった｡さらに､インプリメンター型とローカルイノベーター

型の間で平均値の差の検定を行ったが､有意な差は示されなかったので､ローカ

ルイノベーター型はFCスタイルをとり､インプリメンター型はSPスタイルを

とりやすいと仮定 した仮説3-14および仮説3-15は棄却される｡

表 6-46 マネジメント･スタイル特性に関する相関係数

長期計画の調整度 戦略目標の重視度

本社調整の規模 0.655(166)***

内部取引の規模 0.144(166)辛

子会社から本社-の知識移転 0.229(164)*‡

海外進出後の経過年数 0.142(158)辛

注 1) ( )内は有効ケース数

2)*p≦0.05､ *‡p≦0.01､ ***p≦0.001

8 人事評価システム (美浜測定と美浜評価の結びっき)

業績測定と業績評価の結びつきの程度は､インプリメンター型とローカルイノ

ベーター型の間で差があるのだろうかD本研究では､ローカルイノベーター型の

方が業績測定と業績評価の結びつきの程度が高いと仮定 した (仮説3-16)｡

このことを検証するために､業績測定と人事考課とのリンケージおよび業績測定

とボーナス ･システムとの リンケージの程度が測定された｡

①データの単純集計

表6-47は､タイプ別 ･地域別の単純集計である｡業績測定と人事考課のリ

ンケージ､業績測定とボーナス ･システムのリンケージのいずれについても､両

タイプ間でほとんど差はないOむしろ､ツーウェイプレイヤー型の方が相対的に

高いスコアとなっている｡
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表6-47 業績測定と業績評価の結びっき

イげ リメンター型 ローかレイ/へ■一夕-型 ツーウェイ7●レイト型 全サンプル

業績測定と人事
考課との結びつき :

ア ジア 4.42(1.50)
北米 4.78(1.45)
ユーロ･/11 4.65(1.62)

4.21(1.66)
4.76(1.72)
4.60(1.66)

5.00(1.41) 4.37(1.49)
5.35(1 .55) 4.76(1.54)
5.10(1,44) 4.68(1.50)

平 均 4.52(1.48) 4.52(1.68) 5.00(1.44) 4.53(1.48)

業績測定とホ一一ナス･
システムとの結びっき :

ア ジア 3.76(1.49)
北米 4.13(1.47)
1-ロ･/]1 4.23(1.53)

3 .78(1.66)
4.47(1.87)
4.65(1.72)

4.44(1.50)
4.71(1.54)
4.80(1.47)

3.88(1.52)
4.31(1.63)
4.46(1,57)

平 均 3.86(1.47) 4.27(1.81) 4.42(1.53) 4.07(1.58)

注) ( )内は標準偏差

②仮説の検証

業績測定と業績評価の結びつきに関する相関係数を見てみると､インプリメン

ター型とローカルイノベーター型の判別基準となる本社から子会社への知識移転

は業績評価システムと有意な相関を示 していない｡また､重回帰分析から得 られ

るβ係数も､本社から子会社への知識移転に関しては有意でない｡

表6-48 業績測定と業績評価の結びっさに関する相関係数

人事考課システム ホ一一ナス･システム
との結びつき との結びっき

内部取引の規模

現地ニーズの反映度
0.142(161)辛
0.179(160)*

注 1) ( )内は有効ケース数

2)‡p≦0.05
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それでもなお､両タイプ間の平均値の差の検定を行ったところ､業績測定と人

事考課 との結びつきは有意でなかったものの､3地域の平均レベルでは､業績測

定とボーナス ･システムとの結びっきについて弱いながらも有意な差が存在する｡

したがって､ローカルイノベーター型の方が業績測定と業績評価の結びっきの程

度が高いとした仮説 3-16は一応支持されたことになる｡

表 6-49 業績測定と業績評価の結びっきに関する仮説の検証

イn .IJメンター型 ロ-加レイ)̂'-卜型 t値 Z値

業績測定とホ'-ナス･

システムとの結びっき :

アジア 3.76(1.49) 3.78(1.66) -0.06 -0.06
北米 4.13(1.47) 4.47(1.87) -0.89 -1.16
ヨーロ･/ハ 4.23(1.53) 4.65(1.72) -0.87 -1.07

平 均 3.86(1.47) 4.27(1.81) -1.30I -1.46I

Ip≦0.1

9 マネジメント･コントロールの差別化

これまで､マネジメント･コントロールの8つのサブシステムに関 して､主と

してインプリメンター型 とローカルイノベーター型の比較を行ってきた｡ここで

もう1つ興味深いのは､同一企業内にある役割の異なる子会社に対 して､異なる

マネジメント･コントロール ･システムが適用されるか否か､あるいは､進出地

域別で本社の子会社に対するマネジメント･コントロールには相違があるか否か

という､いわゆるマネジメント･コントロールの差別化の問題である｡本研究で

は､子会社の役割差別化に伴ってマネジメント･コントロール ･システムも差別

化されるだろうと仮定 した (仮説3- 17)O

①進出地域によるマネジメント･コントロールの差別化

表 6-50は､3地域すべてに進出している企業 61社を対象に､3つの進出

地域別にマネジメント･コントロールのサブシステムに違いがあるか否かを検討

した分散分析の結果である｡まず､責任システム (経営の現地化)の操作化変数
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表 6-50 進出地域によるマネジメン ト･コントロールの差別化

アジア 北米 ヨーロッ八 総平均 F値

★現地人化 (社長)

紳 大化 ■∴く潮
現地人 化 (部長)

25.4% 35.0% 28.3% 29.6% 1.37

4.49 4.98 4.95 4.80 1.50

マネ･/卜の組綴社会化 4.22 4.25 4.04 4.17 0.80
内なる国際化 1.40 1.29 1.27 1.32 0.37

★予算達成圧力 73.3% 73.3% 73.3% 73.3% 0.00
予算原案作成権限委譲 5.04 5.22 5.22 5.16 0.27

★未■-ナスと子会社業績のl)ンク 41.8% 53.6% 52.60'Jb 49.4% 1.89
★未■-ナス決定の公式度 22.0% 35.0% 33.3% 30.2% 2.80

結果重視度 (逆転スコア) 4.23 4.28 4.38 4.30 0.21
モニターの程度 4.78 4.73 4.68 4.73 0.07
是正指示の頻度 5.08 5.06 5.01 5.05 0,04

長期計画の調整度 5.05 4.91 5.11 5.02 0.22
戦略目標の重視度 3.75 3.81 3.78 3.78 0.03

本社から子会

子会社から本社への情報伝達 4.57 4.67 4.53 4.59 0.15
★コミュニケーション専門職能 23.0% 23.0% 19.7% 21.9% 0.25

業績測定 と人事考課のリンク 4.56 4.75 4.63 4.65 0.23
業績測定と未′-ナスシステムのリンク 4.15 4.36 4.35 4.28 0.37

注 1)現地人化 (社長)は､子会社社長が現地人である企業の割合を表す｡予

算達成圧力は､子会社社長の業績を評価する8つの項目のうち､予算の

達成が上位 3位以内にランクされる企業の割合を表す.ボーナスと子会

社業績の リンクは､子会社社長へのボーナスが当該子会社の業績のみに

基づ く企業の割合を表すDボーナス決定の公式度は､子会社社長のボー

ナス決定に公式が使われる企業の割合を表す｡コミュニケーション専門

職能は､本社 とのコミュニケーションを専門とする職能が子会社に設置
されている企業の割合を表す｡

2)★印は､地域間の割合の差の検定がカイ自乗検定によることを表す｡ し

たが って､F借欄の数値はカイ自乗値である｡

3)結果重視度のスコアは､逆転済みのスコアである｡

4) Ip≦0.1､‡p≦0.05
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としての経営管理の現地化および副社長の現地人化において､3地域間で有意な

差が存在する (各々5%と10%水準)｡経営の現地化については､アジア子会

社より北米やヨーロッパの子会社の方が進んでいるといえる｡また､コミュニケ

ーション･システムの操作化変数としての本社から子会社への情報伝達において､

3地域間で有意な差が表れた (10%水準)｡本社から子会社-伝達される情報

量は､アジア子会社の場合がもっとも多く､ヨーロッパ子会社の場合がもっとも

少なくなっている｡ しかし､これら2つのサブシステムのはかは､地域による違

いはほとんどないといってよい｡大まかにいえば､グローバル企業の本社は､ア

ジア､北米､ヨーロッパの子会社に対 して非常に似通ったマネジメント･コント

ロ-ル ･システムを適用 しているのであるOとりわけ､北米とヨーロッパの間で

は､8つのサブシステムすべてにおいてほとんど差が見 られない｡

②子会社の役割によるマネジメント･コントロールの差別化

同一企業内の役割の異なる子会社に対 して､マネジメント･コントロールは差

別化されているのだろうか｡表6-51は､3地域すべてに進出している61社

のうち､アジア子会社がインプリメンターの役割､北米子会社がローカルイノベ

ーターの役割を担 う10杜 (表 6-51の左半分)と､アジア子会社がインプリ

メンターの役割､ヨーロッパ子会社がローカルイノベーターの役割を担 う10社

(表 6-51の右半分)を各々対象にしている｡なお､今回の調査では､同一企

業の中で3地域の子会社すべてに異なる役割が与えられているケースは1社 も存

在 しなかった｡

表 6-51に見るように､インプリメンター (アジア子会社)とローカルイノ

ベーター (北米子会社)のペアの場合､責任 システム (経営の現地化)の操作化

変数のすべてが有意である (10%水準)｡とりわけ副社長の現地人化は､ロー

カルイノベーターの子会社の方がインプリメンターの子会社よりかなり進んでい

る｡ただし､表6-50の結果を踏まえると､副社長の現地人化の程度の差につ

いては､子会社の役割の違い以外に､アジアと北米という地域の違いの影響も十

分考えられる｡次に､インセンティブ ･システムにおけるボーナス決定の公式度

にも､明らかに違いが認められるDなぜなら､インプリメンターの子会社におい

て､子会社社長のボーナス決定に公式が用いられることはないが､ローカルイノ
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表 6-51 子会社の役割によるマネジメン ト･コン トロールの差別化

冨蒜 書 芸goJ (;;79';目 蓋 i t値 イげ リ ロー加′イ ー値メンター 八㌧タ-(アシ一ア)(3-°.Jlt.)

経営澄理の現地化 5,88 6.26 -0.85邑 -,x至:≡法主粉黛"＼㌫_〉徳治盟〟淵..二.ja､〉≡Ji㍊ 娼J席誘_.∫:*≒_i.=妄こ._実≡≡:=

マ汀 ヤーの組織社会化 3.92 4.27 -1.04 4.05 3.95 0.21
内なる国際化 1.00 1.00 0.00 1.00 1.00 0.00

★予算達成圧力 90ー0% 90.0% 0.00 70.0% 70.O先 o.00

★ホ■-ナスと子会社業績TJンク 44.4% 80.0% 2.57
★ホ'-ナス決定の公式度

33.3% 60.0% 1.35

結果重視度 (逆転スコア) 3.80 4.20 -0.62
モニターの程度 5.70 5.60 0.17

4.10 3.60 0.85
5.40 5.20 0.30

長期計画の調整度 4.77 5.00 -0.25 5.22 4.70 0.58
戦略 目標の重視度 3.30 3.30 0.00 3.40 3.50 -0.15

本社-子会社情報伝達 3.73 3.10 1.10

★コミユニトシヨン専門職能 20.0% 20.O先 o.00 40.0% 30.0% 0.21

業績測定 と人事考課のリンク 4.00 4,60 -1.00 4 .60 4.70 -0.14

注 1)★印は､子会社役割間の割合の差の検定がカイ自乗検定によることを

表す｡ したが って､ t借欄の数値 はカイ自乗値である｡

2)結果重視度のスコアは､逆転済みのスコアである｡

3)Ip≦0.1､‡p≦0.05､‡‡p≦0.01
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ベーターの子会社においては､子会社社長のボーナス決定に公式を用いる企業が

4割 も存在するからである｡人事評価システム (業績測定と業績評価の結びっき)

についても､ローカルイノベーターの子会社ではインプリメンターの子会社より

業績測定とボーナス ･システムとの結びっさが強い (5%水準)0

次に､インプリメンター (アジア子会社)とローカルイノベーター (ヨーロッ

パ)のペアを見てみよう｡上記と同じく､責任システム (経営の現地化)におけ

る現地人化の程度とインセンティブ ･システムにおけるボーナス決定の公式度は､

いずれもローカルイノベーターの子会社のほうが高い｡ただし､前者に関しては､

子会社の役割の相違以外に地域の養いが影響 している可能性がある｡その他には､

子会社予算原案の作成権限の委譲の程度 (有意水準 10%)､本社から子会社へ

の情報伝達の程度 (有意水準 1%)に有意な差が表れている｡すなわち､予算原

案の作成権限の委譲は､ローカルイノベーターの子会社のほうがインプリメンタ

-の子会社より進んでいる一方､本社から子会社へ伝達される情報量はインプリ

メンターの子会社のほうが多くなっている｡

以上から､同一企業内で､子会社の役割差別化に伴ってマネジメント･コント

ロール ･システムも差別化されるだろうと仮定した仮説3-17は､弱いながら

も一応支持されたことになるO

3)環境とマネジメント･コントロール ･システム

環境が本社 ･子会社関係に与える影響については､すでに考察 したとおりであ

るDここでの関心事は､環境がマネジメント･コントロ-ル ･システムに与える

影響を検証することである｡これまでの仮説検証から明らかなように､グローバ

ル企業のマネジメント･コントロール ･システムは､本社 ･子会社関係によって

かなりの程度そのプロトタイプが形作られるoLかし､同じインプリメンター型

企業であっても､実際のマネジメント･コントロール ･システムにはかなりのば

らつきが存在するはずであるOそのプロトタイプからのバリエーションの原因を､

本研究では環境要因の影響に求めている｡具体的には､グローバル統合への圧力

が高いほど､価値 ･理念の共有化､垂直的コミュニケーション､ボーナスとクラ

スター業績とのリンケージ､ビヘイビア ･コントロールなどの程度が高 くなると
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表6-52 環境要因とサブシステムとの相関 (タイプ別)

タイプ イ〃■リメンター型 ロ-加り八㌧卜型

す7 ■ システム 調整 取引 =-ス̀の 調整 取引 ニーTの
の操作化 規模 規模 反映 規模 規模 反映

マネ了卜の組織社会化 0.19 -0.32*

★予算達成圧力
予算原案作成権限の委譲

ー0.17 0.24‡
-0.37‡*

0.29*
-0,29* -0.20

★ホ■-ナスと子会社業績T)ンケ
★木̀-ナス決定の公式度

-0.35**
0.25* 0,46***

結果重視度 -0,20
モニターの程度 -0.20 0.27 *

是正指示の頻度 0.22* 0.25* . -0ー20

長期計画の調整度戦略目標の重視度 0.63***0.20 0.59*** .

子会社-本社情報伝達

業績測定･人事考課のlJyク
業績測定･ホ̀-ナスシステム･TJンク

注 1)★印の項目についてはスピアマンの順位相関係数､その他の項目につい
てはピアソンの相関係数による｡

2)有効ケース数は､インプリメンター型が61､ローカルイノベーター型
が50である｡

3)‡p≦0.05､ 事‡p≦0.01､ ‡H p≦0.001

仮定 した (仮説4-1)｡また､ローカル適応への圧力が高いほど､経営の現地

化､予算達成圧力､予算原案作成権限､ボーナス決定の公式度､アウトプット･

コントロール､業績測定と業績評価の結びっさなどの程度は高いと仮定 した (仮
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説4-2)0

この2つの仮説を検証するには､本社 ･子会社関係の各タイプ別に､環境要因

とマネジメン ト･コントロールのサブシステムとの相関を見ればよい｡前述のご

とく､グローバル統合への圧力は本社調整の規模と内部取引の規模によって操作

化され､ローカル適応-の圧力は現地ニーズの反映度によって操作化された｡こ

れら3つの環境要因と8つのサブシステムの間には､表 6-52に見るように､

有意水準5%で有意な相関を示 しているケースが多数存在する｡

それらをサブシステム順に見ていくと､まず責任システム (経営の現地化)の

場合､グローバル統合への圧力は経営管理の現地化 と負の相関関係にある (イン

プリメンター型)｡教育 システム (価値 ･理念の共有化)の場合､ローカル適応

-の圧力はマネジャーの組織社会化 と負の相関関係にある (ローカルイノベータ

ー型)｡目標設定 システム (予算管理 システム)の場合､グローバル統合への圧

力は予算原案作成権限の委譲と負の相関関係を､ローカル適応への圧力は予算達

成圧力と正の相関関係を示 している (両タイプ)｡インセンティブ ･システム

(インセンティブ ･ボーナス)の場合､グローバル統合-の圧力はボーナスと子

会社業績の リンケージと負の相関関係にある (インプリメンター型)｡一方､ロ

ーカル適応-の圧力はボーナス決定の公式度と正の相関関係にある (ローカルイ

ノベーター型)｡モニタリング ･システム (コントロール ･モー ド)の場合､グ

ローバル統合への圧力はビヘイビア ･コントロールと正の相関関係にある (ロー

カルイノベーター型)｡業績測定システム (マネジメント･スタイル)の場合､

グローバル統合への圧力はプラニングへの影響と正の相関関係にある (両タイプ)｡

コミュニケーション･システム (垂直的コミュニケーション)の場合､グローバ

ル統合への圧力は本社 ･子会社間の情報伝達の程度と正の相関を示 している (両

タイプ)｡ ローカル適応への圧力は本社から子会社への情報伝達 と負の相関を示

している (両タイプ)｡最後に､人事評価 システム (業績測定 と業績評価の結び

つき)の場合､ローカル適応への圧力は業績測定とボーナス･システムの結びっ

さと正の相関関係にある (ローカルイノベーター型)Dグローバル統合への圧力

とボーナス決定の公式度との正の相関 (インプリメンター型)､およびローカル

適応への圧力とど-イビア ･コントロールとの正の相関 (インプリメンター型)

を除けば､上記の相関関係はほぼ仮説どおりであるoLたがって､グローバル企
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業の環境特性が､マネジメント･コントロール ･システムに影響を与えると仮定

した仮説4は支持 され､そのサブ仮説 も概ね支持 されたことになる｡

第 2節 調査結果の要約 と解釈

1)調査結果の要約

それでは､いままでの調査結果を要約 しそのインプリケーションを述べること

にしよう｡本研究では､4つの大仮説 とそれを操作化するための複数のサブ仮説

を設定 した｡4つの大仮説は､戦略 と本社 ･子会社関係 (仮説 1)､環境 と本社

･子会社関係 (仮説 2)､本社 ･子会社関係とマネジメン ト･コントロール ･シ

ステム (仮説 3)､環境 とマネジメント･コントロール ･システム (仮説 4)に

関するものである｡表 6-53は､大仮説 1から4までの検証結果を要約 したも

のである｡結果の判定は､サブ仮説の検証結果を総合的に判断 したうえで行 った｡

程度の差こそあれ､本研究で設定 した4つの大仮説はすべてが支持されている｡

表 6-53 仮説検証結果の要約 (1)

大仮説 独立変数 従属変数 判定

仮説 1

仮説 2

仮説3
仮説4

戦略 (ナシ311)ティー)
環境 (イげ ストリー)

本社 ･子会社関係

環境 (イげ ストlJ-)

本社 ･子会社関係 △

本社 ･子会社関係 ◎
マネシ■メントコント｡-ル･システム ○
マ打 メント･コントロール･システム ○

注)◎明らかに支持､○概ね支持､△ どちらかといえば支持､

×支持されない､★仮説の逆を支持

このうち､本研究の核 ともいえる仮説3 (本社 ･子会社関係 とマネジメント･

コントロール ･システムに関わる仮説)については､マネジメン ト･コントロー

ル ･システムの8つのサブシステム別に､サブ仮説の検証結果を表 6-54にま

とめた｡ここでも､結果の判定は総合判断による｡
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このような結果判定から､仮説検証の結論を次のように下すことができるであ

ろう｡まず戦略と本社 ･子会社関係について､日本企業はどちらかといえば､イ

ンプリメンター型の本社 ･子会社関係を保つ傾向にある｡インプリメンター型が

支配的なタイプではないにせよかなりその方向へとバイアスがかかっている｡ま

た､グローバル統合への圧力が高いほど､あるいはローカル適応への圧力が低い

表6-54 仮説検証結果の要約 (2) :大仮説3の場合

サブシステム サブシステムの操作化

責任 システム 経営の現地化

A ヒトの現地化 仮説3-1 ◎

B 予算原案作成権限 仮説3-5 ×

モニタリンク∴ システム コン佃-ル.モート′A 7ウげ ./トコントロール 仮説3-10 △ △
B ヒ̀へイt+7.コント｡-ル 仮説3-ll ×

業績測定 システム マiシーメントスタル 仮説3-14仮説3-15 ×× ×

注)◎明らかに支持､○概ね支持､△どちらかといえば支持､
×支持されない､★仮説の逆を支持
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ほど､本社から子会社-移転される知識量は大きくなる｡一方､経営の現地化､

価値 ･理念の共有化､インセンティブ ･ボーナス､垂直的コミュニケーションな

どのマネジメント･コントロールのサブシステムは､本社 ･子会社関係によって

かなり影響される｡とりわけ､本社 ･子会社関係が経営の現地化とインセンティ

ブ ･ボーナス､垂直的コミュニケーションに与える影響は著 しい｡もっとも､マ

ネジメント･コントロール ･システムに影響を及ぼすのは本社 ･子会社関係だけ

ではない｡グローバル企業の直面する環境もまた影響要因の1つである｡しかし､

環境が及ぼす影響の大部分は､本社 ･子会社関係を経由してすでにマネジメン ト

･コントロール ･システムに反映されているため､本社 ･子会社関係を経由しな

い直接的な影響はマイナーな影響として理解すべきであろう｡すなわち､仮説4

の検証からわかるように､環境要因は､本社 ･子会社関係の各タイプ別に存在す

るマネジメント･コントロール ･システムのバリエーションに関わっているので

ある｡

2)調査結果の解釈

質問票調査からは､概ね本研究のフレームワークに沿った結果が得 られた｡日

本のグローバル企業は同質的ではないとする主張は､かなりの程度データによっ

て裏付けられた｡もっとも､今回の調査で支持されなかった仮説および逆の結果

を見せた仮説に関 しては､若干の解釈が必要である｡予算原裏作成権限に関する

仮説 (仮説3-5)､ボーナス決定の公式度に関する仮説 (仮説3-8と仮説 3

-9)､ど-イビア ･コントロールに関する仮説 (仮説3-ll)､マネジメン

ト･スタイルに関する仮説 (仮説3-14と仮説3-15)は､それぞれインフ

リメンター型とローカルイノベーター型の間で有意な差がなかった｡両タイプ問

で養いが認められないということは､タイプの相違にも関わらず各々のサブシス

テムは非常に似通っていることを意味する｡あるいは､変数の操作化に問題があ

り､十分に現状を捉えていない可能性 もありうる｡

さらに重要な問題は､逆の結果を示した予算達成圧力に関する仮説 (仮説3-

4)とコミュニケーション専門職能に関する仮説 (仮説3-13)であるOまず

仮説3-4については､予算達成圧力はローカルイノベーター型のほうが高いと

した仮説に対 して､実際にはインプリメンター型のほうが予算達成圧力が高かっ
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た｡既存文献によれば､自立的な事業ユニットほど高い予算圧力が適 していると

いう｡インプリメンター型企業の子会社よりローカルイノベーター型企業の子会

社のほうが確かに自立性が高いはずなので､ローカルイノベーター型のほうが予

算達成圧力が高いと仮定したのである｡

この結果を巡って､次の3つの解釈が考えられる｡1つは､コンテクストの共

有である｡すでに考察したように､ローカルイノベーター型のほうがヒトの現地

化も経営の現地化も進んでいる｡他方､インプリメンター型は､相対的に現地化

が遅れている反面､価値 ･理念の共有化は進んでいる｡そのため､本社と子会社

はコンテクストの共有が可能となる｡このような状況では､本社は子会社に対し

て予算の達成を強調 しても何の弊害 も生じない｡それどころか､予算は経営効率

のシグナルとして機能する可能性さえあるoところが､ローカルイノベーター型

の場合は､コンテクストが共有されていないために､本社が子会社に対して予算

目標を強調すると､子会社は短期的な予算目標達成のために本社が意図していな

い行動をとりかねない｡その弊害を意識して本社は子会社に強い予算達成圧力を

かけないのだろう｡第2の解釈は､予算のコントロール機能に関わるものである｡

既述のように､予算原臭作成権限が子会社に委譲される程度は､タイプの如何に

関わらずかなり高い (インプリメンター型4.86､ローカルイノベーター型5.15)

ことから､予算がコントロール機能をほとんど果たさないか､あるいは非常に弱

いコントロール機能 しか果たせないことが考えられる｡そういう状況では､予算

圧力をかけること自体あまり意味をなさない｡そのため､相対的に予算原案作成

権限の分権化が進んでいるローカルイノベータ-型では予算達成圧力が弱くなる

のであろう｡

もう1つの解釈は､調査方法自体の限界と関わっている｡本研究で想定してい

るのは､本社が海外子会社に予算達成圧力をかける場面であり､Hopyood[1972]､

otleyl1978】､Brownelll1982]等が想定 していた場面とはかなり異質なものであるo

Lたがって､同様の測定尺度を使っていてもその結果の解釈にはそうしたコンテ

クストの違いが反映されるべきなのかもしれない｡ローカルイノベーター型の場

合､子会社の自立性が高いが故にプロセスよりも結果重視の傾向が相対的に強く

なる(a)oLたがって､結果重視のローカルイノベーター型には､ ｢利益発生額｣､

｢品質-の配慮｣､ ｢コスト-の配慮｣等が ｢予算の達成｣よりも優先される可
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能性があり､そのことが結果としてローカルイノベーター型の予算達成圧力が相

対的に低い結果につながっているのであろう｡

次に､仮説 3-13については､インプリメンター型のほうが海外子会社にコ

ミュニケーション専門職能を設置する比率が高いと仮定 した仮説に対 して､実際

には､ローカルイノベーター型のほうが設置比率が高 くなっている｡そして､ツ

ーウェイプレイヤー型の海外子会社にコミュニケーション専門職能が設置される

比率はローカルイノベーター型のそれよりもさらに高いことは注目に値する｡本

社と子会社の間の知識移転のパターンがまったく異なるローカルイノベーター型

とツーウェイプレイヤー型のいずれにおいても､コミュニケーション専門職能を

設置する割合はインプリメンター型よりも高い｡そこで､各タイプ別に次のよう

な解釈が可能である｡まず､インプリメンター型において､コミュニケーション

専門職能の設置比率が低いのは､本社 と子会社間の垂直的コミュニケーションが

非常に活発なため､特定の部門ないし職能を通 じて本社と子会社間のコミュニケ

ーションを行 うには､当該部門ないし職能-の負荷が大 きくなりすぎるからであ

ろうCそれよりはむしろ､コミュニケーション専門職能という窓口を通すことな

く､直接関連部門同士がコミュニケーションを行 うほうがコミュニケーション効

率という観点から望ましい｡この逆のことがローカルイノベーター型に当てはま

る｡本社と子会社間の垂直的コミュニケーションはインプリメンター型はど活発

ではないので､子会社にコミュニケーション専門職能を設置し､それを窓口に本

社とのコミュニケーションを行うほうがコミュニケーションの効率が高いのだろ

う｡問題は､コミュニケーション専門職能の設置比率がもっとも高いツーウェイ

プレイヤー型であるO本社と子会社間の垂直的コミュニケーションは､ツーウェ

イプレイヤー型のほうが他のタイプよりはるかに活発である｡そのため､ツーウ

ェイプレイヤー型におけるコミュニケーション専門職能はローカルイノベーター

型のそれとは異なる機能を果たしていることが考えられる｡つまり､ローカルイ

ノベーター型の場合､コミュニケーション専門職能は本社 とのコミュニケーショ

ンの窓口という性格が強いのに対 し､ツーウェイプレイヤー型のそれは､本社 と

子会社の関連部門同士の直接的コミュニケーションを側面から支援 ･調整する機

能を果たしているのではないだろうか｡いずれにしても､上記の各仮説について

は､インタビュー調査などにより今後さらに検討 していきたい0
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注

(1)吉原[1996,19頁]の調査では､回答企業620社のうち484社 (78%)で日本人

が社長 となっており､現地人が社長の海外子会社は136社 (22%)に止まって

いる｡

(2)成分 1の固有値は3.21､寄与率は64.3%である｡

(3)吉原[1996,10真]によれば､ ｢内なる国際化は､日本の親会社の国際化のこ

とである｡その日本の親会社の国際化､すなわち内なる国際化は､日本の親

会社の意思決定の過程に外国人が参加 していること､あるいは外国人が参加

できる状態にあること､と定義 したい｡ここでいう外国人とは､日本企業の

海外子会社の現地人従業員を主として考えているが､それに加えて日本で採

用される外国人従業員 も含めている｣｡

(4)本社 ･子会社間の情報伝達量に関する重回帰分析の結果は次のとおりであ

る (N-160)｡下表の数値はβ係数であり､ ( )内は t値を表す｡

本社から子会社 子会社から本社

説明変数 への情報伝達 -の情報伝達

本社調整の規模 0.267(3.827)***

本社から子会社-の知識移転 0.378(5.596)‡** 0.223(3.259)*‡

子会社から本社-の知識移転 0.168(2.466)‡ 0.452(6.612)*‡*

R2-0,35900 R2-0.29596

(5)日本のグローバル企業におけるプラニングとコントロールの相対的ウェ-

トは､表 6-21､表 6-35､および表6-45より推測可能であるO

(6)このスタイルの位置づけについては､第2章の図2- 1を参照 されたい｡

(7) 日本企業を対象に本社規模を実態調査 したEase[1994]においても､同様の

結論が出ている｡彼は､高いプラニングへの影響と高いコントロールへの影
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響が日本企業の特徴であるとし､そのようなマネジメント･スタイルはス ト

ラテジック･プログラミング･スタイルであろうと主張している｡

(8)ローカルイノベーター型のほうがインプリメンター型より結果重視の程度

が高いことについては､表 6-34を参照されたい｡
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第 7 章 終 章

第 1節 本研究の結論

グローバル企業は一様ではない｡そのような異質性にも関わ らず､これまでの

研究において､グローバル企業は同質的な ものとして扱われてきたきらいがある.

そして､日本企業 は集権的で､ヨーロッパ企業は分権的だともいわれてきた｡ し

か し､日本企業のなかにも分権的な企業は存在するし､ヨーロッパ企業のなかに

も集権的な企業はある｡それならば､ナショナ リティーの違いを超えて世界のグ

ローバル企業を同次元で説明できる別の共通因子が存在するはずであるOこれが

本研究のそ もそもの問題意識であった｡その共通因子 として取 り上げたのが､知

識フローと本社 と子会社の役割に注 目した本社 ･子会社関係のタイプであるD日

本企業を対象にした今回の調査では､インプ リメンター型､ローカルイノベータ

ー型､ツー ウェイプレイヤー型の3つのタイプが識別された｡ 日本企業が集権的

だといわれて きたのは､おそらくインプリメンター型の割合が相対的に高 く､全

体的にインプ リメンター型の方向に傾いているか らであろう｡逆に､ ヨーロッパ

企業が分権的であるといわれているのは､おそらくローカルイノベーター型の割

合が相対的に高 く､全体的にもローカルイノベーター型の方向にバイアスがかか

っているか らであろう｡

本社 ･子会社関係のタイプが異なれば､当然なが ら本社の海外子会社に対する

マネジメン ト･コン トロールのあり方 も異なって くるだろうと考えられるOそれ

を実証するために､8つのマネジメント･コントロールのサブシステムを取 り上

げ､本社 ･子会社関係の異なるタイプ間で各々のサブシステムに相違があるか否

かを考察 してきた｡ これまでの結果を要約すると以下のとおりである｡

責任 システム (経営の現地化)は､ ヒトの現地化 と経営管理の現地化によって

操作化 した｡前者はさらに､子会社の社長､副社長 クラス､部長 クラスに細分化

し､インプ リメンター型 とローカルイノベータ-型の問で現地人化の皮合いを比

較 したが､いずれの レベルにおいて も､ローカルイノベーター型のほうが現地人
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化が進んでいることが示された｡とりわけ､社長と部長クラスにおける相違は著

しい｡経営管理の現地化についても､ローカルイノベーター型のほうがはるかに

現地化が進んでいることが示された｡このような結果は仮説3-1と仮説 3-2

を支持するものである｡

教育 システム (価値 ･理念の共有化)は､主成分分析の結果として､子会社マ

ネジャーの組織社会化と内なる国際化によって操作化 したO前者については､イ

ンプリメンター型のはうがより進んでいることが確認されたが､後者の内なる国

際化については､有意な差は認められなかった｡こうした結果は､本研究で ｢内

なる国際化｣を非常に狭義に定義 していることと無関係ではない｡より広い意味

で内なる国際化を定義 していたならば､結果は違っていたかもしれない｡いずれ

にしても､価値 ･理念の共有化変数としての子会社マネジャーの組織社会化にお

いて､インプリメンタ-型とローカルイノベーター型の間で有意な差が示された

ことで､仮説 3-3は一応支持 されたことになるO

インセンティブ ･システム (インセンティブ ･ボーナス)は､ボーナス決定の

ベースとボーナス決定の公式度によって操作化 した｡前者については､とくに子

会社業績と子会社の社長へのボーナスが リンクしている企業の割合に注目したが､

ローカルイノベーター型のほうがインプリメンター型に比べその割合が確かに高

いことが示されたo後者のボーナス決定の公式度については､両タイプ間で有意

な差は認められなかったoこのような結果は､ボーナス決定のベースに関する仮

説3-6と仮説 3-7を支持する一方､ボーナス決定の公式度に関する仮説 3-

8と仮説3-9を棄却するものである｡

コミュニケーション･システム (コミュニケーション)は､垂直的コミュニケ

ーションとコミュニケーション専門職能によって操作化 した｡垂直的コミュニケ

ーションはさらに､本社から子会社への情報伝達量 と子会社から本社-の情報伝

達量に二分されるが､いずれの方向においてもインプリメンター型のほうが垂直

的コミュニケーションは活発であった｡この結果は､仮説 3-12を支持するも

のであるO-方のコミュニケーション専門職能に関 しては､仮説 3-13で想定

していたものとは逆に､ローカルイノベーター型のほうがコミュニケーション専

門職能を設置 している企業の割合が高いことが示された｡

モニタリング･システム (コントロール ･モー ド)は､アウ トプット･コン ト
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ロールとビヘイビア ･コントロールによって操作化 した｡アウ トプット･コント

ロールについては､ローカルイノベーター型のほうがその程度が若干高 くなって

いるが､ど-イビア ･コン トロールについては､両タイプ問でほとんど差は見ら

れない｡この結果は､アウトプット･コントロールに関する仮説 3-10の支持､

ビヘイビア ･コントロールに関する仮説3-11の棄却を意味 している.

人事評価 システム (業績測定と業績評価の リンケージ)は､業績測定と人事考

課との結びっさと業績測定とボーナス ･システムとの結びつきによって操作化 し

たO前者に関 しては､インプリメンター型とローカルイノベ-ター型の間でほと

んど差は見 られなかったが､後者については､ローカルイノベーター型のほうが

若干結びっさの程度が高 く示されている｡ したがって､仮説3-16は弱いなが

らも一応支持 されることになる｡

最後に､マネジメント･コントロールのサブシステムのうち､目標設定システ

ム (予算管理 システム)と業績測定 システム (マネジメント･スタイル)につい

ては､少な くとも今回の調査では有意な結果は得 られていない｡もっとも､前者

の操作化変数の1つである予算達成圧力に関 しては仮説 とは逆の結果が表れてお

り､それについていくつかの解釈の余地があるということについてはすでに本文

の中で触れている｡

以上､マネジメント･コントロールの8つのサブシステムについて､主として

インプリメンター型 とローカルイノベーター型の間で有意な差があるか否かを検

証 した分析結果をレビューしてきたが､これら8つのサブシステムは子会社の進

出地域や子会社の役割が異なれば同一企業内でも差別化 されるのだろうか｡分析

の結果からは､子会社の進出地域の違いによって同一企業内でマネジメント･コ

ントロール ･システムが差別化されることはほとんどないものの､子会社に与え

られる役割が異なれば､同一企業内でも本社の子会社に対するマネジメント･コ

ントロール ･システムには違いが生 じることが示唆される｡また､本社 ･子会社

関係のタイプは､環境や戦略によってかなりの程度規定 されるという側面､環境

や戦略がマネジメント･コントロール ･システムに直接働きかけるという側面も

分析結果によって確認されている｡要するに､本社 ･子会社関係は､マネジメン

ト･コントロール ･システムのプロ トタイプを形づくり､環境/戦略要因はその

プロ トタイプからのバリエーションをつくり出しているのである｡
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このような結果が示唆するのは､環境/戦略要因と組織要因 (本研究では本社

･子会社関係)の影響を考慮 しない､グローバル組織を対象とする管理会計研究

は大きな限界を内包 しているということである｡その種の研究はさらなるレリバ

ンス ･ロストをもたらすに違いない｡

第2節 いくつかの貢献

本研究およびその結論は､以下のような貢献を果たしていると考えられる｡ま

ず第 1に､グローバル管理会計の分析枠組みのなかに環境/戦略要因および組織

特性の影響を明確に取り込んでいることである｡冒頭でも触れたように､会計フ

ロンティア研究会[1994]は､従来型国際管理会計の問題点として国際企業の行動

様式や組織特性を分析枠組みに取り込んだ研究がほとんど存在 しないことを指摘

していた｡その意味では､本研究が理論と実務のギャップを埋める努力の1つと

して位置づけられよう｡しかも､組織特性の相違が､マネジメント･コントロー

ル ･システムの設計に影響を与えるという仮説が概ね実証されたことによって､

実務的にも意味のある結果を導き出している｡

第2に､国別の違いを強調する従来の研究とは異なり､本研究では本社 ･子会

社関係のタイプ別相違を強調している｡したがって､これまでにいわれてきた国

別の違いは､本社 ･子会社関係のタイプ別割合の違いとして捉えられる｡たとえ

ば､日本のグローバル企業のなかにはインプリメンター型が多いが､ヨーロッパ

のグローバル企業の場合にはローカルイノベーター型の割合が高いといったこと

がいえるのではないだろうか｡このように考えると､同じタイプの企業は国の違

いにもかかわらず頬似 した特徴を備えていることが期待されるため､共通の次元

でグローバル企業の分析が可能となるOその結果､これまでカルチャーの違いと

して片付けていた事柄の多くの部分について､カルチャーに帰属させることなく

かなりの程度論理的な説明ができることになる｡

第3に､グローバル管理会計の研究において､｢知識フロー(knoyledgeflows)｣

という概念の有効性を実証 していることが挙げられる｡本研究では､知識の本社

から子会社への移転､あるいは子会社から本社への逆移転のパターンによって本
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杜 ･子会社関係のタイプを識別することが重要な意味をもっている｡換言すれば､

知識フローという概念が中心的な役割を果たしている.知識フローによって､本

社 ･子会社関係､さらにはマネジメント･コントロール ･システムの相違がどの

程度説明できるのかに関心があったが､本研究においてこの目的はかなりの程度

達成できたと考えられる｡

第4に､グローバル企業の経営行動を分析するのに地域特性を考慮に入れたこ

とである｡アジア地域､北米地域､ヨーロッパ地域に進出している子会社は､地

域特性ゆえに異なった役割を期待される可能性がある｡この影響をコントロール

した上で分析を行っているところに本研究の強みがある｡

最後に､国際経営学や多国籍企業論と管理会計の接点をクローズアップさせた

ことが挙げられる｡マネジメント･コントロールの問題は､経営学､組織論､管

理会計､さらには経済学の境界領域に位置していたため､理論的な真空地帯にな

ってしまっている (加護野[1987]) ｡国際経営学や多国籍企業論の分野もその例

外ではなく､これまでにマネジメント･コントロールの問題にあまり注目してこ

なかった｡本研究では､マネジメント･コントロールの問題に正面から取り組む

ことにより､国際経営学と管理会計の接点を見出そうとした｡今後の研究では､

両者のより緊密なインターラクションが必要となろう｡

第3節 今後の研究課題

本研究は､グローバル組織のマネジメント･コントロール･システムの全体像

を明らかにしようとした結果､各々のサブシステムについては必ずしも分析が十

分であったとはいえない｡また､日本企業だけを調査対象にしていることも若干

問題である｡こうした問題意識を踏まえたうえで､今後の研究課題として次のい

くつかを指摘 しておきたい｡

まずは方法論上の問題である｡本研究では､日本本社の海外事業担当役貞宛て

に質問調査票を送付 し､あくまでも本社の視点に立って質問項目に回答してくれ

るよう依頼 した｡実際の質問項目の中には､本社にいては把接 しにくい事柄も含

まれていたかもしれない｡しかしそれ以上に､本社の回答と子会社の回答の間に
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は認識のギャップが存在する可能性がある｡こうしたギャップを見極め､現状を

より正確に把撞するには海外に進出している子会社にも同様の質問票調査を行 う

ことが望ましい｡

第2に､本研究では本社 と子会社間の知識移転に注目し､本社 ･子会社関係の

タイプ分けを行ったoしか し､知識移転は本社と子会社間に限定されるものでは

ない｡今後の研究においては､本社と子会社間の知識移転に加え､子会社同士の

知識移転をどのように扱 うかを考慮 しなければならない｡

第 3に､本研究は､マネジメント･コントロール ･システムのあり方が戦略を

規定する可能性があるという側面については概ね考慮外としている｡ しかしなが

ら､今後のグローバル管理会計の理論構築のためには､マネジメント･コン トロ

ール ･システムが戦略を規定する側面､あるいは戦略創発を促進する側面につい

ても十分な検討が行われなければならない｡

最後に､本研究で用いたフレームワークはそのままアメリカ企業やヨーロッパ

企業にも応用できる｡むしろ､同じフレームワークの下で国際比較研究を進める

ことの意義は大きい｡今回の調査では取り上げなかったが､本文の中にはアメリ

カ企業やヨーロッパ企業に関する仮説 も設定 してあるOヨーロッパのインプリメ

ンター型企業 も日本のインプリメンター型企業と同 じマネジメント･コントロー

ル･システムを構築 しているのだろうか｡そして､日本企業とヨーロッパ企業の

中間的な性格を保持 しているといわれるアメリカ企業の場合はどうなのか｡これ

らの疑問に答えを出していくこと自体､非常に興味深いことである｡今後､日本

企業を対象に行った本研究の結論が､どこまで普遍性を有 しているのかを確認す

るためにも､国際比較研究が望まれるところである｡
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付録A

多 関 鐘 のマネジメン ト コン トロ ー ル に関する閉 把 票

神戸大学管理会計研究会

貴社名 I

記入者御芳名 ∫ TELFAX /

【ご回答にあたって】
1 この諏査の目的は､日本 ･北米 ･ヨーロッパの多国籍企業の問で (本社の海外子会社に対する)マネ

ジメント･コントロールにいかなる相違があるかを明らかにすることにあります｡そのため､これと

同等の調査が欧米の多国籍企業に対しても行われることになっております｡

2 本詞査の対象となる海外子会社は､出資比率51%以上の製造子会社および製造販売子会社､または出資
比率50%以下であっても本社が実質的な経営権を有する製造子会社および製造販売子会社です｡従って.
本質問票を通じて海外子会社､あるいは単に子会社というときにはすべて､以上の条件を満たす ｢海
外製造子会社｣および ｢海外製造販売子会社｣を指すものとします｡販売子会社は対象外です｡

3 本詞査では､製造 (製造販売)子会社の進出している地域のうち､アジア､北米､ヨーロッパの三つ
の地域のみを対象とします｡なお､複数の製造子会社が存在する地域については､もっとも典型的な
製造子会社を想定 しご回答下さい｡一つあるいは二つの地域にしか進出していない場合には､その地
域についてだけご回答下されば結構です｡

4 質問の他事は､貴社の経営環境､現地化とコミュニケーション､価値･理念の共有化､本社 ･海外子
会社間の知識移転､インセンティブ･ボーナス､業績管理システム､マネジメント･スタイル､分権
化､コントロールのあり方､一般情報 ･その他の順となっております｡ご回答は､こうした点につい
て貴社を代表してお答えいただける方にご記入いただきたく､お願いいたします｡

5 質問によっては､回答者の判断を要する項目があるかもしれません｡理想ではなく､貴社の実情に対
する判断でご回答下さい｡

6 統計的な処守を行いますので､貴社の回答を有効に利用できるよう､できるだけ多くの質問にご回答
下さい｡特に､○印をおっけいただく項目および数字をご記入いただく項目については､記入漏れの
ないようお願いいたします｡

7 ご不明の点は､神戸大学経営学部､加登あるいは李までご照会下さい (TEL078-803-0344､FAX.078-
59卜8693)｡なお､講義 ･出張等で不在の場合は､経常学部第2研究助成董 (TEL.078-881-1212内線
3423)にご伝言下さい.改めて当方から='i動各申し上げます0

8 ご吉己入いただきました調査票は､恐れ入りますが､同封の返信用封筒により､9月 30日までに返送
いただければ幸いですO
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闇 巨喜弓巨蓋∃E喜∃

間1 貴社の海外製造 (製造販売)子会社が進出している地域にはすべて○印をおつけ下さい ｡

1 アジア 2 北米 3 ヨーロッパ

問2 次の各海外製造 (製造販売)子会社の所在国と年齢 (進出後の経過年数)をお書き下さい｡複数の

製造 (製造販売)子会社が存在する地域については､もっとも典型的な製造 (製造販売)子会社を

想定しご回答下さい｡また､それらの子会社は製造活動以外に次の活動を現地で行っていますか｡

はい､いいえのどちらかに○印をおつけ下さい｡

姫 的京 ＼ 所在国 年齢 販売活動 製品開発

lアジア子会社北米の子会社 ( ) ( )年 1はい 2いいえ 1はい 2いいえ( ) ( )年 1はい2いいえ 1はい 2いいえ

問3 塵外子会社の製造する製品は､デザインや機能などが概して親会社のものと同じですか､それとも
現軽ニーズを反映 した顎地特有のものですか｡各地域別に､該当する数字に○印をおつけ下さい｡

親会社の製品と どちらとも 現地ニーズを反映
まったく同じ いえない した現地特有の製品

(アジア子会社) 1
(北米の子会社) 1
(ヨーロ･/no子会社) 1

2 3 4 5 6 72 3 4 5 6 72 3 4 5 6 7

笥4 海外子会社の次のような生産関連事項は､本社 (親会社)によってどの程度調整されますか｡下記
の共通尺度を参考に､四角の中の該当する数字に○印をおっけ下さいQ

〔共通尺度〕
ま ったく 本社によって

調整 されな い 中程度 大幅 に調整される

1 2 3 4 5 6 7

北米の子会社 1234567 1234567 1234567
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問5 海外子会社の次のような計画関連活動は､本社によってどの程度調整されますか｡下記の共通尺度

を参考に､四角の中の該当する数字に○印をおつけ下さい｡

〔共通尺度〕

ま ったく 本社によって

調整 されない 中程度 大幅 に調整される

1 2 3 4 5 6 7

北米の子会社 1234567 1234567 1234567

問6 貴社では､親会社と海外子会社間､あるいは海外子会社同士で中間生産物や完成品の内部取引 (内

部振替)がどの程度行われていますか｡該当する数字に○印をおつけ下 さい｡

1)親会社と海外子会社間

内部取引は 非常に頻繁かつ

まったくない 中程度 大量の内部取引

(アジア子会社) 1

(北米の子会社) 1
(ユーロッハ'子会社) 1

2)海外子会社間

内部取引は 1

まったくない

2 3 4 5 6 72 3 4 5 6 72 3 4 5 6 72 3 4 5 6

7非常に頻繁かつ

大量の内部取弓

中程度

問7 貴社の各海外子会社に対する現地国政府の規制ないし圧力 (たとえば､ローカル ･コンテンツ政策､

行政f旨導､輸入制限などの厳 しさ)はどの程度ですかD各地域別に､該当する数字に○印をおつけ
下さい｡

まったくない 中程度 非常に強い

(アジア子会社) 1 2 3
(北米の子会社) 1 2 3
(ヨーt]Ylt'子会社) 1 2 3
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現 地 イヒ と こコ ミ ュ ニ ケ - シ ョ ン

問8 海夕仔 会社において､現地人社員に対する人事管理および給与体系は日本の方式をそのまま移植 し

ていますか､それとも現地国の方式を取り入れていますか｡下記の共通尺度を参考に､四角の中の

該当する数字に○印をおつけ下さい｡

〔共通尺監】

両スタイ ル

日本スタイル 半々のミ･/クス 現地スタイル

1 2 3 4 5 6 7

問9 貴社の海外子会社において､ トップマネジメント層の現地人化の程度はどのくらいですか｡子会社

社長 (CEO)､副社長 (vp)､部長クラスの各々についてお答え下さい｡

1)子会社社長 (CEO) 〔1-3のなかから選択〕

(アジア子会社)

(北米の子会社)

(ヨーロ･Jn.子会社)

ir一p
lHlLU【uLu

他

他

他

の

の

の

そ

そ

そ

3
3
3

人

人

人

馳

馳

馳

2

2

2

人

人

人

本

本

本

R
H
日

日

HH
H
二

2)副社長 (VP)クラス

すべて

日本人

(アジア子会社) 1
(北米の子会社) 1
(ヨーロツ八●子会社) 1

3)部長クラス

すべて

日本人

2 32 32 3 4
4
4

5
5
5

6
6
6

7
7
7

(アジア子会社) 1

(北米の子会社)

(ユーロ･Jn●子会社)

2

2

2

3
3
3

.4
4
.4

5
5
5

6
6
6



問10 海外子会社には､本社とのコミュニケーションのみを担当とする職能がありますか｡また､その職
能を担当する専門担当者がおりますか｡当該職能の有無､当該職能専門担当者の有無､担当者の国
籍 (担当者なしの場合は､国籍のチェックは必要ありません)の川副こ1-3に○印をおつけ下さい｡

当該職能 職能専門担当者 専門担当者の国籍

(北米の子会社) 1ある 2なし 1ある 2なし 1日本人 2現地人 3その他( )

価 イ直 ･王蛤 の 共 有 イヒ

問11 本社の経営理念や長期的な経営方針を海外子会社に周知 ･徹底させる方法として､次の1)～4)
の方法が考えられます｡その各々について､貴社における実施の頻度と効果の程度をお答え下さい｡

1)海外子会社の現地人マネジャー (社長､副社長､部長クラス)が､公式 ･非公式の ミーティングや
会合などのため日本にくる｡

①実施の頻度
そういうことは そういう こ と は

まったくない 中楓麦 頻繁に あ る

(アジア子会社) 1

(北米の子会社) 1

(ヨーロ･/n.子会社) 1

②効果の程度

2 3 4 5 6 72 3 4 5 6 72 3 4 5 6 7

まったく効果なし 中程度 非常に効果的

(アジア子会社) 1 2 3 4 5 6 7
(北米の子会社) 1 2 3 4 5 6 7
(ヨーロ･/n.子会社) 1 2 3 4 5 6 7

2)本社の トップ ･マネジメント(社長または重役)が海外子会社を訪問する｡

①実施の頻度
そういうことは そういうこ とは

まったくない 中程度 頻繁にあ る

(アジア子会社) 1

(北米の子会社) 1

(ヨー｡･/八■子会社) 1

②効果の程度

2 3 4 5 6 72 3 4 5 6 72 3 4 5 6 7

まったく効果なし 中程度 非常に効果的

(アジア子会社) 1

(北米の子会社) 1

(ユーロッハ●子会社) 1

2 3 4 52 3 4 5

2 3 4 5
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3)海外子会社の現地人マネジャー (社長､副社長､部長クラス)を対象に､本社の歴史や経営方針､

経営理念などについての教育ないし研修プログラムを実施する｡

(D実施の頻度
そういうことは そういうこ と は

まったくない 中程度 頻繁にあ る

(アジア子会社) 1

(北米の子会社) 1

(ヨーロッ八°子会社) 1

②効果の程度

2 3 4 5 6 7

2 3 4 5 6 7

2 3 4 5 6 7

まったく効果なし 中程度 非常に効果的

(アジア子会社) 1 2 3 4 5 6 7
(北米の子会社) 1 2 3 4 5 6 7
(ヨ-口･J八°子会社) 1 2 3 4 5 6 7

4)本社 (親会社)と王会社間でマネジャーの配置換えを行う｡

現地人マネジャー (社長､副社長､部長クラス)の場合

①実施の頻度
そういうことは

まったくない 中程度

そういうこと は

頻繁にあ る

(アジア子会社) 1 2

(北米の子会社) 1 2

(ヨーロッハ●子会社) 1 2

②効果の程度

3

3

3

4
4
4

ま った く効果なし 中程度

5

5

5

6 7

6 7

6 7

非常に効果的

(アジア子会社) 1 2 3 4 5 6 7

(北米の子会社) 1 2 3 4 5 6 7

(ユーロ･JIr子会社) 1 2 3 4 5 6 7

Ej本人マネジャー i社長､副社長､部長クラス)の場合

①実施の頻度
そういうことは そういうこと は

まったくない 中経匿 頻繁にある

(アジア子会社) 1 2 3 4 5

(北米の子会社) 1 2 3 4 5

(ヨーロ･/八°子会社) 1 2 3 4 5

②効果の程度

6
6
6

7
7
7

まったく効果なし 中程度 非常に効果的

(アジア子会社) 1 2 3 4

(北米の子会社) 1 2 3 4

(ヨーt]?n'子会社) 1 2 3 4
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本 を土- 子 会 社 間 の 矢口瀞 夢転

問12 海外子会社の現地経営には､各職能aBTJにさまざまな技術やノウ-ウ (以下､知識という)が必要と
なります｡海外子会社が必要とするそのような知識のうち､日本の親会社から移転されるのほどの
くらいですか｡下記の共通尺度を参考に､四角の中の該当する数字に○印をおつけ下さい (マーケ
テイングと製品開発については該当する場合にのみお答え下さい)｡

〔共通尺度〕
耕会社からき
ているものは

まったくない

一部が 半分程度が 相当の部分が 必要な知識のほぼ
親会社から 親会社から 親会社から 全部が親会社

からきている
1 2 3 4 5 6 7

〔本社-子会社への知識移転〕

アジア子会社 1234567 1234567 1234567 1234567 1234567l

北米の子会社 1234567 1234567 1234567 1234567 1234567

問13 海外子会社の現地経営には､外部から各種の戦略的情報を収集することが必要となります｡塵生王

会社が必要とするそのような戦略的情報のうち､日本の親会社から伝達されるのほどのくらいです
か｡下記の共通尺度を参考に､四角の中の該当する数字に○印をおつけ下さい｡

〔共通尺度〕
親会社からき
ているものは

まったくない

一部が 半分程 度が 相 当の部分が 必要な情報のほぼ
親会社から 実見会社 から 親会社から 全部が親会社からきている

1 2 3 4 5 6 7

〔本社-子会社への情報伝達〕

け ライト情報 マ-ケ.Jl情報 同業他社情報

アジア子会社 1234567 1234567 1234567

北米の子会社 1234567 1234567 1234567

-156-



閏14 海外子会社は､現地で事業展開するなかで､各職肯班TJにさまざまな知識 (技術やノウ-ウ)を開発
し蓄積していきますO海外子会社が開発 ･蓄積したそのような顎地独自の知識のうち､日本の新会

社に移転されるのほどのくらいですかO下記の共通尺度を参考に､四角の中の該当する数字に○印
をおつけ下さい (マーケテイングと製品開発については該当する場合にのみお答え下さい)｡

〔共通尺度I
親会社-は
まったく

移転されない

一部が 半 分程 度が 相当の部分が

親会社- 親会 社へ 親会社へ
現地知識のほぼ

全部が親会社-

移転される
1 2 3 4 5 6 7

〔子会社-本社-の知識移転〕

北米の子会社 ,1234567

1234567

123456 .7

12345671234567

【

1234567 1234567 1234567 1234567

笥15 海外子会社は､現地で事業展開するなかで､外部から各種の戦略的情報を収集しますD海外子会社
が収集したそのような覇地独白の戦略的情報のうち､日本の親会社に伝達されるのはどのくらいで
すか｡下記の共通尺度を参考に､四角の中の該当する数字に○印をおつけ下さい｡

〔共通尺度〕

親会社へは
まったく

伝達されない

一 部が 半分程度が
親 会 社へ 親会社へ

相当の部分が 現地情報のほぼ

親会社へ 全部が親会社へ
伝達される

1 2 3 4 5 6 7

〔子会社-本社への情報伝達〕

アジア子会社 1234567 1234567 1234567 1234567

北米の子会社 1234567 1234567 1234567 1234567
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問16海外子会社は､親会社から移転された職肯班LJの知識 (技術 ･ノウ-ウ)をベースにした経営を行っ
ていますか､それとも海外子会社自らが開発 ･蓄積 した知識 (技術 ･ノウ-ウ)をベースにした経
営を行っていますか｡該当する数字に○印をおつけ下さい｡

本社移転知識 本社移転 両知識 現地独自 現地独自知識
ベースの経営 知識主導 半々のミ･)クス 知識主導 ベースの経営

(アジア子会社)1
(北米の子会社)1
(ヨーロヴ八●子会社)1

2 3 4 5 6 7
2 3 4 5 6 7
2 3 4 5 6 7

問17 海外子会社は､親会社から伝達された戦略的情報 (サプライヤー情報､マーケット情報､同業他社
情報など)をベースに意思決定を行っていますか､それとも子会社自らが収集 した戦略的情報をベ
ースに意思決定を行っていますか｡該当する数字に○印をおつけ下さい｡

本社伝達情報 本社伝達 両情報 現地独自 現地独自情報

ベースの意思決定 情報主導 半々のミ･/クス 情報主導 ベースの意思決定

(アジア子会社)1
(北米の子会社)1
(ヨーロ･Jlto子会社)1

2 3 4 5 6 7
2 3 4 5 6 7
2 3 4 5 6 7

問18 海外子会社から本社に移転された子会社独自の知識 (技術 ･ノウ-ウ)は､親会社の経営にどの
程度活かされますか｡該当する数字に○印をおつけ下さい｡

親会社の経営には 親会社の経営に
まったく活かされない 中程度 大いに活かされる

(アジア子会社)1
(北米の子会社)1
(ヨーO･Jllo子会社)1

2 3 4 5 6 7
2 3 4 5 6 7
2 3 4 5 6 7

問19 海外子会社から本社に伝達された子会社独自の戦略的情報 (サプライヤー､マーケット､同業他社､
現地政府などに関する情報)に加えて､それに関連する情報の収集および調査を本社独自でどの程
度行っていますか｡

本社独自で調査は 本社独自で調査を

まったく行わない 中程度 大幅に行う

(アジア子会社)1
(北米の子会社)1
(ヨー｡仰l子会社)1

2 3 4 5 6
2 3 4 5 6
2 3 4 5 6

7
7
7



問19 海外子会社は､自らの事業経験を通じて開発 ･蓄積した知識 (技術 ･ノウ-ウ)を域内および域外
の他の事業ユニット(親会社を除く)に移転したことがありますか｡域内移転 (例えば､アジア子

会社からアジアの他の事業ユニットへの移転)と域外移転 (例えば､アジア子会社から北米あるい
はヨーロッパの事業ユニ･yトへの移転)を区別し､該当する数字に○印をおつけ下さいO

〔子会社-域内 ･域外への知識移転〕

イ こ/ セ ン テ イ ブ ･ ボ - ナ ス

問21 海外子会社マネジャー (社長)のボーナス額は何と連動していますか｡次の項目のうちから該当す
るものを選び､その番号を下の四角の中に書き入れて下さい｡

1 当該子会社の業績と連動している
2 複数の子会社グループ (地域別､製品別など)の業績と連動している

3 本社を含むグローバルな企業全体の業績と連動している

4 当該子会社の業績と企業全体の業績の両方と連動 している

5 その他 ( )

アジア子会社 北米の子会社 ヨーロ.Jn.子会社

問22 海外子会社マネジャー (社長)のボーナス額を決定する際に､本社の判断と公式 (事前に決定され
ているルール)のいずれが重視されますかOまた､海外子会社の財務業績はボーナスとどのように

関わっていますか｡次の項目1-5のうちから､もっとも貴社の現状をうまく説明しているものを
選び､その番号を下の四角の中に書き入れて下さい｡

1 ボーナスは､財務業績だけに基づいて､公式によって決定される
2 ボーナスは､部分的に財務業績を考慮に入れて､公式によって決定される
3 公式はないが､財務業績はボーナス額の決定に､非常に重要な要素である

4 公式はないが､財務業績はボーナス額の決定に､ある程度重要な要素である
5 財務業績は子会社マネジャーのボーナス決定に重要な要素ではない

アジア子会社 北米の子会社 ユーt].Jll●子会社
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業 績 管 理 シ ス テ ム
マ ネ ジ メ ン ト ー ス タ イ ノレ

問23本社が海外子会社マネジャー (社長)の業績を評価する際に､もっとも重視する項目は何ですか｡
下記のA～Hの中から重要度の高いものから順に3つまでお選び下さい｡

A 利益発生額

B 上司 (本社)との関係

C 努力の程度

D 予算の達成

E 品質への配慮

F コストへの配慮

G 会社と仕事へのコミットメント

H 部下やスタッフとの関係

アジア子会社

北米の子会社

問24 貴社では､海外子会社の予算業績は､子会社マネジャー (社長)の昇進および配置換えの資料とし

てどの程度重視されていますか｡

まったく 非常に

重要でない 中程度 重要

(アジア子会社) 1

(北米の子会社) 1
(ユーロッ八〇子会社) 1

2 3 4 52 3 4 52 3 4 5 6 76 76 7

問25 貴社では､海外子会社の予算業績は､子会社マネジャー (社長)のボーナスや給料にどの程度反映
されていますか｡

まったく反映
されていない

かなり反映
されている

(アジア子会社) 1

(北米の子会社)
(ヨーtl･Jn'子会社)

2
2
2

5
5
5

6
6
6



問26本社は､王会辻マネジャー (社長)の業績を評価する際に､予算目標の達成と戦略目標 (例えば､
価格競争力､品質､マーケット･シェア､顧客満足､新製品比率など)の達成のどちらを相対的に
重視しますか｡

予算目標の 予算目標の 両目棲 戦略目標の
達成を最重視 達成をより重視 同じウェート 達成をより重視

(アジア子会社) 1 2 3
(北米の子会社) 1 2 3
(ヨーロ･/11'子会社) 1 2 3

4 5 6 7
4 5 6 7

4 5 6 7

戦略目標の
達成を最重視

問27 海外子会社が予算目標を達成できなかった場合の､子会社マネジャー (社長)に対する本社の対応
についてお聞かせ下さい ｡

1)地域 (アジア子会社､北米の子会社､ヨーロッパ子会社)によって本社の対応に違いがありま
すか｡どちらかに○印をおつけください｡

1 はい
2 いいえ

2)本社の対応について具体的にお聞かせください｡地域間の相違についてもお答えください｡

問28 本社が､事業単位としての子会社の業績と子会社マネジャー (社長)の業績を評価する基準は､地
域 (アジア子会社､北米の子会社､ヨーロッパ子会社)共通でしょうか.どちらかに○印をおつけ
ください｡

1 はい
2 いいえ

一 問29にお進み下さい｡
- 地域間でどのように異

その後､問30にお進み
なっているかをご説明下さい○

下さい0 1
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問29本社が､①事業単位としての子会社の業績と､②子会社マネジャー (社長)の業績を評価する基準

はそれぞれ何でしょうか (例えば､投資利益率､売上高､利益､売上高利益率など)｡2つ以上の

基準が用いられている場合には､重要度の高いものから順に3つまでお書き下さい｡財務的基準の
みならず非財務的基準 (例えば､マーケット･シェア､品質､新製品開発､顧客満足度など)も含
めます｡

①子会社の業績評価基準

分 権 イヒ

問30 海外子会社の以下のような意思決定事項に対して､本社と海外子会社の影響力はどうなっています

か｡次の1)～4)までの質問の回答にあたっては､下記の共通尺度を参考に､該当する数字に○
印をおつけ下さい｡

〔共通尺度〕

本社が 本社 両者協議の 子会社 子会社が
100%決定 主導 うえ決定 主導 100%決定1

1)王会辻の製品関連決定 :

①新製品導入決定

②既存製品ライン

からの撤退

2 3 4 5 6 7

アジア子会社 北米の子会社 ヨーロツ八〇子会社

1234567 1234567 12345671234567 1234567 1234567

2)王会延のオペレーション関連決定 :

①サ7●ライトの選定

⑧設備の拡張投資

⑧子会社予算原案

アジア子会社 北米の子会社 ヨ-DIn'子会社

1234567 1234567 12345671234567 1234567 1234567

1234567 1234567 1234567
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2)王会社の人事関連決定 :

①子会社副社長のホ̀-ナス

②部長と課長クラスの

子会社内昇進

アジア子会社 北米の子会社 ヨーロツ八°子会社

1234567 1234567 1234567

1234567 1234567 1234567

ニコ ン ト ロ - ノレ の あ り 方

問31 本社は､王会廷マネジャー (社長)の人事考課において､①結果 (財務業績)と､②経営のプロセ
スのどちらを重視 しますか｡

結果だけで 両者同じ 経営の7oDセスを
判断 ウェ- ト 非常に重視

(アジア子会社) 1
(北米の子会社) 1
(ヨーロッハ○子会社) 1

2 3 4 5 6
2 3 4 5 6
2 3 4 5 6

7
7
7

問32 本社は､王会廷マネジャー (社長)が行う意思決定や経営行動を概 してどの程度モニターしていま
すか｡

まったく 常時

モニターしない 中程度 モニターする

(アジア子会社) 1
(北米の子会社) 1
(ヨー｡･/n.子会社) 1

2 3 4 5 6 7
2 3 4 5 6 7
2 3 4 5 6 7

問33 本社は､海外子会社のマネジャー (社長)が行う意思決定や経営行動をモニターし､望ましくない
意監決定や経営行動がとられている場合には是正措置を指示 しますかO

まったく 頻繁に

指示 しない 中程度 指示する

(アジア子会社) 1
(北米の子会社) 1
(ユーロ･Jn.子会社) 1

2 3 4 5 6 7
2 3 4 5 6 7
2 3 4 5 6 7

問34 本社単三会塾のモニターを行っている場合､具体的なモニターの方法を簡単にお書き下さい｡
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一一月生憎 学良 - そ の イ也
(注 :問35以下の質問は､代表的な海外製造子会社に限らず､すべての海外製造子会社を対象とします)

問35 進出地域別に､海外製造子会社の進出目的 (進出初期と現時点)をお書き下さい｡なお､進出初期
と現時点とで進出目的に相違がある場合には､現在の目的に変更された時点を ｢変更年度｣の欄に
お書き入れ下さい｡

進出初期の目的 現時点の目的 変更年度

北米地域 ( )

問36 貴社の海外製造子会社は全部で何社ありますか｡本社が実質的な経営権を有する製造子会社に限り
ます (以下同じ)｡また､それらは世界何カ国に進出していますか｡該当する番号をお選び下さい｡

1)海外製造子会社 (製造販売子会社を含む)の数
①0-4 ②5-9 ③10-14 ⑧15-19 ⑤20社以上

2)海外製造子会社 (製造販売子会社を含む)の進出国数
①0-4 ②5-9 ③10-14 ⑥15-19 ⑤20カ国以上

問37 全社的に見て､アジア･北米 ･ヨーロッパ地域の海外製造子会社は戦略的にどの程度重要ですか｡
相対的重要度の高いものから順に1､2､3の番号をつけてください｡

◎アジア子会社 ( ) ◎北米子会社 ( ) ◎ヨーロッパ子会社 ( )

問38 貴社には､複数の海外製造子会社と海外版売子会社を地域別に統括するための組織単位 (地域本社､
地域統括本社､地域統括本部などと呼ばれることが多いですが､必ずしもその名称は問いません)
がありますか｡どちらかに○印をおつけ下さい｡

① はい - 下記の問にもご回答下さい｡その後､問39にお進み下さい｡ -
② いいえ 一 問39へお進み下さい

｢① はい lの方のみお答え下さい｡

1)貴社には､地域本社が全部でいくつありますか｡

[コ
2)貴社の地域本社は有効に機能していると思われますか｡

まったく有効に
榔 巨していない 中程度

非常に有効に

機能している

1 2 3 4
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問39貴社には､海外製造子会社と海外版売子会社を管理ないし統括するための､独立した本社組織単位
がありますか (たとえば､海外事業部など)｡どちらかに○印をおつけ下さい｡

① はい -1)にご回答下さい
② いいえ -2)にご回答下さい｡

1) ｢① はいlの方は､もっとも代表的な組織単位の名称をお書き下さいOまた､当該組
織単位を構成するスタッフの数をお答え下さい｡

1)組織単位の名称

2)組織単位構成員の数
①1-10 ②11-20 ③21-30 ⑥31-40 ⑤41名以上

2) ｢② いいえ lの方は､海外子会社の管理がどのように行われているのかを簡単にお
書き下さい O

問40 本調査に関する報告書に､調査協力会社として貴社名を掲載してもよろしいでしょうか｡もちろん､
貴社のご回答を匿名にしても個別に公開するものではありません｡

1 はい

2 いいえ

間41 必要な場合､2時間程度の面接調査にご協力いただけますでしょうか｡

1 はい
2 いいえ

問42 本杜の､海外製造子会社に対するマネジメント･コントロ-ル (経営の現地化､価値 ･理念の共有
化､ボーナス･システム､分権化､業績管理システム､コントロールのあり方など)の仕方が製造
子会社間で異なる､あるいは異ならない理由を自由にご記入下さい｡

【 ①子会社間で異なる､②子会社間で異ならない 】-どちらかに○印をおつけ下さい
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問43 貴社では､海外事業との関連で本社 (および地域本社)で発生する本社費を海外製造子会社にどの
ように負担させていますか｡本社費と地域本社費の場合を区別し､なるべく具体的に (負担のさせ
方､配賦目的､配賦基準など)お聞かせ下さい｡

【 ①負担させる､②負担させない 】-どちらかに○印をおっけ下さい

〔本調査に関して､ご意見があればご自由にお書き下さい｡〕

ご協力ありがとうございました｡特に､数字をご記入いただく項目および○印をおっけいただ
く項目について､記入漏れ､記入間違いがないかどうかを再度ご確認のうえ､同封の返信用封筒
を利用してご返送下さい｡
なお､貴社および貴社の企業グループの ｢英文による会社要覧｣あるいは ｢アニュアル･レポ

ー ト｣などをご同封いただければ幸いです｡
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付録B

[あ]

アイカ工業

アイシン精機

アシックス

イーグル工業

石原産業

イビデン

エスエス製薬

ニステー化学

＼KK

荏原製作所

大崎電気工業

二か]

花王

河西工業

協和発酵工業

金門製作所

グラフテック

クラレ

KOA

小池酸素工業

[さ]

ザ ･パ ック

三洋電機

塩野義製薬

ショーワ

t周 査 協 力 会 社 - 覧

昭和アル ミニウム

シロキ工業

スタンレー電気

住友金属鉱山

住友 ゴム工業

住友電気工業

住友電装

セー レン

積水化成品工業

ゼクセル

セッツ

セン トラル硝子

[た]

第一製薬

ダイキン工業

ダイセル化学工業

ダイニック

大日本製薬

太陽誘電

タカラ

田辺製薬

田淵電機

TYK

帝人

帝人製機

テック

東ソー
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トウペ

東洋アル ミニウム

東洋製権

東 リ

トーキン

[な]

ナブコ

新潟鉄工所

西川ゴム工業

ニチアス

ニチレイ

日新電機

日東電工

日平 トヤマ

ニフコ

日本カーボン

日本ガイシ

日本 ガスケ ット

日本酸素

日本 シイエムケイ

日本触媒

日本ゼオン

日本電気精器

日本特殊陶業 19

日本-イパ ック

日本発条

日本 ピグメント



日本 ヒューム管

日本無線

日本油脂

[は]

バンドー化学

日立建機

日立精機

日立造船

日立電線

日立粉末冶金

日野自動車工業

富士機工

富士写真フイルム

不二製油

富士通

プレス工業

本州製紙

本田技研工業

[ま]

マックス

松下電器産業

三井石油化学工業

三菱電線工業

三菱マテリアル

ミツミ電機

ミドリ十字

ミノルタ

明星食品

[やらわ]

ヤマ-発動機

ユニチカ

リケン

リョービ

ローランド

ワール ド

ワコール

◎郵送質問票への回答会社中､会社名を記載してもよいと答えた108社の

リストである｡
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